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はじめに～イギリスの抜本的審判所制度改革の方向性を読み解く
イギリス・UK（1）における8年あまりの歳月をかけた抜本的な審判所制
度改革はようやく軌道に乗り、新たな二進級制の横断的行政審判所は、
2009年4月1日に正式に始動した。210年あまり続いた租税審判所制度も
抜本的に見直された。
イギリスにおいて、審判所は、テマやヒマのかかる裁判所に比べると、
比較的簡易に救済が受けられる機関として重宝がられてきた。各種審判所
での毎年の総利用件数も優に50万件を超えている（2）。個別の審判所の数も、
70を超えていた。しかし、審判所は久しく、各省庁の考えで自在に設けら
れてきたこともあり、次第に審判所間での横の連携が希薄になり、審判所
サービスの利用者・カスタマーの目線からは利便性の悪さや手続の整合性
のなさが問われていた。また、処分をする執行行政庁その他公的政策実施
機関と、裁決をする審判所とがはっきっりと分離しておらず、独立性や運
営の透明性に疑問がもたれてきた。加えて、審判所の運営が驚くほど非効
率で、審理の遅延が慢性化し、権利救済機関としての真価が問われていた。
2000年5月18日に、イギリス政府の大法官・LordChancellorは、ア
ンドリュー・レゲット卿・SirAndrewLeggattに委嘱し、審判所制度
を調査し、2001年3月31日までに報告書を提出するように求めた。レゲッ
ト卿は、2001年3月に、報告書『利用者本意の審判所：一体化された制度、
一体化されたサービス・TribunalsforUsers：OneSystem，One
Service』（以下「レゲット報告書」という。）をまとめ提出した（3）。レゲッ
（1）非独立国家の連合体であるUK・連合王国・UnitedKingdomとは、イングラン
ド、ウェールズ、スコットランドおよび北アイルランドをさす。これら非独立国家の
裁判所制度ならびに不服申立手続および審判所制度は、その歴史的な経緯から、微妙
に異なっている。今回の審判所制度改革では、各非独立国の制度的な違いを認めなが
らも、できるだけ連合王国共通の審判所制度の確立を目指した。
（2）2007－8年期は、各種審判所が、約635，000件の審査請求を受理し、約549，000の裁決
を下したと報告されている。TheTimes（Nov．3，2008）．
（3）レゲット報告書については、http：／／www．tribunals－revieworg．uk／1eggatthtm／1eg－
00ぬtm〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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ト報告書では、現行の審判所制度が、一体性・coherenceを欠き、カス
タマー・利用者本位となっておらず極めて非効率であることなどを指摘し
た。こうした指摘を受け、政府は、抜本的改革・sweepingchangesに
向けて、動き出した。
2006年4月に、当時の憲法問題省・DCAニDepartmentforConstitutional
Affairs（現法務省・MoJ＝MinistryofJustice）は、各種審判所での不服
審査活動の活性化、そのための支援をねらいにr審判所サービス・TS＝
TribunalsService」を設けた。
DCA（現MoJ）は、2006年7月、審判所制度改革をすすめるための政
府提出法案のかたちで「審判所、裁判所及び実施法案・Tribunals，
CourtsandEnforcementBi11」を準備した。2006年11月に、同法案は、
イギリス議会に上院（貴族院）先議のかたちで提出された。一連の審議を
経て、r2007年審判所、裁判所及び実施法・TCEAニTribunals，Courts
andEnforcementAct2007」（以下「審判所実施法」、「2007年審判所実
施法」または「TCEA」という。）として議会を通過した。同法は、女王
の裁可を得て、2007年7月19日に公布された。
今回の抜本的な審判所制度改革の基本法ともいえる2007年審判所実施法・
TCEAに基づいて構築された新たな審判所は、2009年4月1日に正式に動
き出した。各種の執行行政庁その他公的政策実施機関からは完全に独立し
た仕組みになっている。また、柔軟なグランドデザインに基づき、行政府
と司法府の厳格な組織的・機能的なすみ分けという呪縛にとらわれず、む
しろ司法的な機能の積極的な活用といった視点にたち、ハイブリッドな制
度が構築されたのが特徴である。
新たな審判所は、進級制を採り入れ、「第一段階審判所・First－tier
tribuna1」と「上級審判所・Uppertribuna1」の二段階審判制・twOtier
tribunalsystemになっている。第一段階審判所には、「社会保障」や
「租税」をはじめとして6つの部・chambersが設けられた（4）。第一段階
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審判所は、これまであった執行行政庁その他公的政策実施機関が行った処
分にかかる審査請求を処理してきた各種審判所の不服審査事案を総合的に
管轄することになった。法律上の争点も審理するものの、事実審理に比重
を置く。
一方、上級審判所には、「行政不服審査」や「土地」、「金融租税」の3
つの部が設けられた。ただ、上級審判所は、原則として法律上の争点に限っ
て審査する。また、上級審判所は、これまで高等裁判所・HighCourtof
Justiceが管轄してきた行政処分等に関する司法審査管轄事項の大幅な移
譲を受け、これらも管轄することになった。上級審判所の司法的権能は、
これまで以上に強化された。上級審判所は、いわゆる“前審司法（5）として
行政審判廷”を開き、性格的には、事案に関する記録が永久保存される
「上位記録裁判所・superiorcourtofrecord．」として創設されている。
これまでは、審判所での審査結果に満足しない請求人が司法審査を求め
る場合、第一段階裁判所は、高等裁判所であった。しかし、今回の審判所
制度改革により高等裁判所がそれまで持っていた執行行政その他公的政策
実施上の紛争処理にかかる司法審査管轄事項が大幅に上級審判所へ移譲さ
れた。この結果、上級審判所の裁決に満足しない当事者は、第一審裁判所
としておおむね控訴裁判所・CourtofAppea1に訴訟を提起することに
なった（6）。
（4）レゲット報告書では、「Division」という文言を用いていたが、審判所実施法・TC
EAでは、「Chamber」という文言を用いた。前者は「部」、後者は「室」とも邦訳
できる。本稿では、rChamber」の文言にr部」の訳語を当てることにする。
（5）“前審司法”という文言について詳しくは、南博方「司法と行政：前審司法権と終
審司法権」公法研究46号1頁参照。この文言については違和感があるとの指摘もある。
碓井光明「総合行政不服審判所の構想」『行政法の発展と変革〔下巻〕』（2001年、有
斐閣）所収、24頁参照。また、行政争訟一般については、塩野宏r行政法II：行政救
済法〔第四版〕』（2005年、有斐閣）参照。
（6）TCEA・2007年審判所実施法13条11項および12項は、上級審判所が、裁決を下す際
に、裁決に不服な場合の訴訟提起場所として、イングランドおよびウェールズでは控訴
裁判所、スコットランドでは民事控訴裁判所、そして北アイルランドでは控訴裁判所を指
定することになっている。
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ちなみに、第一段階審判所および上級審判所の法曹資格のある審理員・
memberは「審判官・ジャッジ・judge」の名称で呼ばれる。
イギリスにおいて、第一線で税務行政を担当する課税庁〔租税行政庁〕
は、「歳入関税庁・HMRC＝HerMajestyRevenueandCustoms」（7）で
ある。今回の審判所改革以前まで、歳入関税庁・HMRCの処分等に関す
る審査請求を担当する審判所として、次の5つが設けられていた。それら
は、①「一般コミッショナー・GCニGenera1Commissioners」、②「特別
コミッショナー・SC＝Specia1Commissioners」、③「706条審判所・
Section706Tribuna1」、④「704条審判所・Section704Tribuna1」お
よび⑤「付加価値税関税審判所・VATandDutiesTribunals」である。
これらは、今回の審判所制度の抜本改革により統合再編された。2009年
4月1日からは、進級制度を採り入れ、新たにr第一段階審判所租税部・
TaxChamberoftheFirst－tierTribuna1」とr上級審判所金融租税部・
FinanceandTaxChamberoftheUpperTribma1」として産声をあ
げた。多くの課税処分等に関する審査請求は、第一段階審判所租税部、具
（7）歳入関税庁・HMRC・HerMajestyRevenueandCustomsは、2005年歳入関税
コミッショナー法・CommissionersforRevenuesandCustomsAct2005に基づ
いて、当時の内国歳入庁・InlandRevenueと関税消費税庁・HMCustomsand
Exciseの両庁が合併し、新たに誕生した。HMRCは、財務省の外局にある大臣を長
としない省庁・non－ministerialdepartmentsの1つである。文化・メディア・スポー
ッ省・Dept．ofCulture，MediaandSportや国防省・MinistryofDefenceのよう
に大臣を長とする省庁・ministerialdepartmentsは、大臣の指揮下にあり、所管大
臣が説明責任を負う。これに対して、HMRC、チャリティコミッション・Charity
CommissionforEnglandandWales、ギリス統計局・UKStatisticsAuthority
のように大臣を長としない省庁は、その長を勅許状により女王が任命し、その長は、
所管省の指示に従い業務を遂行する。したがって、所管省は、大臣を長としない省庁
の業務執行に直接関与できない。大臣を長としない省庁は、所管省からの独立性が強
く、直接議会に対して説明責任を負う。歳入関税庁・HMRCの長であるコミッショ
ナーは、女王が任命し、政策策定機関である財務省の指示に従い業務を執行する。ち
なみに、大臣を長としない省庁と、執行工一ジェンシーとの大きな違いは、所管官庁
からの独立の程度にある。詳しくは、例えば、鎌倉治子r英国歳入関税庁の発足」レ
ファレンス（2007年7月号）参照。
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体的には全英130箇所に設けられる「審理センター・hearingcentres」
で審理に付される。
従来から、租税審判所から司法裁判所への租税訴訟には、三審制がとら
れていた。第一審は、高等裁判所であった。もう少し的確にいうと、同裁
判所の大法官部・ChanceryDivisionへ提訴することになっていた。た
だ、法務省・MoJ発行の統計年報によると、直接税および付加価値税関
係の審判所などから高等裁判所大法官部へ起される租税訴訟・revenue
appealsの件数は極めて少ない。2002年37件、2003年54件、2004年4件、
2005年16件、2006年0件、2007年12件といった実績である（8）。租税訴訟は、
庶民納税者にはまったく縁遠い存在であることがわかる。一方、租税に関
する不服申立ては、統計によると、毎年、20万件を超える。にもかかわら
ず、そのほとんどは、租税審判所段階か、それ以前の処分庁職員との
rSettlementofAppealsbyagreement」、つまり「話合いによる合意
解決」（または「不服申立ての合意解決」という。）段階か、で終了してい
る実情にある。しかも、例えば、付加価値税に関する審査請求の2006－07
年度の統計を見ても、受理件数は3，508件、そのうち実際に処理された件
数は763件、積み残しの5，232件は未処理の状況にある。一般に、審査請求
の処理自体も極めて非効率で機能不全に陥っていると見てとれる。課税処
分等について早急な紛争解決を望む場合には、争訟に見切りをつけて課税
庁との話合いによる合意解決に走らざるを得ない実情にあったことはよく
わかる。事業者や税務の専門家などからは、とりわけ、旧付加価値税関税
審判所の権利救済機関として役割に疑問が呈されていた。
政府は、今回の審判所制度改革で、高等裁判所から上級審判所へ執行行
政その他公的政策執行上の処分等にかかる司法審査管轄事項の移譲などを
（8）See，MinistryofJustice，JudicialandCourtStatistics2007（September，2008），
at37http：／／www。officia1－documentsgov．uk／document／cm74／7467／7467pdf〔筆
者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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行い、カスタマー・利用者本位の仕組みに改編したと豪語する。しかし、
審判所制度の刷新にはつながったとしても、現時点では、この二百年に一
度の大改革が、簡素な手続でサービスを利用でき、事案の処理も迅速化さ
れ、課税処分等に関する租税争訟に大きなインパクトを及ぼすことになる
かどうかは、まったく未知数である。むしろ、即座に潮目の変化につなが
ると見る向きは少ない。
実際、歳入関税庁・HMRCは、課税処分等の迅速な処理などをねらい
に、今回の審判所制度改革と並行するかたちで、審査請求前レビュー〔異
議申立て・再調査〕手続・pre－appealintemalreviewproceduresを導
入した。こうした制度の導入は、歳入関税庁・HMRCが、納税者による
審判所への不服申立てに消極的姿勢にあることの裏返しと見る向きも少な
くない。
本稿では、今回のイギリスにおける審判所制度改革の経緯と新たな審判
所について分析する。とりわけ、歳入関税庁・HMRCの処分に対する審
査請求・appealsを手がける第一段階審判所租税部、および再審査請求・
onwardappealsを手がける上級審判所金融租税部、さらには今回の改革
に挺に整備された歳入関税庁・HMRC内部での審査請求前レビュー〔異
議申立て・再調査〕・pre－appealintemalreview，objection手続などを
中心に検証する。
近時、わが国でも、行政不服審査制度見直しに着手した。抜本的改革と
は程遠い中身であるににもかかわらず、租税不服申立制度を含め（9）細部の
詰めに時間がかかり、いまだ着地点が定まらず、現在にいたっている。イ
ギリスの審判所制度改革の動向は、わが国の行政不服審査制度をより完成
度の高い仕組みに練り上げるための参考資料になるのではないかと思う（lo）。
1審判所制度改革の経緯と新たな審判所制度の仕組み
イギリスにおける行政に対する不服救済制度は、大きく行政過誤・ma1一
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administrationに対するr苦情申立て・complaints」と、執行行政庁そ
の他公的政策実施機関の処分や決定など（以下r処分等」という。）に対
するr不服申立て・objections，appeals」1こ分けることができる。
苦情申立ては、課税処分等を例にすると、歳入関税庁苦情処理官・HM
RCAdjudicator（11）または議会行政監察官・Parliamentary
CommissiOnerforAdministration通称議会オンブズマン・
ParliamentaryOmbudsman（12）に行うことができる。
一方、不服申立ては、その処分等を行った執行行政庁その他公的政策実
施機関自身またはその系統から独立した審判所、さらには裁判所に対して
行うことができる。今回の審判所制度改革以前までは、課税処分に不服で、
（9）例えば、行政不服審査制度検討会『最終報告：行政不服審査法及び行政手続法改正
要綱案の骨子』（2007年7月）http：／／www．soumu．gαjp／s－news／2007／pdf／070717＿3
2．pdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕、日弁連「行政不服審査法改正に伴う国
税不服審査制度改革についての意見書」（2007年11月5日）http：／／www．nichibenren．
oLjp／ja／opinion／report／0711052．htm1〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。なお、
わが国の制度見直しでは、異議申立てを「再調査」という名称で引き続き存続させる
かどうかが一つの論点になっている。イギリスの審判所制度改革では、むしろ従来、
特定の行政分野で一部例外的に設けられていたレビュー〔異議申立て・再調査〕手続
の前置を懲懸する方向へ動いた。本稿は、こうしたイギリスの方向性にならって、わ
が国でも租税不服申立手続の中に再審査・レビューの仕組みを導入する法政策が採ら
れるべきであるとの視点で分析したものではないことを断っておきたい。
（10）わが国においても、総合行政審判庁の名称で、省庁の縦割りを越えた制度構築を示
唆する提言がある。詳しくは、例えば、南博方r行政庁の紛争解決制度～行政審判庁
構想の実現を目指して」『税法の課題と超克』（2000年、信山社）所収、碓井光明「総
合行政不服審判所の構想」前掲書・注（5）所収参照。
（11）http：／／www．adjudicatorsoffice．go黛uk／〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
（12）議会オンブズマンは、1967年議会コミッショナー法・Parliamentary
CommissiOnerAct1967に準拠して議会下院に設けられた政府から独立した機関で
ある。http：／／wwv¢cabinetoffice．go肱uk／propriety＿and＿ethics／parliamentary＿
ombudsman．aspx〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。なお、2009年2月現在、議
会オンブズマンは、保健サービス監察官・HealthServicecommissionerを兼務し
ているため、議会保健サービスオンブズマンの名称になっている。
http：／／www．ombudsman。org．uk／〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。拙論「イギ
リスの歳入庁苦情処理官制度」税務弘報42巻5号参照。
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行政レベルの救済を望む者は、処分庁職員とのr話合いによる合意解決・
settlementbyagreement」に加え、省庁の縦割りに従って設けられた
各種審判所・tribunals，panelsに対して「審査請求・appea1」を行うか
たちとなっていた。ちなみに、イギリスにおいては、こうした審判所での
審理・hearingは、当事者主義あるいは対審制・ad』versarysystemを基
調にした「口頭審理・oralhearing」、つまり、当事者が出席し、書面に
基づきあるりは口頭で弁論を行う審理を原則としている（13）。
イギリスにおいて、70あまりの審判所は、縦割りの主管省庁の意向でか
なり自在に設けられてきた。この結果、手続はや事務運営は統一性を欠き、
レゲット報告書発表当時、審判所の年平均審査請求件数約500件に対して
平均処理件数約20件という効率の悪さで、概して機能不全に陥っているも
のも少なくなかった。今回の審判所制度改革では、横の連携を強化するた
めに古色蒼然となっていた各種審判所を横断的に再編しかつ審理手続を統
一した。同時に、審判所の適所配置、適確な人材活用を含め、組織自体を
徹底的に効率化することが目標であった。この目標を達成することにより、
審判所制度を真にカスタマー・利用者に対し簡易・迅速・公正・実効的に
紛争処理サービスを提供できる仕組みに磨き上げることにあった。
こうした制度改革が必要なことは、歳入関税庁・HMRCの処分に関す
る審査請求を手がける各種租税審判所においても例外ではなかった。紛争
処理能力を欠き滞貨件数が増える一方の非効率な組織運営、原処分庁を経
由して審査請求をする仕組み（原処分庁経由主義）への疑問、一般コミッ
ショナー・GCと特別コミッショナー・SCとのすみ分け（管轄に振分け）
（13）わが国の不服申立手続においては、「書面審理」を原則としている（行政不服審査
法25条）。これに対して、イギリスの不服申立手続、とりわけ、審判所での審理は、
伝統的に公開のr口頭審理」を原則としている。一般に、イギリスをはじめとしてコ
モンロー諸国における審判所での審理は、当事者主義あるいは対審制を採り入れ、当
事者が文書で提出した事実上および法律上の主張や証拠、その主張についての口頭で
の弁論といった裁判類似の手続ですすめられる。
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の不明瞭さ、大法官による一般コミッショナー任命に先だつ審理員候補推
挙にまつわる各地域にある選任委員会での人選の不透明さ等々、課題山積
な状態にあった。
このため、古色蒼然とした各種租税審判所の見直し・現代化については、
イギリスの税界においても久しく重い課題の一つとされてきた。とりわけ、
近年では、1999年10月に、イギリスのシンクタンクである税財政研究所・
IFS訟lnstituteforFiscalStudiesの税法調査委員会・TaxLawReview
Committeeが、租税審判所制度のあり方を調査し、世に問うた報告書
『単一租税審判所制度・AUnifiedTaxTribunalsSystems』がある（14）。
しかし、この報告書の公表にそった議会や財務省などの具体的な動きはな
かった。
その後、2001年3月に、各省庁の縦割りを越え、今回の審判所制度の抜
本的な改革につなげた報告書r利用者本意の審判所：一体化された制度、
一体化されたサービス・TribunalsforUsers：OneSystem，One
Service』（以下rレゲット報告書」という。）が公表された。政府は、こ
のレゲット報告書をたたき台に、2007年審判所実施法・TCEAを成立さ
せ、政治主導で審判所制度の大改革の実現につなげた（15）。
1審判所制度改革の中身
公的部門の大胆な刷新政策の一環として、当時のブレア政権が目指した
審判所制度改革には二つの大きなねらいがあった。一つは、“サービス利
用者・カスタマーの目線での審判所の再構築”にあった。また、もう一つ
のねらいは、“司法裁判所の負担の軽減（執行行政その他公的政策実施上
（14）TheLawCommittee，InstituteforFiscalStudies，AUnifiedTaxTribunals：
ASecondReportontheReformoftheTaxAppealsSystem（October，1999）
http：／／www．ifsorg．uk／comms／comm79pdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
（15）イギリスにおける租税不服審判制度改革の軌跡について詳しくは、See，lan
Saunders，Taxation：JudicialReviewandOtherRemedies，Ch．6（1996，Wiley）．
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の処分等にかかる司法審査管轄事項の一部〔始審的行政訴訟管轄〕の審判
所への移譲）”にあった。
こうした目的実現のために、まず、縦割りで設けられてきた数多くの審
判所を統合、進級制を採り入れ、横断的な二段階制の審判所に再編した。
そして、第一段階審判所には事実問題の審理に比重を置くかたちで審査請
求事案の処理を担当させることにした。一方、上級審判所には、従来司法
裁判所（おおむね高等裁判所）が管轄してきた執行行政その他公的政策実
施上の処分等に対する司法審査管轄事項を大幅に移譲することを含め、極
力法律問題に絞ったかたちで再審査請求事案を担当させることで、その処
方箋を示した。
（1）レゲット報告書
ブレア政権の意を受けて調査・検討のうえまとめられた2001年3月のレ
ゲット報告書では、抜本的な審判所制度改革の青写真を示した。具体的に
は、審判所の組織を、縦割りの省（政策立案機関）や執行行政庁その他公
的政策実施機関から、切り離すように勧告した。その上で、地方団体にあ
る審判所を含め、全国的に一元化された第一段階審判所・first－tier
tribunalsと控訴審判所・appellatetribmalsの二段階制・twotiersで、
それぞれの段階の審判所が複数の担当部・divisionsを持つ、横断的で、
独立性の強い利用者・カスタマー本位の組織・customersorusers－
friendlysystemにつくりかえるように提言した。また、新たな審判所の
業務や運営を支援する組織として、法務省・MoJ所管の執行工一ジェン
シーである「審判所サービス・TS＝TribunalsService」を設置するよう
に勧告した（16）。さらに、単に行政不服審判のみならず、裁判所の司法審査
管轄の再編・合理化を含む、執行行政その他公的政策実施にかかる紛争処
（16）レゲット報告書PartIChapter5：TheTribunalsServiceat5．2～5・5、注（3）参
照。
イギリスの租税審判所制度の抜本改革（石村）（13）192
理制度全般にわたる効率化が必要である旨も提言に盛り込んだ。加えて、
あえて審判所で係争しなくとも、各処分庁へのレビュー〔異議申立て・再
調査〕手続などで紛争解決が可能な事案に的確に対応できるように、各省
や執行行政庁内部に置かれている審査請求前レビュー〔異議申立て・再調
査〕手続などの整備・透明化のための大胆な見直しを提言した。また、こ
の内部手続が、利用者・カスタマーが審判所に気軽に駆込み速やかに救済
を求められることの証として、レビュー結果（決定）にかかる理由附記の
徹底に加え、標準紛争処理時間の目標値設定や実測値公表など実効性の確
保を明確にするように求めた（17）。
（2）政府の対応
レゲット報告書が公表された後、2004年7月に、当時の憲法問題省・D
CA（現法務省・MoJ）は、審判所制度の抜本改革案を織り込んだ白書
r公的サービスの変革：苦情、救済及び審判所・WhitePaper“Transforming
PublicServices：Complaints，Redressand．Tribunals」を公表した（18）。
この白書は、統一的な審判所制度の創設に向けて、その当時70種類あまり
（17）http：／／www・tribunals－review・org・uk／1eggatthtm／1eg－00・htm〔筆者HP最終閲覧
2009年4月1日〕。なお、レゲット報告書では、オーストラリアなど、旧英領諸国
〔ブリテッシュ・コモンウエルス諸国〕の審判所制度が、イギリスの制度のあり方を
検討するうえでのモデルとして多いに参照されている。
（18）http：／／www，dcagovuk／pubs／adminjust／transformfu1Lpdf〔筆者HP最終閲覧
2009年4月1日〕。ちなみに、『白書・ホワイトペーパー』は、政府提出法案の議会提
出に先立ち、法律原案に対し一般国民・納税者から広く意見を公募／公開諮問する
（法案PC）手続である。（ちなみに、わが国のr白書』は役所の年間の活動記録・年
報であり、ここでいう白書とは異なる。）必ずしもすべての政策について、rホワイト
ペーパー』、さらにはrグリーンペーパー』が出されるわけではない。また、こうし
た慣行が重視されるようになったのは、1997年頃からである。それ以前は、法律の起
草原案が公式に明らかにされることは極めてまれなことであった。いずれにしろ、
rホワイトペーパー』やrグリーンペーパー』は、政府立法にあたり、政府が利害関
係人を含む幅広い民・納税者から意見を聴くとともに、国民の理解を求めるために出
される文書である。
191（14）白鴎法学第16巻1号（通巻第33号）（2009）
あった各種審判機関の現状を分析し、統合・一元化の工程表を示すなど、
抜本的な審判所制度改革のたたき台となる提案を世に問うたものである。
政府の審判所制度改革の基本方針は、次のようなものである（19）。
【図表1－1】審判所制度改革の基本方針
①各種審判所を、縦割りの関係省庁の系統から切り離す。
②その上で、各省（公的政策立案機関）や執行行政庁その他公的政策実施機関の
縦割りの垣根を越えた、進級制を採り入れた、全国的に一元化された横断的な
新たな二段階制（第一段階審判所＋上級審判所）で、複数の担当部・
chambersからなる審判所制度の創設をする。
③これまで高等裁判所で管轄してきた執行行政（公的政策実施）にかかる司法上
の紛争処理管轄を大幅に上級審判所へ移譲する。【つまり、“前審としての行政
審判廷”を開くことができるようにし、審判所が執行行政その他公的政策実施
上の紛争処理にかかる前審的司法管轄を行使できる途を拓く。】
④審判所裁決に不満な場合で司法審査を望む場合、第一審裁判所としては、これ
までは高等裁判所に提起することとされていたものを、おおむね控訴裁判所へ
提起することとする。
⑤一元化された新たな審判所の事務や運営を支援する組織として、当時の憲法問
題省・DCA（現法務省・MoJ）所管の執行工一ジェンシー・executive
agencyとして「審判所サービス・TS・TribunalsService」を設置する。
⑥審判所の手続規則を独立して作成する省外公共機関・NDPBとして「審判所
手続委員会・TribunalProcedureCommittee」を設置する。
今回の審判所制度改革は、それこそr破壊こそ建設なり」をモットーに
した抜本的なものである。従来の縦割りの垣根を取り払った審判所制度の
「スクラップ・アンド・ビルド」の青写真は、財務省や歳入関税庁・HMRC
（19）イギリスの中央政府の公共部門は、大きく①政策立案にかかわる省・departments、
②省の所管の下で政策執行にかかわる法人格のない執行工一ジェンシー・executive
agencyおよび③政府機関ではないが国の機能を執行する省外公共機関・NDPBニNon
DepartmentalPublicBodyその他社会保障機関など（以下r省外公共機関等」）の
3つに分かれる。会計は、省庁単位であるが、省庁別の会計単位には、統合国庫基金
から配分される予算で運営される執行工一ジェンシー、省の所管にある省外公共機関・
NDPB等が連結さる。執行工一ジェンシーの日常業務の執行に関する責任はその長
（多くが公募される最高執行責任者＝経営責任者）に委任され、その長は、所管の省
が財務省との協議によって設定した政策目標・指標および資源の枠内で業務執行に責
任を有することになっている。
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をはじめとした各省や執行行政庁にとっても、想定した範囲を超えるもの
であり、当初は戸惑いも見られた。各省や執行行政庁などからの異論もな
かったわけではない。しかし、イギリスは政治主導の勢いのある国であり、
この抜本的制度改革案は、最終的に実現にいたった。
2新たな審判所制度の仕組み
すでにふれたように、今回の制度改革の目玉は、それまで縦割りで存在
してきた各種の審判所を束ねて、新たに縦割りの垣根を越え、進級制を採
り入れた第一段階審判所・First－tierTribuna1と上級審判所・Upper
Tribuna1からなる全国的に一元化された二段階制の審判所制度につくり
直すことである。ただし、各種雇用審判所・EmploymentTribmalsお
よび雇用控訴審判所・EmploymentAppealTribuna1など、本来的に
“政府対市民”の間の紛争処理を担当する審判所ではないもの、さらに
は亡命移民審判所・AsylumandImmigrationTribuna1については、
その請求数の多さその他の特殊性を考慮して、今回の制度改革の対象から
外された（20）。もっとも、これら雇用関係の審判所は、従来どおりの組織と
して存続するものの、新たな審判所とともに同じ執行工一ジェンシーであ
る審判所サービス・TSによる下支えを受けて、協力体勢はとることになっ
ている。
第一段階審判所および上級審判所ならびに各種雇用審判所、雇用控訴審
判所および亡命移民審判所については、大法官・LordChancellorが、
事務運営の効率性や人事などを含め、総体的に監督する（審判所実施法39
条）。また、全国的に一元化された二段階制の審判所をトップとして束ね
る審判所長・SeniorPresidentofTribunalsは、これら個別の審判所を
含めて統括することになっている（審判所実施法2条4項）。
（20）亡命移民審判所については、体勢が整い次第、後年、第一段階および上級審判所の
仕組みに統合される予定である。
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（1）各審判所の構成
新たに設けられた第一段階審判所には、「社会保障」や「租税」をはじ
めとして6つの部・chambersが設けられた。一方、上級審判所には、
「行政不服審査」や「土地」、「金融租税」の3つの部・chambersが設け
られた。各段階の審判所に設けられた部を、図示すると、次のとおりであ
る。
【図表1－2】各段階の審判所の置かれた部の概要
審判所《審判所長・SeniorPresidentofTribunalsが統括》
鍵難鞠鰻難灘灘・First－tiertribuna1に置かれた6つの部・Chambers
《各部は、部長審判官・ChamberPresidentsが統括》
①社会保障部・SocialEntitlementChamber：従前の難民支援審判所・
AsylumSupportTribuna1、社会保障子ども支援不服審判所・Social
SecurityandChildSupportAppealsTribuna1、犯罪被害者補償審判団・
CriminalInjuriesCompensationPane1への審査請求事案を継承
②一般規制部・GeneralRegulatoryChamber：一般規制部へ、2009年9月～
2010年1月までに移転される、および移行期限未定の、管轄は、次のとおり。
【2009年9月】従前のチャリティ審判所・CharityTribuna1、消費者信用審判
所・ConsumerCreditAppealsTribuna1、財産取引者審判団・Estate
AgentsAppealPane1、運輸審判所・TransportAppealsTribuna1、運転基
準工一ジェンシー・DSAニDrivingStandardsAgencyの処分等にかかる審査
請求、【2010年1月】情報審判所㌃InformationTribuna1、請求管理サービス
審判所・ClaimsManagementServicesTribuna1、賭博審判所・Gambling
AppealsTribma1、移民サービス審判所・ImmigrationServicesTribuna1、
イングランド苦情処理審判団・AdjudicationPanelforEngland、【その他移
転予定の審判所】海上漁業免許審判所・SeaFishLicenseTribuna1、航空運
搬審判所・AircraftandShippingTribuna1、国民健康サービス医療審判所・
NHSMedicinesAppealTribunaL種苗審判所・PlantVarietiesandSeeds
Tribuna1、破産管財人審判所・InsolvencyPractitionersTribunal、対外補
償委員会・ForeignCompensationCommission、化学兵器免許審判所・
ChemicalWeaponsLisensingAppealsTribuna1、採鉱採石審判所・Mines
andQuarriesTribuna1（21）
③保健教育社会保護部・Health，EducationandCareChamber：従前の介護
（21）一般規制部の管轄等について詳しくは、See，TheTribunalProcedure（First
TierTribuna1）GeneralRegulatoryChamberRules2009http：／／www．
tribunals．gov．uk／Tribunals／Documents／Grc／GRConsultationPapeLpdf
〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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水準審判所・CareStandardsTribuna1、精神衛生不服審判所・Mental
HealthReviewTribuna1などへの審査請求事案を継承
④軍人恩給傷痩軍人補償部・WarPensionsandArmedForcesCompensation
Chamber）
：従前の5種類の租税審判所への審査請求事案を継承⑥土地財産住宅部・Land，PropertyandHousingChamber：
灘纏翻霧灘・Uppertribuna1に置かれた3つの部・Chambers
《各部は、部長審判官・ChamberPresidentsが統括》
・行政不服審査部・AdministrativeAppealsChamber
【第一段階審判所の①社会保障部、③保健教育社会保護部および④軍人恩給傷
疲軍人補償部からの再審査請求事案を管轄】
・不動産部・LandsChamber：【⑥第一段階審判所土地住宅部からの再審査請
の再審査請求事案を管轄】従前の特別コミッショナーその他租税関係審判所、
ならびに金融サービス金融市場審判所・FINSMAT＝FinancialServicesand
MarketsAppealTribuna1および、年金調整審判所・PRT＝Pensions
RegulatorTribuna1などが管轄する事案を継承。
＊羅した部は、課税処分等にかかる審査請求や再審査請求事案を所轄
（2）審判所の指揮系統
審判所は、審判所行政の長である審判所長・SeniorPresidentof
Tribunalsが指揮統括し、第一段階審判所および上級審判所の各部は、審
判所長の指揮の下、それぞれの部長審判官・ChamberPresidentsが統括
する。
①審判所長
第一段階審判所と上級審判所の双方を束ねるトップの官職として審判所
長・SeniorPresidentofTribunalsが任命される。審判所長は、司法職
選任委員会・JAC＝JudicialAppointmentsCommissionが用意した候補
者名簿のなかから大法官・LoadChancellorが推挙し、女王が任命する
（審判所実施法2条および2条関係別表第1）。現在、カーンワス・Load．
JusticeCamwath高等裁判所判事が任命されている。
審判所長は、審判所行政の最高責任者である（審判所実施法3条4項）。
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審判所長は、執行行政庁や司法行政の最高責任を負う高等裁判所主席裁判
官・Lor（iChiefJusticeからも独立して職権を行使できることが保障さ
れている（審判所実施法1条）。
審判所長の主な任務は、大きく三つある。一つは、審判所の長として審
判所を代表して、審判所行政について議会や関係大臣に対して見解を具申
することである。もう一つは、審判所手続委員会・TPC＝Tribunal
ProcedureCommitteeの支援を受けて、審判所における審判手続や審判
所行政事務処理に関する事項についての審判所規則・tribunalrulesを作
成することである。三つ目は、大法官の同意のもと、第一段階審判所と上
級審判所の構成、各部への管轄事項の分配、審判所審理員の任命資格要件
を定めた命令を作成することなどである。
なお、審判所長は、事務局に対して、審判所サービス・TS＝Tribunals
Serviceや司法調査委員会・JudicialStudiesBoardと協力して、審理員
研修、そのプログラム開発などを行うように求め、その責任を負う。
ちなみに、法律（2007年審判所実施法）上の職位ではないが、審判所長
は、その権限に基づいて、審判所長代理・DeputySeniorPresidentを
任命できる（22）。
②部長審判官
2007年審判所実施法に従い、第一段階審判所の各部にはそれぞれ部長審
判官・ChamberPresidentが置かれる。第一段階審判所の各部の部長審
判官（その規模に応じて任命される部長審判官代理・DeputyChamber
Presidentsを含む。）の職位には、上級審判所の審判官・ジャッジである
者が任命される。部長審判官（部長審判官代理を含む。）の任命は審判所
（22）See，Seniorpresidentoftribunals，FirstImplementationReview（June，2008）
atsec．11．http：／／www．tribunals．gov．uk／Tribunals／Documents／News／［30june］
SPlmplementationClean7bpdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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長が行う（審判所実施法7条6項）。
（3）審理員の類型
イギリスの審判機関は、従来から、当事者主義ないし対審制を基調とし
た口頭審理主義を原則としてことから、法曹資格のある者が審理員・
membersに加わっており、準司法的な色彩の濃い制度となっていた。言
い換えると、わが国のような純粋に行政組織内の一機関として構成されて
きたとはいえない。また、イギリスの審判機関は一般の民（たみ）の中か
ら無作為抽出し、参審員・1aymembersとして審理に参加するなど参審
的な仕組み織り込んでつくられていたとの指摘もある。しかし、法務省は、
こうした指摘は誤りであり、法曹資格のない者が審理員になっているとし
ても、そうした人たちは、何らかの分野での知見を有する専門家・
expertsであり、純粋に一般の民が参審員として審理に参加している事実
はないとしている（23）。
次に、審理員の選任についてである。第一段階審判所の場合、審判官・
ジャッジその他の審理員とも、大法官が任命する（審判所実施法4条関係
別表第2）。一方、上級審判所の場合、審判官・ジャッジについては大法
官の推挙に基づき女王が任命する（審判所実施法5条関係別表第3第1条）。
審判官・ジャッジでない審理員については大法官が任命する（審判所実施
法5条関係別表第3第2条）。
新たに誕生した審判所の審理員・membersは、大きく分けると、次の
ように、①法曹資格のある者と②法曹資格のない者とに分けられる。また、
②法曹資格のない者は、3つ（（a）～（c））に細分できる。
（23）See，TribunalsService，TransformingTribunals：ImplementingPartlofthe
Tribunals，CourtsandEnforcementAct2007（ConsultationPaperCode
Number：CP30／07）（MinistryofJustice，28November，2007）at49～50．
http：／／wwwjustice．go紘uk／docs／tt＿consultation＿281107．pdf〔筆者HP最終閲覧
2009年4月1日〕
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【図表1－3】新審判所の審理員
⊂灘鑛灘纒・1egallyqualifiedmembers
弁護士や裁判官としての実務経験のある者。これら法務専門職で、審判所で審理
員を務める者は、「審判官・ジャッジ・judge」の名称で呼ばれる。【ちなみに、
イギリスの法曹システムの特徴は、法曹一元化制度の下にあることと、非常勤ジャッ
ジを幅広く採用していることである。事実、裁判所ないし審判所で非常勤ジャッ
ジを務める者の数は、常勤ジャッジの数の2倍にもおよぶ。通例、事務弁護士・
solicitors、法廷弁護士・barristers（スコットランドでは弁護人・advocates）
から、非常勤ジャッジ、そして常勤ジャッジに登りつめる者も多い。】
②難鐵難鱗縫・non－1egalmembers
（a灘難灘講難撫・healthcarequalifiedprofessiona1：医師、看護士、心理療
法士など、一定の公的資格を有する専門家。これまでのところ、介護水準審判
所・CareStandardsTribuna1や精神衛生不服審判所・Menta1Health
ReviewTribuna1のような保健介護分野の審判所が、非常勤の医師を相談員
として依頼した程度の実績よりない。しかし、今後は、こうした専門家を審理
員として登用し、法曹資格のある審判官に陪席させるなどして、審理手続に参
加させる方向が検討されている。
（b騰購難灘懲翻霧・otherqualifiedprofessiona1：鑑定士、公的会計士、薬理
学専門家、獣医師など。これまでの、租税関係の審判所では、公的会計士（勅
許会計士・CAや公認会計士・CPAなど）を審理員に登用した例は数多い。
（c》饗・otherexperts：高度専門職有資格者ではないが、精神病院
で患者の介護経験を積んだ者、軍役の経験を重ねた者、特定の業種において職
歴を積んだ者など。とりわけ、こうした専門的知見を有する専門家をr専門員・
expert」の肩書で第一段階審判所の審理員として登用し、部長審判官に陪席
するかたちで審理手続に参加させる方向で検討がすすんでいる。
レゲット報告書では、主に事実問題を審理する第一段階審判所に対して、
法曹資格のある者以外の各種専門職やその他の専門家などの審理員への登
用、審理への陪席を奨励している。これにより、主に法律問題を扱う、上
級審判所や司法裁判所とは異なる存在意義を示すように勧告している。た
だ、審判団が3人以上になることは、審査請求人に威圧的に映る可能性も
あることから、これら非法曹審理員の参加には、細心の配慮が必要である
としている。また、審判所に議決は過半数によるのが原則であるが、これ
ら非法曹審理員が議決に加わらないことで、むしろ裁決に対する信頼性を
高める工夫が必要であると示唆している（24）。
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（4）第一段階審判所の概要
第一段階審判所は、それまで審判所に管轄が認められてきた行政処分等
に対する審査請求事案について、原則として、イギリス全土を通じて管轄
権を行使する。したがって、例えば、＠難民支援審判所・Asylum
SupportTribuna1、⑤社会保障・子ども支援不服審判所・Social
SecurityandChildSupportAppealsTribuna1、◎犯罪被害者補償審
判団・CriminalInjuriesCompensationPane1、＠介護水準審判所・
CareStandard．sTribuna1、◎精神衛生不服審判所・MentalHealth
ReviewTribuna1などがそれまで担当してきた事案は、第一段階審判所
の所定の部・chamberが管轄することになる。
この第一段階審判所の裁決・decisions等に不満な審査請求人は、一定
の要件を充足すれば、上級審判所に再審査請求ができる。また、事案によっ
ては、直接、上級審判所に審査請求が認められる、あるいは上級審判所で
の審査に付すために第一段階審判所から移送・付託されるものもある。
①人員の配属
第一段階審判所は、5つの部・chambersからなる。第一段階審判所の
審理員・membersは、法曹資格の有する審判官・ジャッジと法曹資格の
ない者からなる。2007年審判所実施法の下、監督権限を有する審判所長が、
各部の部長審判官の助言を得て、各部への審理員の配属を決定することに
なっている。
従前の縦割りで設置されていた審判所の審理員は、新たに設置された第
一段階審判所の審判官・ジャッジその他法曹資格のない審理員になる。今
回の制度改革に伴う審理員の具体的な配属にあたっては、経歴、その所属
に基づいて行う旨の方針が明確にされた。
（24）レゲット報告書PartIChapter7：Theconductoftribunalsat7．24～7．26、注
（3）参照。
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②業務担当
2007年審判所実施法は、審理員に対して、複数の部で審理を担当させる
ことができる旨を定める。第一段階審判所社会保障部のように膨大な件数
の処理が求められるところもあれば、利用件数がきわめて限定される部も
予想されるからである。
審判所長が、審判サービスの需要を考慮して、審理員に対して複数の部
で審理を担当・assignmentしてもらいたいとする。この場合には、本人
および現在所属する部の部長審判官の同意を得られれば、他の部でも業務
担当をしてもらうことができる。
③研修の実施
利用者・カスタマーに迅速・公正・効率的な紛争処理サービスを提供す
るためには、審理員の資質向上が不可欠である。また、資質の向上は、効
率的に審判サービスを提供するにもつながる。審判所長は、必要に応じて
審理員に対して研修を実施することになっている。ふだんの研修を強化し
資質を向上させることは、審理員に対して、迅速かつ機動的に複数の部で
業務担当を願うことも可能になる。とりわけ、事務弁護士・solicitors、
法廷弁護士・barristers（スコットランドでは、弁護人・ad』vocates）か
ら非常勤の審理員に任命される法曹も多く、さらには今後、法曹以外の専
門職やその他の専門家を専門員として任命する方針であることから、研修
の持つ意味は重い（25）。
（5）上級審判所の概要
上級審判所は、今回の制度改革で新たに設けられた審判所である。その
管轄は、今回の制度改革で高等裁判所から移譲を受けた行政訴訟（司法審
（25）レゲット報告書PartIChapter7：Theconductoftribunalsat7．29～7．35、注
（3）参照。
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査）の管轄事項にかかる事案（つまり、執行行政庁その他の公的政策機関
が行った処分に関する訴えでこれまで高等裁判所が管轄してきた事案）、
社会保障・子ども支援コミッショナー・SocialSecurityandChild．
SupportCommissionersその他これまで地方団体の審判所が管轄し、今
回の制度改革で肩代わり担当することになった再審査請求事案を含む。ま
た、上級審判所は、第一段階審判所の裁決に不満な審査請求人から法的争
点について再審査請求を申し立てられた事案も担当する。
①上級審判所の審判官
上級審判所では、審判官・ジャッジ・judgeが、事案によっては専門員・
expertである審理員・membersの陪席を得て、再審査請求事案を裁断す
る。審理は、審判官が指揮する。審判官は、司法上の宣誓を求められ、か
つ、司法裁判所の裁判官と同様に、審判の独立が保障されている。審判官
には、担当する法分野の専門家が充てられることになっている。審判官に
は、常勤と非常勤がある。また、例えば、これまで社会保障コミッショナー
を務めた者は原則としてすべて、上級審判所の審判官に任命され、継続し
てその職務を遂行することになっている。高等裁判所・HighCourt、控
訴裁判所・CourtofAppea1、カウンティ裁判所・CountyCourtsなど
の判事は、常勤ないし非常勤のかたちで上級審判所の審判官を務めること
ができることになっている。したがって、ジャッジによっては、勤務の一
部は上級審判所で審判官として審理にあたり、残りの勤務は控訴裁判所で
裁判官として審理にあたるというかたちになる場合も出てくる。
ちなみに、今回の改革で、現在の審判官の定員、約3，750人（常勤1，500
人＋非常勤2，250人）に加え、新たに約2，700人（常勤430人＋非常勤2，300
人）の審判官が誕生することになる（26）。
（26）See，News，“Tribunalsservicereformtocreate2，700newjudges，”The
Times（Nov，3，2008）．
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上級審判所の審判官は、通例、1人で事案の審査にあたることになって
いる。しかし、複雑な事案については、専門員も審理員として陪席を務め
ることができる。
②上級審判所のr上位記録裁判所」の意味
上級審判所はr上位記録裁判所・superiorcourtofrecord」とされて
いる（2007年審判所実施法3条5項）。この種の裁判所とされると、高等
裁判所と対等の司法機関とみなされる（27）。そして、そこでの裁判・審判記
録は恒久的に保存されることになる。また、その裁決は、先例拘束性を有
し、審判所および公的機関を拘束する。もう少し身近な例でいうと、上級
審判所の裁決は、第一段階審判所を拘束することになることを意味する。
したがって、先例になる裁決を下すにあたっては、上級審判所と第一段階
審判所とは、法的争点のみならず、事実認定においても十分な意思疎通が
要る。
上級審判所は、自らの審理手続および第一段階審判所の審理手続にかか
る規則・rulesを定める権限を有する。また、審判廷を侮辱した者は、法
廷侮辱・courtcontemptの罪を問われうる。
③行政処分等に関する高等裁判所司法管轄事項の上級審判所への移譲
すでにふれたように、今回の改革で、上級審判所は、高等裁判所から行
政訴訟（司法審査）の管轄事項、つまり、執行行政庁その他の公的政策実
施機関が行った処分等に関する訴えでこれまで高等裁判所の女王座部・
Queen’sBenchDivisionoftheHighCourtの中に置かれた通称r行
（27）これまでも、運輸審判所・TransportTribuna1、雇用控訴審判所・EATニ
EmploymentAppealTribuna1のように、上位記録裁判所とみなされている審判所
もあった。したがって、ここでの裁決に不満な不服申立人は、イングランドおよびウェー
ルズでは、控訴裁判所・CourtofAppea1へ提訴することになっていた。
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政法廷・AdministrativeCourt」や、高等裁判所の大法官部・Chancery
Division（2008年4月現在、定員18人）が審査してきた管轄事項など、の
移譲を受けた。言い換えると、今後、上級審判所は、高等裁判所での司法
審査が認められない処分等に関し司法審査権限を行使できることになっ
た（28）。
高等裁判所の主席裁判官が出した2008年10月29日に指示に基づいて、
2008年11月3日に、高等裁判所から、上級審判所に対して移譲された司法
審査管轄事項は、次の二つである。
【図表1－4】上級審判所で司法審査に付される事案の範囲
・犯罪被害者補償スキームの下での決定に対する高等裁判所で審査事案
・新たな審判所手続規則・TribunalProcedureRulesに基づいて第一段階審判
所が裁決を下した場合で、当該裁決が高等裁判所での司法審査の対象外となっ
ているときには、上級審判所は、司法審査権限を行使することができる。
上級審判所が、こうした新たな管轄事項（司法審査事案）を審理し、裁
断を下すことができるようにとのことで、上級審判所に対して新たに一定
の権限が付与された。
それらは、従来から、司法裁判所に付与されている権限である。具体的
には、（a）職務執行命令・mandatoryorder、（b）禁止命令・prohibiting
order、（c）棄却命令・quashingord．er、（d）確認判決・d．eclaration、（e）
（28）ここで、イギリス法におけるrdecision」という文言の邦訳について、一言ふれた
い。イギリス法においては、行政庁などの“処分”、処分庁からは完全に独立した第
一段階審判所における審査請求事案にかかる“裁断”、さらには、上級審判所におけ
る再審査請求事案や司法審査事案にかかる“裁断”には、いずれもrdecision」の文
言が使われている。本稿では、行政庁などのdecisionについては、r処分」と邦訳を
する。また、審判所のdecisionについては、r裁決」と邦訳する。もちろん、審判所
の審査請求事案や再審査請求事案にかかるdecisionには“審決”、上級審判所の司法
審査事案ににかかるdecisionには“判決”の邦訳をあてるのも一案である。ちなみ
に、rdecision」の文言については、司法裁判所のrjudgment」の文言との対比での
考察も欠かせない。
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差止命令・injunctionを発する権限である（審判所実施法15条1項）。こ
うした権限を行使して下された上級審判所の裁決等は、司法審査の求めに
応じて高等裁判所が下した判決・決定と同等の効力を有する。（審判所実
施法15条3項1号、2号）。
ちなみに、これまで高等裁判所が担当してきた行政訴訟（司法審査）管
轄事項が上級審判所へ移譲されたことで、執行行政庁その他公的政策実施
機関が行った処分等に関する適式な訴えについて、第一審として司法審査
を担当するのはおおむね控訴裁判所・CourtofAppea1になった。
④再審査請求のための手続
上級審判所での再審査請求・onwardappea1ないし控訴裁判所での司
法審査・judicialreviewを求める場合は、申請人・applicant（29）は、上級
審判所ないし控訴裁判所に申請・petitionし、許可・permission，1eave
を得なければならない（審判所実施法11条4項、13条4項）。原則として、
いかなる“当事者”も再審査請求と、司法審査を求める権利がある（同11
条2項、13条2項）。言い換えると、課税処分等を例にしてみると、納税
者のみならず、課税庁（歳入関税庁・HMRC）にもこうした権利がある。
許可を求めるにあたり、その者は、当該事案に対し十分な利益があること
（29）ここで、文言の邦訳について、一言ふれたい。執行行政庁その他公的政策執行機関
の処分等にかかる争訟に関してrapplicant」という文言は、上級審判所・Upper
Tribuna1で司法審査手続をすすめる・judicialreviewproceedingsの許可・
permission（スコットランドでは1eave）を申請する者、や裁判所・courtに対して
司法審査・judicialreviewの許可・permission（スコットランドでは1eave）を求
める者をさす。一方、rappe11ant」という文言は、第一段階審判所で審査請求を行う
者や、許可を得て・grantofpermission、や上級審判所で再審査請求ないし司法審
査を求める者をさす。こうしたことから、本稿では、不服申立手続に関しては、原則
としてrapplicant」を「再審査請求許可申請人」または単に「申請人」、そして
「appellant」を「不服申立人」、「審査請求人」または「再審査請求人」と邦訳するこ
とにする。一方、審判所から控訴裁判所へ司法審査を求める事案においては、
rapplicant」をr訴訟許可申請人」または単にr申請人」、そしてrappellant」を
「提訴人」と邦訳することにする。2008年審判所手続（上級審判所）規則1条3項参照。
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を証明しなければならない。また、その請求は、特段の事情が認められる
場合を除き、請求期限内にしなければならない。
【図表1－5】上級審判所での審理手順
・再審査請求を望む人は、まず上級審判所に対して再審査請求の許可を申し立て
るものとする。この場合において、第一段階審判所が再審査請求の許可を出し
ているときには、その旨を申し立てなければならない。また、2008年11月3日
以前に旧租税審判所が出した裁決等について再審査請求を求める場合も、上級
審判所に対して再審査請求の許可を申し立てるものとする。
・再審査請求の許可申請にあたっては、まず、第一段階審判所に申請して、上級
審判所に対する再審査請求の許可を得るものとする。この場合においては、第
一段階審判所の裁決等書に加え、裁決等にかかる理由が附記された理由記載書
を提出するものとする。
・第一段階審判所の裁決等の通知を受けてから原則として42日以内に再審査請求
の許可を求めなければならない。ただし、特段の理由があり、かつ、それば認
められれば、期限後も許可申請ができる。
・許可・grantofpermissionが得られれば、再審査請求ないし司法審査請求が
できる。逆に、不許可・refusalofpermissionとなれば、再審査請求ないし
司法審査請求ができない（2008年審判所手続（上級審判所）規則21条、27条）。
・再審査請求の許可が得られた場合、再審査請求人は、その許可通知書を受け取っ
た日から30日以内に再審査請求を申し立てなければならない。
⑤裁決のレビュー（再調査）手続
第一段階審判所は、審査請求事案についての審理を終えれば、担当審理
員などの合議により、判断（議決）をすることになる。当該裁断は、裁決
書・decisioninwritingとして当事者へ送達される。これは、上級審判
所での再審査請求事案についても同じである。
新たな審判所手続において、当事者は、当該裁決に暇疵があると思う場
合には、審査請求事案や再審査請求事案に関する裁決書の送達の日から28
日以内に、それぞれの審判所に対して、当該裁決のレビュー（再調査）を
申し立てることができる（審判所実施法9条1項、10条1項）。ただし、
第一段階審判所の裁決で、許可を得て、再審査請求をした場合や、上級審
判所の裁決で控訴裁判所へ提訴した場合は、この限りではない（同11条1
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項、13条1項）。
この種のレビュー（再調査）は、課税処分等に関していえば、当事者で
ある納税者のみならず、もう一方の当事者である歳入関税庁・HMRC側
も申し立てることができる（例えば、2009年第一段階審判所（租税部）規
則41条）。このことは、見方によっては、実質的に、原裁決の再審理・re－
hearing、再裁決・re一（ieciごUngを認めるに等しく、審判所へ救済を求め
た納税者の権利義務関係をいつまでも安定しない状態に置くことにもつな
がる。課税庁が、審査請求の芽を摘むねらいから、ささいなキズを口実に
して裁決のレビューを申し立てることが危惧される。ただ、これでは、納
税者が審判所に対する不服申立てに躊躇しまうおそれもある。裁決にかか
るレビューの申立てについては、納税者の争訟に対する権利侵害的な運用
がないように、歯止め策が必要である。税界からは、審判所規則・
tribunalrulesや審判業務指示・practicedirectionsなどで、裁決のレビュー
の申立要件を厳正なものにし、縛りをかけるように求められている（30）。
（6）審判所手続委員会
後に詳しくふれるように、例えば、これまで課税処分等の審査請求事案
を担当してきた一般コミッショナー・GC＝GeneralCommissionersは、
イギリスで最初に誕生した審判所である。1799年に誕生したことから、
2009年3月末で、200年あまりの歴史を閉じたことになる。こうした伝統
的な審判所での審理手続においては、駆け込み救済機関としての役割が重
（30）See，InstituteofCharteredAccountantsinEnglandandWales，Rulesfor
TaxAppealsinNewTribunalStructure（November17，2008）
http：／／www．icaew．com／index．cfm／route／161730／icaew＿ga／en／TechnicaLamp＿
BusinessTopics／Faculties／News／Rulesfortaxappealsinnewtribunal
structure〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。もっとも、審査請求事案に関する裁
決のレビュー（再調査）手続は、基本的には、旧審判所制度時代のものを継受したも
のである。
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視された。救済に実をあげるため、審理員（コミッショナー）の裁量に委
ねられる面も多く、また、柔軟なかたちの口頭陳述を取り入れるなどして、
厳格な形式主義にとらわれることなくすすめられてきた。しかし、一方で、
手続が柔軟であるがために、情報開示や証拠の提出などをめぐり、当事者
間あるいは当事者と審判所の間での手続のすすめ方でしばしば混乱をきた
すこともあった。1994年に、r一般コミッショナー（管轄および手続）規
則・GeneralCommissioners（JurisdictionandProcedure）Regulations
1994」（31）や「1994年特別コミッショナー（管轄および手続）規則・Special
Commissioners（Juris（iictionandProcedure）Regulations1994」（32）を
定め、手続を整備した。しかし、それでもなお混乱することもあった。こ
の場合、審理員は、高等裁判所の民事訴訟手続・CPR＝CivilProcedure
Rulesを解釈で準用するなどして、対応をしてきた。こうした対応につい
ては、一方の当事者である歳入関税庁・HMRC側がしばしば異議をはさ
むなど、必ずしも歓迎されないこともあった。こうした現実を勘案して、
新たな審判所の制度化にあたっては、各界から裁判所などと同じ程度の水
準の審判所規則・tribunalrulesの制定が望まれた。各界からの要望は実
現した。
①審判所手続委員会の任務
審判所の手続事項については、法技術的には、議会制定法や政令等で定
めることも可能である。しかし、議会や内閣よりも審判所自身が定めた方
が現実的であり、審判所の独立性を保つことにも資する。
こうした考えに基づき、審判所は独自に、第一段階審判所および上級審
（31）http：／／www．generalcommissioners．gov．uk／Documents／RulesLegislation／General
Commissioners（JurisdictionandProcedure）Regulations1994ConsolidatedlanO8．pdf
〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
（32）http：／／wwwopsLgov．uk／si／si1994／Uksi＿19941811＿en」htm〔筆者HP最終閲覧2009
年4月1日〕
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判所手続に関する規則・rulesを制定するになっている（審判所実施法22
条および同条関係別表第5）。また、審判所手続委員会・TPC＝Tribuna1
Proced．ureCommitteeが、その任にあたることになっている（同22条2
項）。
審判所手続委員会は、2008年5月19日に産声をあげた。国家組織的に見
ると、法務省所管の省外公共機関・NDPB＝NonDepartmentalPublic
Bodyとして設けられている。審判所手続委員会は、規則制定事務に関し
ては、各審判所の部長審判官などから意見を聴取し、審判所手続〔原案、
改正案〕をまとめ、大法官に答申する責務を担っている。審判所手続委員
会は、年9回会議を開くことになっている。
審判所手続委員会の任務は、おおよそ次のとおりである。
【図表1－6】審判所手続委員会の任務
①第一段階審判所ならびに上級審判所の業務および手続に関する規則・rulesを
制定すること。
②次のような方針に基づいて、審判所手続規則を作成する権限を行使すること。
・第一段階審判所および上級審判所の下での手続において、正義・justiceが
実現されること。
・審判所制度が身近なものでありかつ公正であること。
・第一段階審判所もしくは上級審判所の下での手続は、迅速かつ実効的であること。
・規則は、簡潔であり、かつ、簡易に表現されていること。
・規則は、審判所の審判官が迅速かつ実効的に事案を処理できるように、十分
な権限と、責任を明確にするものであること。
③委員会は、規則制定にあたり、次のことをしなければならない。
・審判所の各部長審判官をはじめとして適切な者と協議すること。
・規則がスコットランドの手続に関係する場合には、スコットランド民事上級
裁判所の所長と協議すること。
・会議を開催して決定を行うこと（ただし、不都合でない場合に限る。）。
④委員会が作成した規則については、次のことをしなければならない。
・委員会の構成員の多数により署名されること。
この規則を承認もしくは不承認にできる大法官に提出すること。
⑤委員会は、審判所の上級審判所長もしくは各部長審判官から受領した審判業務
指示・practicedirectionslこついて協議すること。
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②審判所手続委員会の課題
審判所は、本来、裁判所とは異なり、民・納税者の権利利益を簡易・迅
速に救済することを使命とする機関である。救済の実をあげるためには、
次のような一枚の硬貨の裏表の関係にあるような課題にしっかり対応する
必要がある。すなわち、一つは、不服申立人・appellantsが審理手続の
なかで、自己の意見を十分に主張できるように手続的権利をいかに保障し
ていくかである。もう一つの課題は、審判所は民・納税者の権利利益が侵
害されたと思うときに、争訟代理人の手を借りることなしに本人が駆け込
み救済を受けられる場所であるべきであり、したがって、審判所の手続は
簡易に使える手続である必要がある。これは裏返すと、審判所規則は、民
事訴訟手続規則のように難解かつ厳格なものであってはならない、という
ことである。
確かに、審判所手続委員会・TPCは、さまざまな規則原案をつくった
場合、公開諮問・PC＝PublicConsultation手続を駆使して各界から意見
を公募・徴収し、最終規則を仕上げるように努めている。しかし、課税処
分の審査請求に関する審判所の規則、とりわけ、2009年第一段階審判所
（租税部）規則・First－tierTribuna1（TaxChamber）Rules2009を見て
みても、争訟代理人を頼めない庶民納税者・unrepresentedindivid．ual
taxpayersが、気軽に読みこなせる内容にはなっていない。更正処分等に
不服な庶民納税者が、自力で審査請求ができる手続とは縁遠い。
法的な争点の審査を担当する上級審判所は、行政審判所と司法裁判所双
方の役割を担ったハイブリッド型の組織である。これに対して、第一段階
審判所は、事実問題を扱い、簡易・迅速な紛争処理をモットーする組織で
ある。したがって、それぞれの審判所に関する規則は、異なる基準でつく
られてよいはずである。ところが、実際に仕上がってくる審判所規則は、
第一段階審判所規則であっても、簡素、庶民の駆込み救済の理念とは程遠
い。審判所手続委員会・TPCでは、形式主義が闊歩しているのであろう
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か。争訟当事者の手続的権利の保障に傾斜するあまりに、その中身が庶民
の目線から遠のいてしまっていることが問われている（33）。
H旧租税審判所から新たな租税審判所への移行
2005年に、当時の「内国歳入庁・InlandRevenue」と「関税消費税庁・
HMCustomsandExcise」の両庁が合併し、新たにr歳入関税庁・HM
RCニHMRevenueandCustoms」が誕生した（34）。このような租税執行
にかかる現業部門の統合、HMRCの誕生後も、租税審判機関は統合され
ずに複数存在し、それぞれの規則や慣行に従い運営されてきた。租税審判
機関が旧態然としていたことについて、何らかの改革が必要であるとの声
は、年を追う毎に高まってはいた。
今回の抜本的な審判所制度改革は、歳入関税庁・HMRCにとっても、
ある意味では、自らの課税処分等にかかる紛争処理制度の現代化を積極的
にすすめるための好機でもあった。
今回の抜本改革により5種類あった租税審判機関は統合再編され、2009
年4月1日からは、進級制を採り入れ、新たに「第一段階審判所租税部・
TaxChamberoftheFirst－tierTribuna1」とr上級審判所金融租税部・
FinanceandTaxChamberoftheUpperTribuna1」として発足した。
1旧租税審判所の組織と手続
新たな二進級の審判所における審査請求および再審査請求手続は、多分
に旧租税審判所の手続を踏襲したものになっている。また、旧租税審判所
（33）See，LowIncomeTaxReformGroup，TribunalProcedureCommitteeDraft
Documents：ResponsetoConsultationDocuments（November12，2008）
http：／／www．1itrg．org．uk／uploadedfiles／document／1＿611＿axChamber＿andUpper
TribunalDraftRules＿LITRGresponse＿finaLpdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
（34）See，CommissionersforRevenuesandCustomsAct2005，VoL43（2）：
TaxationHalsburyStatutes（4thed）at1016θ‘sθα
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手続の諸課題を克服して実現されたものといえる。そこで、以下に、新審
判所の組織を概観したうえで、旧一般コミッショナー・GCと旧特別コミッ
ショナー・SCの審査請求手続について比較してみる。
（1）旧租税審判所制度の概要
今回の審判所改革以前まで、課税処分等に関する不服申立（審査請求）
事案を処理することをねらいに、5つの租税審判所が置かれていた。この
ように、複数の租税審判所がつくられていったのは、多分に歴史的な経緯
による。それぞれの審判所創設の経緯および組織や権限などを簡潔に図説
すると、次のとおりである（35）。
【図表H－1】旧租税審判所の概要
（麟雛鍵灘灘難懸難・GC・Genera1C・mmissi・ners
・歴史的経緯：一般コミッショナー・GCは、イギリスで最初に誕生した審判所・
tribuna1である。1799年所得税法・IncomeTaxAct1799に基づいて設置。
正式名称は、GeneralCommissionersofIncomeTax。当初は、治安判事
裁判所・Magistrates｝Courtsと同様の組織と権能を有したが、その後、審判
機関に進化。
・GCの管轄：一般コミッショナー・GCは、歳入関税庁・HMRCが行った直接
税に関する処分等の不服申立て（審査請求）事案を審理する審判所。一般コミッ
ショナー・GC約2，000人が、無償で、イングランド、スコットランド、ウェー
ルズおよび北アイルランドの約400の地域で審査請求事案を担当。
・審理：審理は、課税庁および納税者またはそれぞれの代理人が出席し、書面に
加え口頭による弁論を行う対審手続・adversaryprocee亡hngsによりすすめ
られる。審理の開催場所は、常設の場合よりも、市民会館、ホテル、裁判所の
一室など特設の場合が多い。一般コミッショナー・GCは、請求人や相手方に
対して職権による証拠提出を命じ、鑑定証人を召喚し証言を求めることができ
る。通例、審理員は3人である。しかし、現実の審判実務では、証拠を、審査
請求人の相手方である課税庁に依存する常態にあった。また、コミッショナー・
GCではなく、実質的に弁護士から任命されている書記が審理を主導していた。
書記が、審理において、一般コミッショナー・GCに対し、相手方である課税
庁・HMRCに処分理由を問うように求めるなど、文書管理水準がも悪く、問
（35）See，IanSaunders，Taxation：JudicialReviewandOtherRemedies（1996，
Wiley）．なお、旧租税関係審判所制度の邦文による分析・紹介として、伊川正樹rイ
ギリス（イングランド・ウェールズ）における租税救済制度」三木編r世界の税金裁
判』（2001年、清文社）所収参照。
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題が山積。
・GCの組織：一般コミッショナー・GCは、伝統的な地域に根ざした独立性の
強い組織で、地域の寄合的な色彩が濃厚。1994年まで、大法官局・LCD＝Lord
Chancellor’sDepartmentに移管されるまで、課税庁（当時の内国歳入庁・IR
ニlnlandRevenue）の所管であった。また、それまで、組織を中央集権的に
束ねる主席コミッショナーも選任されておらず、大法官ないし高等裁判所主席
裁判官に対する説明責任を負う体勢にもなかったことから、改革の必要性が問
われてきた。（1995年に、全国一般コミッショナー連盟・NationalAssociation
ofGeneralCommissionersが誕生、現行法（当時）の枠内での組織改革が
試みられた。）
・GCの選任：一般コミッショナー・GCは、各地域の選任委員会の推挙に従い、
大法官・LordChancellorが、各地域の商業的な知識にたけた一般の民の中
から任命。一般コミッショナー・GCは、無償の任務で、資格要件は特になし。
一般コミッショナー・GCは、コミッショナー長および書記（通例、税務にた
けた事務弁護士）を選任し、審理の進行、行政事務処理、法律相談に応じるよ
うに依頼。書記は、有償で事務等を担当し、独立行政機関である審判所サービ
ス・TS＝TribunalsServiceから支払を受ける。
・GCの業務支援：審査請求事案の付託は、おおむね歳入関税庁・HMRCが担当。
各地域にある一般コミッショナー・GCの審判組織の古色蒼然とした体質を改
めるべく、審判所サービスは、収支計算業務の支援、指導、監督、さらには一
般コミッショナー・GCの研修などを担当。
・GCでの審理手続：審査請求事案に審理は、1994年以降は、「1994年一般コミッ
ショナー（管轄および手続）規則・GeneralCommissioners（Jurisdiction
andProcedure）Regulations1994」（36）に準拠。
・GC組織の弱体化：申告納税への移行や各種税額控除にかかる審査請求事案管
轄の他の審判所への移譲などに伴い、一般コミッショナー・GCが扱う審判事
案の数が減少するであろうとの予測にそい一般コミッショナー・GCの広域合
併や再編がすすめられた。処理件数も、最盛期には年20万件あったのが、4万
件に落ち込み、憲法問題省（当時）は、新たな一般コミッショナー・GCの任
命を停止。補充がないことから、退職などに伴い、最盛期には約3，500人いた
一般コミッショナー・GCの数も約2，000人にまで減少した。
・移行・廃止：2009年4月1日の第一段階審判所租税部の誕生に伴い、一般コミッ
ショナー・GCの審判業務も同部に移行・引継がれた。法務専門職でない多く
の一般コミッショナー・GCは、新制度の発足を機に、200年あまり続いた一
般コミッショナー制度の終焉と運命を共にすることになった。
・歴史的経緯：特別コミッショナー・SCは、歴史的には1805年にまでさかのぼ
る。一般コミッショナー・GCの負担を軽減するねらいで設けられた。その後、
特別コミッショナー・SCは、一般コミッショナー・GCと共に、1964年租税
管理法・TaxesManagementAct1964およびi970年租税管理法（その後は
年次の財政法・FinanceActsで改正、租税管理法に挿入）に基づいて、租税
（36）http：／／www．generalcommissioners．gov．uk／Documents／RulesLegislation／
Genera1Commissioners（JurisdictionandProcedure）Regulations1994Consolidated
JanO8p〔if〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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政策実施機関（課税庁）から独立した審判所して運営されるようになった。正
式名称は、CommissionersforthespecialpurposesoftheIncomeTax
Act。
・管轄の範囲：より複雑なあらゆる直接税および印紙税などにかかる審査請求を
担当。処理事案によっては、特別コミッショナー・SCが専属管轄権を有する
が、多くの事案については、請求人が審査請求先を特別コミッショナー・SC
にするか、一般コミッショナー・GCにするか選択可能。
・審理：審理は、課税庁・HMRCおよび審査請求人（納税者）またはその代理
人が出席し、書面に加え口頭による弁論を行う対審手続・adversary
proceedingsによる。特別コミッショナー・GCは、請求人や相手側（HMRC）
に対して職権による証拠提出を命じ、証人を召喚し証言を求めることができる。
審理は、通例、1人の審理員が担当する。複雑な事案では、他に2人の審理員
が加わる。この場合、そのうちの1人が担当審理員を努め、残り2人が参加審
理員となる。一般コミッショナー・GCでの審理手続は、1994年以降、「1994
年特別コミッショナー（管轄および手続）規則・SpecialCommissioners
（JurisdictionandProcedure）Regulations1994」（3了）に準拠。
・SCの組織：審判所は、1人の主席特別コミッショナーと5人の常勤の特別コ
ミッショナー・SCで構成。他に非常勤の19人の特別コミッショナー代理がい
る。また、これら全員は、付加価値税関税審判所・VATandDuties
Tribunalsで、担当審判官・chairmanを務める。各地域の商業的な知識にた
けた一般の民の中から100人を超える審理員が審査請求事案の審理に参加。年
間の処理実績は、年によりばらつきはあるものの、100～150件程度。
・SCの選任：特別コミッショナー・SCは、所管大臣等の答申を得て、大法官
が任命。
・審判所の組織・運営支援：特別コミッショナー・SCによる審理は、ロンドン、
エジンバラ、ベルファストその他必要に応じて地域を巡回して開催。特別コミッ
ショナー・SCの組織運営は、審理が集中するロンドンにある特別コミッショ
ナー事務局において、執行工一ジェンシーの審判所サービス・TSが任命した
書記官・Registrarが担当。
・移行・廃止：2009年4月1日の第一段階審判所租税部の誕生に伴い、特別コミッ
ショナー・SCの審判業務も同部に移行・引継がれた。
③驚鑛醗雛灘1・Section706Tribuna1、（頚鐸懸灘灘・Section704Tribuna1
・歴史的経緯：1988年所得法人税法・IncomeandCorporationsTaxesAct
1988第706条の規定に基づいて設けられた審判所。正式名称は、Tribunal
constitUtedunderSection7060ftheIncomeandCorpOrationTaxesAct
1988。財務省・TreasuryDepartmentが業務支援をし、課税庁・HMRCが
審理員の報酬などを負担。2007年所得税法の下、実質的に、この審判所の業務
は2つに分割された。つまり、2007年4月6日以降、③1988年所得法人税法
706条審判所と、④所得税法704条審判所である。
・管轄の範囲：③（a）証券取引にかかる個別租税回避否認規定である1988年所得
法人税法706条の規定による課税庁・HMRCの課税処分、および（b）706条の
（37）TheSpecialCommissioners（JurisdictiOnandProcedure）Regulations1994
http：／／www．financeandtaxtribunals．gov．uk／Documents／scitreg19942．pdf〔筆者
HP最終閲覧2009年4月1日〕
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規定による課税処分にかかる特別コミッショナー・SCの裁決の再審査請求
（ただし（b）は稀）。④個人の証券取引にかかる個別租税回避否認規定である
2007年所得税法704条の規定による課税庁・HMRCの課税処分。
・審理員の任命：5人前後の審理員の任命は大法官。ただし、審判所長・Presi－
dentは、付加価値税関税審判所長を兼任。
・審理の開催：多くの事案は、ロンドン、マンチェスターおよびエジンバラに
ある審理センターならびに衛星中継で各地に設けられる審理センターで審理。
年問の処理実績は、数件。
・審判所の組織・運営支援：財政はHMRCが措置。審判所事務は、執行工一ジェ
ンシーである審判所サービスが任命した書記官が担当。
・移行・廃止：2009年4月の第一段階審判所租税部の誕生に伴い、この審判業務
も同部に移行・引継がれた。
⑤襲翻鑛覇鰯騰雛欝灘灘鞭欝霧・VATandDutiesTribunals
・歴史的経緯：付加価値税関税審判所は、イギリスでの付加価値税・VAT＝
ValueAddedTaxの導入に伴い、1972年に、従来あった審判所を再編のう
え創設。その当時の関税消費税庁・CustomsandExciseが、関税や個別消
費税に加え付加価値税・VATに関して行った処分等にかかる審査請求事案を
取り扱ったことにはじまる。その後、保険料税・InsurancePremiumTax、
産業廃棄物埋立税・LandfillTax、気象変動負荷料・ClimateChangeLevy
などの処分にかかる審査請求事案も担当（大部分はVAT事案）（38）。
・審判所の組織：審判所は、1人のと非常勤のスコットランド担当副審判所長・
Vice－PresidentforScotlandに加え、5人の常勤の審理員・chairmanと30
人の非常勤の審判官で構成。全員10年以上の法律実務経験のある法律家。（ち
なみに、すべての前記の特別コミッショナー・SCは、付加価値税関税審判所
の審判官を兼任。）また、審判所は、100人前後の法曹資格のない審理員を擁す
る。
・審判所での審理：審理は公開で行われ、審判所長あるいは1人の審判官のみが
担当する場合と、1人から2人の専門員（会計士などの専門職）が参加する場
合とがある。すべての裁決は公表。審判所は、争訟費用の負担を命じる権限を
有する。審判所の裁決等に不服な者は、イングランドでは高等裁判所・High
Court（ただし、スコットランドでは民事上級裁判所・CourtofSessionin
Scotland・北アイルランドでは北アイルランド控訴裁判所・CourtofAppeal
inNorthemIrelandに訴訟提起可能。例外的に、イングランドでは、一定の
要件が整えば、控訴裁判所へ飛躍控訴可能。
・審判の開催：審判は、ロンドン、マンチェスター、バーミングハムおよびエジ
ンバラでは日常的に開催。その他の地域では、定期的に巡回するかたちで開催。
年間、3，000件前後の審査請求事案を受理。ただし、処理実績は4分の1程度
とかなり低調。
・移行・廃止：2009年4月1日の第一段階審判所租税部の誕生に伴い、この審判
所の業務も同部に移行・引継がれた。
（38）TheValueAddedTaxTribunalsRules1986（asAmended）
http：／／www．financeandtaxtribunals、go机uk／Documents／TheValueAddedTax
TribunalsRules1986．pdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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（2）旧租税審判所での審査請求手続の比較
次に、旧租税審判所、とりわけ旧一般コミッショナー・GCと旧特別コ
ミッショナー・SCを取り上げ、r1994年特別コミッショナー（管轄およ
び手続）規則・SpecialCommissioners（JurisdictionandProcedure）
Regulations1994」ならびに「1994年特別コミッショナー（管轄および
手続）規則・SpecialCommissiOners（JurisdictionandProcedure）
Regulations1994」を拠りどころにして、審査請求手続について重要な
項目を比較したうえで図説してみる（39）。
【図表H－2】旧一般コミッショナー・GCと1日特別コミッショナー・SCとの手続比較
難鐡難譲灘灘蟻霧難難灘 鰯鰯灘灘鞭難難
GC規則第1条〔弓1用、施行、適用〕 SC規則第1条〔弓1用、施行、適用〕
1994年9月1日施行 1994年9月1日施行
GC規則第2条〔定義〕 SC規則第2条〔定義〕
GC規則第3条〔記録簿登載、審理の通知〕SC規則第3条〔記録簿登載、審理の通知〕
いかなる当事者も、審判所に対して いかなる当事者も、審判所に対して
手続開始（ただし、加算税に関する処 手続開始（ただし、加算税に関する処
分を除く。）を求めるに先だって、審 分を除く。）を求めるに先だって、審
判所書記は審査請求事案を審理記録簿 判所書記は審査請求事案を審理記録簿
に登載するものとし、審判所書記は、 に登載するものとし、審判所書記は、
各当事者に対して審理の日時、場所お 各当事者に対して審理の日時、場所お
よび時間を通知するものとする。 よび時間を通知するものとする。
当事者間で別段の合意がある場合ま 当事者間で別段の合意がある場合ま
たはコミッショナーが特段の指示を行っ たはコミッショナーが特段の指示を行っ
ている場合を除き、審理開始の通知は、 ている場合を除き、審理開始の通知は、
記録簿登載の日から28日以内に送達さ 記録簿登載の日から28日以内に送達さ
（39）これらの規則（regulations）は、1992年財政（第二次）法・Finance（No2）Act
1992〔その後1970年租税管理法に第56条のBから56条のDとして挿入、2009年3月末
で廃止〕準拠して大法官に付与された権限に基づいて、1994年に新規則を制定、同年
9月1日に公布された。これらの規則ができてはじめてコミッショナーにかかる不服
申立手続が整備された。これら2つの規則は、できるだけ均一で、一枚の硬貨の裏表
のように、並行して把握できるかたちで定められた。手続の概要について詳しくは、
http：／／www．hmrc．go紘uk／MANUALS／ahmanua1／AHO455．htm〔筆者HP最終閲覧
2009年4月1日〕
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れなければならない。 れなければならない。
SC規則第4条〔指示を与える一般権限〕
審判所での審理の準備に当たり、特
別コミッショナーは一定の指示をする
権限を有する。
GC規則第4条〔証人の喚問〕 SC規則第5条〔証人の喚問〕
審理における証人の喚問手続につい 審理における証人の喚問手続につい
て規定する。 て規定する。
GC規則第5条〔文書による合意〕 SC規則第6条〔文書による合意〕
審理に先だって当事者間でする文書 審理に先だって当事者間でする文書
による合意および合意の意味に関し規 による合意および合意の意味に関し規
定する。 定する。
GC規則第6条〔併合審理、あわせ審理手続〕 SC規則第7条〔併合審理、あわせ審理手続〕
コミッショナーは、相互に関連する コミッショナーは、相互に関連する
複数の処分の申立てがある場合には、 複数の処分の申立てがある場合には、
これらを併合して審理するように指示 これらを併合して審理するように指示
をすることができる。また、同じ年の をすることができる。また、同じ年の
当初の処分について審査請求がなされ、 当初の処分について審査請求がなされ、
その後の処分について審査請求がなさ その後の処分について審査請求がなさ
れていない場合には、拡張してあわせ れていない場合には、拡張してあわせ
審理をするように指示することができ 審理をするように指示することができ
る。 る。
GC規則第6条のA〔事案の移送（Leadcases）〕SC規則第7条のA〔移送にかかる事案〕
1999年社会保障負担金（等の移送） 1999年社会保障負担金（等の移送）
桑去・SocialSecurityContributions乎去・SocialSecurityCOntributions
（TransferofFunctions，etc）Act（TransferofFunctions，etc）Act
1999に基づく手続に関する特例規定は、1999に基づく手続に関する特例規定は、
事案の処理にあたり事実もしくは法律 移送事案に関し、それを第一審として
双方またはいずれかの争点に関し、一 審理する手続をすすめるように、担当
般コミッショナーが、当該事案を、特 特別コミッショナーに命じることを認
別コミッショナーに移送することを認 める。
める。
GC規則第7条〔手続当事者としての参加〕 SC規則第8条〔手続当事者としての参加〕
コミッショナーは、職権で、審査請 コミッショナーは、職権で、審査請
求手続に対して他の者を当事者として 求手続に対して他の者を当事者として
参加させることができる。 参加させることができる。
SC規則第9条〔予備審理〕
審判所が予備審理・preliminary
hearingを開催することを認める。
GC規則第10条〔情報収集権〕 SC規則第10条〔情報収集権〕
担当コミッショナーは、審判所での 担当コミッショナーは、審判所での
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審理をすすめるあたり、職権で、その 審理をすすめるあたり、職権で、その
審理に参加しているいかなる当事者に 審理に参加しているいかなる当事者に
対しても、争点を判断するために必要 対しても、争点を判断するために必要
な物件を提出するように通知し、かつ、 な物件を提出するように通知し、かつ、
当事者が保有する帳簿その他の文書ま 当事者が保有する帳簿その他の文書ま
たは当該審理における主要事項に関し たは当該審理における主要事項に関し
当事者が知り得る情報を提供するよう 当事者が知り得る情報を提供するよう
に求め、調査することができる。 に求め、調査することができる。
GC規則第8条〔延期および休止〕 SC規則第11条〔延期および休止〕
審理の延期および休止の許可につい 審理の延期および休止の許可にっい
て規定する。 て規定する。
GC規則第9条〔鑑定証人〕 SC規則第12条〔鑑定証人〕
審理手続において特別の学識経験に 審理手続において特別の学識経験に
よって知り得た過去の事実を供述する よって知り得た過去の事実を供述する
ように求められた者に関して規定する。 ように求められた者に関して規定する。
スコットランドでは適用しない。 スコットランドでは適用しない。
SC規則第12条のA〔犯罪収益関連審査請求〕
2002年犯罪収益移転防止法・Pro一
ceedsofCrimeAct2002第320条1
項の規定による特別コミッショナーに
対する不服申立てについて規定する。
GC規則第11条〔審判廷の構成および参加〕 SC規則第13条〔審判廷の構成および参加〕
審判所での審理には、少なくとも3 審判廷は、事案に応じて、1人、2
人の一般コミッショナーの参加が必要 人または3人の特別コミッショナーで
とされる。審判廷では、誰が審理を主 構成される。通例、審判廷に複数のコ
宰する担当コミッショナーで、誰が陪 ミッショナーが参加している場合には、
席（参加）コミッショナーかを指定す 担当特別コミッショナーが審理を主宰
る。各審理において、誰が担当コミッ する。担当特別コミッショナーは、自
ショナーとなるかは合議で決める。当 らに事故があるときには、他の陪席
事者による合意が得られれば、1人以 （参加）コミッショナーを担当に指名
上のコミッショナーで審理を継続する する。当事者による合意が得られれば、
こともゆるされる。 1人のコミッショナーで審理を継続す
ることがゆるされる。ただし、担当特
別コミッショナーからの別段の指示が
あるときは除く。
GC規則第12条〔審理での代理人〕 SC規則第14条〔審理での代理人〕
審判所での審理手続において、歳入 審判所での審理手続において、歳入
関税庁・HMRCは、法廷弁護士・関税庁・HMRCは、法廷弁護士・
solicitor、事務弁護士・barrister、弁solicitor、事務弁護士・barrister、弁
護人（advocate／スコットランド）ま護人（advocate／スコットランド）ま
たは歳入関税庁・HMRCの職員に代たは歳入関税庁・HMRCの職員に代
理してもらうことができる。 理してもらうことができる。
審理手続において、歳入関税庁・ 審理手続において、歳入関税庁・
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HMRC以外の当事者も、代理人を選HMRC以外の当事者も、代理人を選
任することができる。この場合におい 任することができる。この場合におい
て、代理人は、法曹資格の有無は問わ て、代理人は、法曹資格の有無は問わ
れない。コミッショナーは、特定の者 れない。コミッショナーは、特定の者
について、その者が法曹資格を有しな について、その者が法曹資格を有しな
いことまたは職業会計士団体の会員で いことまたは職業会計士団体の会員で
ないことを正当な理由として、代理人 ないことを正当な理由として、代理人
の選任届出を受理しないことができる。 の選任届出を受理しないことができる。
GC規則第13条〔公開審理〕 SC規則第15条〔公開審理〕
審判所は、公開で審理する。ただし、 審判所は、公開で審理する。ただし、
コミッショナーが、当事者の一部もし コミッショナーが、当事者の一部もし
くは全員の求めに応じまたは職権で、 くは全員の求めに応じまたは職権で、
審理の一部または全部を非公開とする 審理の一部または全部を非公開とする
旨を命じた場合には、この限りではな 旨を命じた場合には、この限りではな
い。 い。
GC規則第14条〔審理の欠席〕 SC規則第16条〔審理の欠席〕
当事者またはその代理人が指定され 当事者またはその代理人が指定され
た審理を欠席した場合、コミッショナー た審理を欠席した場合、コミッショナー
はその出席を待つまでもなく審査請求 はその出席を待つまでもなく審査請求
にかかる審理を行い、かつ、議決を行 にかかる審理を行い、かつ、議決を行
うことができる。この場合において、 うことができる。この場合において、
コミッショナーは、適切と思うときに コミッショナーは、適切と思うときに
は、審理を休止または延期することが は、審理を休止または延期することが
できる。 できる。
GC規則第15条〔手続と証拠〕 SC規則第17条〔手続と証拠〕
審理に関する手続について規定する。 審理に関する手続について規定する。
コミッショナーは事実に関係する証拠 コミッショナーは事実に関係する証拠
であれば、これを取り上げ審理するこ であれば、これを取り上げ審理するこ
とができる。審理の対象とする証拠は、 とができる。審理の対象とする証拠は、
合法的なものに限らない。 合法的なものに限らない。
GC規則第16条〔審判所の最終決定〕 SC規則第18条〔審判所の裁決〕
審査請求事案について審理が終了す 審査請求事案について審理が終了す
ると、合議体を構成するコミッショナー ると、合議体を構成するコミッショナー
との合議、議論を尽くしたうえで、そ との合議、議論を尽くしたうえで、そ
の過半数により議決する。賛否同数の の過半数により議決する。賛否同数の
ときには、担当コミッショナーが決す ときには、担当コミッショナーが決す
る。 る。
最終審理のときに、審判所は、最終 最終審理のときに、審判所は、最終
決定・finaldeterminationを当事者決定・finaldeterminationまたは裁
へ交付する。 決書原案を当事者へ交付する。
GC規則第17条〔最終決定のレビュー〕SC規則第19条〔最終決定または裁決原案のレビュー〕
最終決定に鍛疵あると思う場合には、 最終決定または裁決原案に暇疵ある
一般コミッショナーの職権、または最 と思う場合には、特別コミッショナー
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終決定の日から18日以内の当事者によ の職権、または最終決定の日から18日
る申立てにより、レビュー（再調査） 以内の当事者による申立てにより、レ
を開始する。 ビュー（再調査）を開始する。
SC規則第20条〔裁決の公表〕
特別コミッショナーは、裁決を公表
できる。ただし、審理が非公開で行わ
れている場合には、公表は匿名化を条
件にこれを行うものとする。
SC規則第21条〔争訟費用負担命令〕
特別コミッショナーは、一方当事者
の一方的な争訟の取下げのように、審
理において全体的に不合理に行動した
当事者に対して、あるいは法的争点が
複雑であるため証拠固めに多額の費用
を使って勝った当事者などに対して、
負けた側に争訟費用を負担するように
命じることができる。
GC規則第18条〔課税対象ゲイン〕 SC規則第22条〔課税対象ゲイン〕
審判所は、キャピタルゲイン税に関 審判所は、キャピタルゲイン税に関
する審査請求の場合で、市場価額また する審査請求の場合で、市場価額また
は価額の算定が主たる争点であるとき は価額の算定が主たる争点であるとき
には、当該価額などを記録した裁決ま には、当該価額などを記録した裁決ま
たは最終決定を行うことができる。 たは最終決定を行うことができる。
GC規則第19条〔他の審判所への付託〕SC規則第23条〔他の審判所への付託〕
審査請求事案において価額が争点で 審査請求事案において価額が争点で
ある場合、当該事案を他の審判所へ付 ある場合、当該事案を他の審判所へ付
託することができる。 託することができる。
GC規則第20条〔事案記載書付託手続〕
審判所の法的争点に関する最終決定
または裁決に不満な当事者は、既定の
期日までに高等裁判所へ提訴できる。
この場合、その当事者は、審判所に対
して、事実に加え裁決等における法的
争点を記した事案記載書を作成し、高
等裁判所へ送付を求めるなどの付託手
続・casestatedprocedureを踏む必
要がある。
GC規則第21条〔事案記載書草案の確認〕
審判所は、事案記載書草案・draft
statedcaseを作成し、当事者に意見
の追加や修正を含む内容の確認を求め
る手続を取るものとする。
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GC規則第22条〔事案記載書の作成および提出〕
審判所は、当事者の意見を容れた事
案記載書を作成し、署名をしたうえで
高等裁判所へ提出するとともに、各当
事者に対してもその事案が付託された
旨を通知する。
GC規則第23条〔法律問題付託手続～
スコットランドおよび北アイルランド〕
スコットランドでは、民事上級裁判
所・CourtofSession、そして北ア
イルランドでは北アイルランド控訴裁
判所・CourtofAppealinNorthem
Irelandで、法的争点にかかる付託手
続をする旨を定める。
SC規則第24条〔審判所の指示に従わ
ない場合の罰則〕
当事者やその関係者が受忍義務に違
反した場合の罰則について規定する。
GC規則第24条〔宥恕規定〕 SC規則第25条〔宥恕規定〕
受忍義務違反等があっても、事情に 受忍義務違反等があっても、事情に
よってはこれを宥恕し、ただちに手続 よってはこれを宥恕し、ただちに手続
を無効としない旨を定める。 を無効としない旨を定める。
GC規則第25条〔通知〕 SC規則第26条〔通知〕
この規則に定める各種通知について この規則に定める各種通知について
は、これを文書で行うものとする。た は、これを文書で行うものとする。た
だし、コミッショナーが口頭でするこ だし、コミッショナーが口頭でするこ
とをゆるされているときには、この限 とをゆるされているときには、この限
りではない。 りではない。
GC規則第26条〔送達〕 SC規則第27条〔送達〕
この規則に定める各種通知の送達手 この規則に定める各種通知の送達手
続について定める。 続について定める。
GC規則第27条〔代替送達方法〕 SC規則第28条〔代替送達方法〕
この規則に定める各種通知の通常の この規則に定める各種通知の通常の
送達方法では通知が困難である場合、 送達方法では通知が困難である場合、
これに替わる方法について定める。 これに替わる方法について定める。
2新たな租税審判所の指向
従来あった5種類の租税審判所は、かなり広範な租税不服審査事案を管
轄してきた。このため、大胆な租税不服審判制度の改革を行う場合、その
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影響は大きく、個人納税者はもちろんのこと、小規模企業納税者から多国
籍企業納税者にまでおよぶ。したがって、新たな制度の構築にあたっては、
汎用性に富んだデザインが求められる。とりわけ、伝統的な一般コミッショ
ナー・GC＝GeneralCommissioners制度の歴史のなかで培われた、商業
や会計など何らかの専門的知見を有する一般の民が庶民感覚で審理員とし
て審理に参加できる参審的な仕組みを維持することは、審判制度における
官僚主義ないし形式主義万能の空気をリフレッシュするためにも、極めて
重要である。また、審判サービスを受ける側の利便性を確保する視点から、
地域審理サービスセンターの創設・適正配置や電子審判システムの構築な
どの活用による利便性の確保、迅速性の確保などが、十分に反映された制
度でなければならない。審理員が主役で、そして役人が審判所組織を背後
で操る審判所制度であってはならない。
第一段階審判所租税部は、上級審判所の部長審判官・Chamber
Presidentが指揮を執ることになっている。上級審判所は、法曹資格のな
い者を審理員に選任することができる。上級審判所のすべての審理員は、
第一段階審判所の審理員となり、第一段階審判所に係争された事案を審理
することができる。上級審判所は、審判官・ジャッジ代理として審理に参
加する者を有することができる。
新制度への以降前から従来の5つの租税審判所で係争中の事案は、2009
年4月1日から、原則として第一段階審判所で継続審理に付された。第一
段階審判所租税部で審理される事案は、請求人である納税者がその裁決・
d．ecisionsに不満な場合には、上級審判所金融租税部に再審査請求を申し
立てることができる。ただし、再審査請求は、原則として法律上の争点に
限り、上級審判所の許可がある場合に限り認められることになっている。
また、例えば、審査請求を求めた事案の法律上の争点が究極的には控訴
裁判所・CourtofAppea1で判断されることになることが明らかである
とする。このように、事案によっては、はじめから第一審として直接上級
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審判所へ審査請求（みなす再審査請求）を申し立てることができる。ただ
し、この場合、請求人は、大法官もしくはその代理の許可を得るように求
められる。ここで「代理・（ielegate」とは、具体的には、部長審判官・
ChamberPresidentなどをさすことになる。
3新たな租税審判所への移行作業
新たな審判所への移行作業は、大きく二つに分けることができる。
一つは、①旧審判所から新審判所への移行、具体的には、組織や人員、
手続等を新審判所に移行、継受させるに必要な法律（2007年審判所実施法・
TCEA）を施行のための命令・ordersや規則・regulationsの制定作業や、
新審判所規則・rulesの制定作業である。
もう一つは、②審判所のサービス利用者・カスタマーが久しく享受して
きた手続的な処遇を新制度へつなげる作業である。具体的には、租税関係
に絞って見ると、（a）新審判所への審査請求手続の移行に加え、（b）新た
に整備された歳入関税庁・HMRC内部のレビュー〔異議申立て・再調査〕
手続の確立、が含まれる。
【図表且一3】租税不服申立制度・手続の二大移行作業の概要
①旧審判所から
新審判所への移行
②サービス利用者向け
手続の移行・確立
（1）審判所サービス主導の新審判所への移行作業
法務省・MoJは、各種審判所での審理手続の活性化や利用者・カスタ
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マー本位のサービス提供体勢の整備、そのための支援をねらいに執行工一
ジェンシーである「審判所サービス・TS＝TribunalsService」を置いて
いる。審判所サービスは、審判所の効率的な運営・支援に加え、各界から
の協力・参加を得て、新審判所制度へのスムースな移行に向けた作業を主
導する責務も担っている。
移行作業を租税関係に絞って見てみると、これまでは、5種類の旧租税
審判所は、別々の法令や規則の下で運営されてきた。このため、新たな租
税審判所の発足にあたり、審査請求期限や審理手続などの一本化は重要な
課題であった。また、これまでも、歳入関税庁・HMRCと各種旧租税審
判所との間ではかなりの独立性は確保されてきたとはいうものの、実質的
には、同じ縦割りの軌道の上を走ってきた。しかし、今後は、歳入関税庁
と審判所とは、走る軌道が大きく異なることになる。このため、例えば、
課税処分の根拠となった事実を証する書類等の送達がスムースにすすまな
くなることも予想される。また、納税者からの請求を受入れ、処分の変更
を記した裁決書の審判所から歳入関税庁への送達がうまくいかないと、処
分の取消などの遅れにつながるおそれもある。サービス利用者・カスタマー
が久しく享受してきた手続的な処遇を新制度へつなげる作業の意味は重い。
問題が続出すれば、一番の犠牲になるのは、審判所の利用者・カスタマー
（納税者）であるからである。
①租税不服審査利害関係人協議団の目的
執行工一ジェンシーである審判所サービス・TSは、租税関係について、
旧租税審判所を新たな審判所制度ヘスムースに移行させるねらいで、「租
税不服審査現代化プロジェクト利害関係人協議団・TaxAppeals
ModemizationProjectStakeholderGroup」（以下「租税不服審査利害
関係人協議団」という。）を立ち上げた。この租税不服審査利害関係人協
議団は、サービス利用者である納税者が久しく享受してきた手続的な処遇
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を新制度ヘスムースにつなげる作業の行い、第一段階審判所租税部や上級
審判所金融租税部をカスタマーである納税者本意のサービスを提供できる
組織に磨け上げる任務を負っている。
この租税不服審査利害関係人協議団には、法務専門職や会計専門職、低
所得者税制改正協議団・LowIncomesTaxReformGroup、英経団連・
CBI＝ConfederationofBritishInd．ustry、課税庁・HMRCなど、租税審
判所改革に影響を受ける主要な利害関係団体が参加した。審判所側からは、
一般コミッショナー・GCや書記官なども加わった。
②租税不服審査利害関係人協議団での検討事項
租税不服審査利害関係人協議団では、移行に伴うさまざまな論点が議論
された。それらを整理して主要なものをあげると次のとおりである（40）。
【図表1－4】租税不服審査利害関係人協議団での主な検討事項
・管轄の調和、審査請求期限など：付加価値税をはじめとした間接税事案と、所
得税や法人税をはじめとした直接税事案との審査請求期限や申立方法などの統
一を含む管轄の調和。
・審査請求手続業務：手続事務の担当のあり方。
・審理：審査請求の審理は、対審式で、原則として当事者から提出された事実お
よび証拠に基づいて行われるが、口頭陳述（意見陳述）の申立て、証拠調べの
請求、証人喚問の申立てがあった場合の手続、取扱方。
・審判団の構成、審理員の配置：これまでの一般コミッショナー・GCによる審
理では、法律専門職でない審理員が配置されてきた。しかし、今後、法曹資格
を有する審判官・ジャッジが審理を主宰し、複雑な事案では、複数の審理員か
らなる審判団で審理されることになるが、その構成のあり方。
・審理員の任命：審理員の任命は、省外公共機関・NDPB＝NonDepartmental
PublicBodyである独立した司法職選任委員会・JAC＝Judicia1
（40）See，TribunalsService，TaxAppealsModemisation：StakeholderGroup：Paer
1／summaryofissuesouffutureStakeholderGroupwork（PaperSGOO8／Ol）。
http：／／wwwgeneralcommissionersgo紘uk／Documents／sgO8＿paper1＿
issuerequirfutureSGworkpdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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AppointmentsCommissionが推挙した候補者名簿の中から大法官が任命す
ることになっているが、名簿掲載者の租税に関する知見の判定、さらには審理
員の研修のあり方。
・裁決の形式：裁決は原則として書面交付の形式によること、裁決書への記載内
容（事実の概要、主文、理由附記など）の程度。
・再審査請求の許可要件：第一段階審判所の裁決に不満な場合の上級審判所への
再審査請求の許可要件、直接上級審判所への飛躍再審査請求（みなす再審査請
求）の許可要件などのあり方。
・審判所規則や審判所の指示：審判所規則・rulesの制定のあり方、審判所の指
示・directionsにかかる課題の検討。
・争訟費用の分担：勝敗にかかわらず、各当事者が自己の争訟費用を負担する原
則の可否。
・税額控除：各種税額控除・taxcreditsにかかる紛争処理は、第一段階審判所
の社会保障部・SocialEntitlementChamberが管轄とされているが、租税部
の管轄でなくてよいのかどうかの再検討など。
（2）旧租税審判所審理員の新審判所への異動
2009年審判所業務及び歳入関税庁不服申立ての移転に関する命令・
TransferofTribunalFunctionsandRevenueand．CustomsAppeals
Order2009（以下「2009年審判業務移転令」という。）によると、従来か
らある5種類の租税関係審判所の審理員は、一般コミッショナーの審理員
などは別として、次のとおり新審判所へ異動する（2009年審判業務移転令
5条）。
【図表1工一5】審理員の新審判所への異動
旧職位 新職位
特別コミッショナー 上級審判所の審判官
特別コミッショナー代理 第一段階審判所の審判官および上級審
判所の審判官代理
付加価値税関税審判所長 上級審判所の審判官
付加価値税関税審判所の担当審判官 第一段階審判所の審判官および上級審
判所の審判官代理
付加価値税関税審判所の審理員 第一段階審判所の審理員
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706条審判所の担当審判官
706条審判所の審理員
704条審判所の担当審判官
704条審判所の審理員
上級審判所の審判官
第一段階審判所の審理員
上級審判所の審判官
第一段階審判所の審理員
（3）審判所手続委員会による審判所規則制定作業
すでにふれたように、2007年審判所実施法は、省外公共機関・NDPB
である審判所手続委員会・TribunalProcedureCommitteeに対して、
審判所手続規則・TribunalProcedureRulesを制定する権限を付与して
いる（法22条2項）。この権限に基づき、審判所手続委員会は、第一段階
審判所の各部に関する規則・rules、および上級審判所規則・rulesの作成
にあたっている。
4新租税審判所および上級審判所手続規則の分析
租税審判手続については、2009年4月1日現在までのところ、「2008審
判所手続（上級審判所）規則・TribunalProcedure（UpperTribuna1）
Rules2008」や「2009年第一段階審判所（租税部）規則・First－tier
Tribuna1（TaxChamber）Rules2009」が、すでに施行されている。
（1）第一段階審判所租税部での審理手続の骨子
第一段階審判所租税部は、所得税や法人税などの直接税から、付加価値
税から個別消費税などの間接税までさまざまな税目にかかる審査請求事案
を審理する。また、単純な事案から複雑な事案まで、さらには、争点金額
の多寡にかかわらず、基本的には同じ手続で審理する。この点、ニュージー
ランドやカナダのように、国によっては、争点金額の多寡、争点の難易度
などに応じて、審理手続を「一般」と「簡易・少額」に分けて審理手続す
すめる仕組みになっているところもある。サービス利用者の便宜と事務の
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効率性の確保がねらいである。イギリスの第一段階審判所租税部は、争点
金額の多寡による手続の差別化は行ってしない。しかし、事務の効率性の
確保などには、審判所規則で配慮している。
課税処分等について審査請求があり、その請求が適式であれば、第一段
階審判所租税部は審理を開始することになる。この場合、租税部は、2009
年第一段階審判所（租税部）規則・First－tierTribuna1（TaxChamber）
Rules2009に基づいて、審査請求事案を次のようにクラス分け・allocation
ofcasestOcategoriesしたうえで、審理手続をすすめることになってい
る（同規則第3編第2部）（41）。
【図表1－6】審査事案のクラス分け
・聯i繋灘難灘欝繋灘li鞍霧・DefaultPapercases：このクラスに振り分けられた審
査請求事案にあたるものとしては、期限後申告に対して課された附帯税などを
あげることができる。原則として、口頭弁論（口頭審理）を開かないで判断す
る事案をいう（同規則23条2項a号、26条6項）。当事者は、書面審査にかえ
て、口頭弁論（口頭審理）のかたちで実質審理をするように求めることができ
る（同規則26条7項）。
・馨鑛雛1灘舞雛鰯・Basiccases：このクラスに分けられるものとしては、
前掲書面審査対象クラスにあてはまらない事案である。原則として、必要な文
書交換を行い、かつ、口頭弁論（口頭審理）を経て判断する（同規則23条2項
b号、24条）。
・一鍵難鑛馨鍵議・Standardcases：このクラスに分けられるものとしては、
前掲書面審査対象クラスおよび基礎的審理対象クラスにあてはまらない事案で
ある。より詳細な事案管理を行い、かつ、口頭弁論（口頭審理）を経て判断す
る（同規則23条2項c号、規則27条）
・灘難馨灘i灘灘・Complexcases：このクラスに分けられるものとしては、
口頭弁論（口頭審理）を経て判断されるが、事案が、（a）長文にわたるもしく
は複雑な証拠又は長期の審理を必要とするもの、（b）複雑かつ重要な原則もし
くは争点に関するもの、または、（c）金額的に多額なもの（同規則23条2項d
号、23条4項）
（41）租税部（TaxChamber）とは、2008年第一段階審判所並びに上級審判所（部及び
上訴）令（First－tiertribunalandUpperTribuna1（ChambersandOnward
Appea1）Order2008）に定める租税部（TaxChamber）をさす。
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なお、複雑な審査対象クラスにあてはまるとされ、とりわけ争点が法的
なものである事案については、第一段階審判所租税部の部長審判官からの
許可があれば、これを上級審判所金融租税部へ移送して審査にあたらせる
ことができる（同規則28条）。
（2）新r第一段階審判所租税部手続規則」の抄訳紹介
第一段階審判所租税部の手続に関しては、固有の規則・rulesが定めら
れている。r2009年審判所手続（第一段階審判所）（租税部）規則・Tribuna1
Procedure（First－tierTribuna1）（TaxChamber）Rules2009」〔2009年
273（L1）号〕（以下「第一段階審判所租税部手続規則」という。）である。
この規則は、2009年2月5日に制定され、同年2月13日に議会の承認を得
て公布、2009年4月1日に施行された（42）。
そこで、以下においては、審判所租税部手続規則の主要な規定を抜粋し、
仮訳・分析したうえで、その概要を図説する。
【図表且一7】第一段階審判所租税部手続規則の概要
第1編序章
規則第1条〔弓1用、施行、適用および解釈〕
これらの規則を「2009年審判所手続（第一段階審判所）（租税部）規則」とし
て引用し、かつ、2009年4月1日から施行する（第1項）。これらの規則は、
r2008年第一段階審判所および上級審判所（諸部）令」の規定により租税部に配
賦される審判所の手続に適用する（第2項）。これらの規則において、次に掲げ
る用語の意義は、それぞれに定めるところによる（第3項）。
r2007年審判所実施法・the2007Act」とは、2007年審判所、裁判所およ
び実施法・Tribuna鳳CourtsandEnforcementAct2007をいう。
「審査請求人・appellant」」とは、（a）審判所に対して審査請求をする者
（申請もしくは付託により審査請求をするまたはその通知をするがどうか
は問わない）、（b）複数の者が共同で手続を開始し、その過程に応じて、
共同でまたは個別にその手続をすすめている者、（c）本規則第9条〔当事
者の差換えおよび追加参加〕の規定により審査請求人として差換えられた
（42）http：／／www，ops上gov．uk／si／si2009／pdf／uksi＿20090273＿enpdf
イギリスの租税審判所制度の抜本改革（石村）（51）154
者、をいう。
r申請人・applicant」とは、上級審判所における司法審査手続に訴える許
可または提訴する者、および、裁判所から上級審判所に移送された司法審
査手続のおいてはその移送直前の手続において請求人・claimantまたは
上訴人・petitionerであった者を含む。
r基礎事案・Basiccases」とは、本規則第23条〔事案のクラス分け〕の規
定に基づき基礎カテゴリーに振り分けられた事案をいう。
r複雑事案・Complexcases」とは、本規則第23条〔事案のクラス分け〕
の規定に基づき複雑カテゴリーに振り分けられた事案をいう。
「記載不備事案・DefaultPapercase」とは、本規則第23条〔事案のクラ
ス分け〕の規定に基づき記載不備カテゴリーに振り分けられた事案をいう。
「文書・documents」とは、いかなる様式において記録されているすべて
の情報をいい、かつ、本規則の規定または審判業務指示もしくは指示に基
づいて文書もしくは文書の副本を提供または開示請求に応じる義務とは、
審判所が別段の指示をする場合を除き、読み易い様式または、既定の読み
易い様式で準備されている様式において当該文書もしくはその副本を提供
または開示請求に応じる義務をいう。
r審理・hearing」とは、口頭での弁論をいい、かつ、審理の全部もしくは
一部につき、ビデオリンク、電話その他の同時双方向電子通信・instantaneous
two－waycommunication手段を使って行われる場合を含む。
r歳入関税庁・MCRC」とは、HerMajesty’sRevenueandCustomsを
いい、2002年犯罪収益移転防止法・ProceedsofCrimeAct2002（b）第317
条の規定に基づき権限行使をする重要組織犯罪庁・SeriousOrganized
CrimeAgencyを含む。
r当事者・party」とは、審判所手続における審査請求人、相手方・respondent
にあたる者（または、審判所がその手続を処理した時点で当該者であった
者）をさす。
r審判業務指示・practicedirection」とは、2007年審判所実施法第23条の
規定に基づき出された指示をいう。
r相手方・respondent」とは、次の各号に掲げる者をいう。
（a）歳入関税庁・MCRC、ただし、審査請求人（もしくはそのうちの1人）
が歳入関税庁・MCRCでない場合、
（b）歳入関税庁・MCRCのみで手続がすすめているときには、その手続の相
手方またはその手続の関係者、
（c）本規則第9条の規定〔当事者の差換えおよび追加参加〕により利害当事
者として差換えられたもしくは追加された者。
「標準事案・Standardcases」とは、本規則第23条〔事案のクラス分け〕
の規定に基づき標準カテゴリーに振り分けられた事案をいう。
「租税部・TaxChamber」とは、2008年第一段階審判所および上級審判所
（各部）令・First－tierTribunalandUpperTribuna1（Chamber）Order
2008により設立された第一段階審判所の租税部をいう。
「審判所・Tribuna1」とは、第一段階審判所をいう。
規則第2条〔主要な目的および当事者の審判所への協力義務〕
これらの規則は、審判所【以下、r上級審判所」と表記せず、たんにr審判所」
という場合には、第一段階審判所をさす。・訳注】が、公正かつ正義にかなうよ
うに事案を処理できるようにすることを重要な目的とする（第1項、第2項）。
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審判所は、この規則により付与された権限の行使や、諸規則および審判業務指針・
practicedirectionの解釈にあたり、この目的を実現できるようにしなければな
らない（第3項）。当事者は、この目的を推進するために審判所を支援し、かつ、
審判所に協力しなければならない（第4項）。
規則第3条〔争訟外紛争解決手続および仲裁〕
審判所は、適切と認める場合には、当事者間での争点について、争訟外紛争解
決手続・ADRニAltemativedisputeresolutionの利用について当事者の注意を
喚起し、かつ、これらの規則の目的に照らして、当事者が望むときには、ADR
手続を利用するものとする（第1項）。この場合においては、審判所が行う手続
には、1996年仲裁法・ArbitratiOnAct1996第1章の規定は適用除外とする（第
2項）。
第2編一般的権限および総則
規則第4条〔職員に対する権限委任〕
【大法官・LordChancellorは、審判所の一般事務にかかる自己の権限を代っ
て行使する職員を任命できる。ただし、その職員に司法審査権限や司法上の裁量
の行使に関する権限を委任することはできない（審判所実施法40条）。・訳注】
この場合においても、きわめて限定された範囲であれば、審判所長・Senior
PresidentOfTribunalsが特別に許可するときには、これができる（第1項、
第2項）。ただし、こうした職員がかかわって下した司法判断を含む裁決につい
ては、当事者が、裁決の日から14日以内に申立てを行い、ジャッジの資格を有す
る審理員に当該裁決の再調査を求めるこ．とができる（第3項）。
規則第5条〔事案を指揮する権限〕
審判所は、独自に手続に関する規則を制定することができる（第1項）。審判
所は、事案の処理手続をすすめるに必要な指示・directionsをすることができる。
この場合の指示には、当初の指示の修正、停止または保留を含む（第2項）。と
くに、審判所は、次に掲げる事項について指示を出すことができる。（a）法令の
ゆるされる範囲内で、規則、審判業務指示または指示に定める各種受忍期問の延
長または短縮をすること。（b）2つ以上の手続もしくはそれらの手続の部分の併
合審理、あわせ審理または事案の移送をすること。（c）当事者に書類の修正を許
可または要請すること、（d）当事者その他の者に対し、文書、情報もしくは物件
を審判所または当事者へ提供するように求めることまたは当事者が求めることを
許可すること、（e）予備的に争点を処理すること、（f）事案の管理に関する口頭
弁論〔口頭審理〕を含むあらゆる事項を検討するための審査をすること、（g）口
頭弁論の形式を決めること、（h）口頭弁論を休止または延期すること、（i）当事
者に対して審理に必要な書類一式を提供ように求めること、（j）手続を一時停止・
stay（またはスコットランドではsist）すること、（k）他の審判所がその手続に
関する管轄を有する場合であり、かつ、（i）手続開始以降状況が変化したために
その審判所がその手続に関してもはや管轄を有しない、または、（ii）審判所が当
該事案につき判断を下すより適切な裁断場所・forumは他の審判所であると認
めるときには、そこへの手続の移送、（1）第一段階審判所または上級審判所の決
定を記した裁決に暇疵あると思う場合に、職権または当事者からの申立てに基づ
き、当該裁決をレビュー（再調査）するために、当該裁決の効力を停止すること
（第3項）。
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規則第6条〔職権による指示および当事者による指示の申請手続〕
審判所は、職権または1人以上の当事者の申請に基づいて、指示をすることが
できる（第1項）。指示にかかる申請は、（a）審判所への申請書の送達、または
（b）審理中に口頭で、これを行うことができる（第2項）。指示申請書には、そ
の理由を記載しなければならない（第3項）。審判所は、指示を出さないことに
正当な理由があると認められる場合を除き、各当事者およびその指示により影響
を受けるその他の者に対してその指示について書面で通知しなければならない
（第4項）。前項の規定により審判所が出した指示の通知を受けた当事者その他の
者は、当初の指示の修正、停止または保留を含む他の指示を求めて争うことがで
きる（第5項）。
規則第7条〔規則等の遵守違反〕
規則、審判業務指示もしくは指示【以下「規則等」という。・訳注】に定める
要件が遵守されていないとしても、これをもって手続またはその手続にそって決
められたことが当然に無効となることはない（第1項）。しかし、不服申立ての
当事者が規則等に定める要件を遵守しない場合には、審判所は、正義にかなうた
めに、次の各号に掲げる決定をすることができる。（a）要件の免除、（b）棄却、（c）
本規則第8条に定める権限の行使（手続からの排除・strikingout）、（d）手続へ
の参加の制限、または（e）争訟外紛争解決手続・ADRにおいての権限の行使
（第2項）。第一段階審判所は、上級審判所に付託し、かつ、上級審判所に2007年
審判所実施法第25条〔上級裁判所の補完的権限〕の規定により付与されている高
等裁判所（イングランドおよびウェールズ）または民事上級裁判所（スコットラ
ンド）がもつと同様の権限〔証人喚問権、資料閲覧権その他の権限〕を行使し、
第一段階審判所が課した要件の遵守違反に対して、次に掲げるように対処するこ
とを求めることができる。（a）違反者が証拠を提供するために指定された場所に
出頭すること、（b）その他審判所自身で証拠を収集すること、（c）証拠提出にあ
たり宣誓すること、（d）証人として証拠提出をすること、または（f）文書その他
の物件（事務所を含む。）の検査を実施すること（第3項）。
規則第8条〔手続からの当事者の排除〕
審査請求人・appellantは、指示を遵守しない場合で、当該指示において審査
請求人が指示に従わない場合には手続またはその一部から排除すること・
strikingoutを定めているときには、当該手続またはその該当する部分から自動
的に排除される（第1項）。審判所は、（a）その手続の全部またはその一部につ
いて管轄権を有しない場合と、（b）本規則第5条第3項第k号（i）〔他の裁判所
または審判所への移送〕の規定に基づき事案を他の審判所もしくは裁判所へ移送
した場合には、それに関係する手続またはそれに該当する手続部分を排除しなけ
ればならない（第2項）。審判所は、次の各号に掲げる場合には、それに関係す
る手続またはそれに該当する手続部分を排除しなければならない。（a）審査請求
人が指示を遵守しない場合で、当該指示において審査請求人が指示に従わない場
合には手続の全部またはその一部から排除することを定めているとき、（b）審査
請求人が、審判所が公正かつ正義にかなう手続の処理をすることができない程度
に非協力的であるとき、または、（c）審判所が当該審査請求人の事案もしくはそ
の一部について合理的に成立しないと認められるときには、その手続の全部また
は一部を排除することができる（第3項）。審判所は、第2項または第3項第b
号もしくは第c号に規定する手続の全部または一部にかかる排除案に関し当該審
151（54）白鴎法学第16巻1号（通巻第33号）（2009）
査請求人に対し口頭陳述の機会を与えることなしに、手続の全部またはその一部
から排除することはできない（第4項）。審判所が排除を決定した場合、当該審
査請求人は、その回復を求めて再申請ができる（第5項）。この場合において、
当該再申請は、・審判所が排除にかかる通知を行った日から28日以内にこれを書面
で行うものとする（第6項）。指示を遵守しない審査請求人に対し適用になる排
除措置は、もう一方の当事者である相手方にも適用する。ただし、（a）その排除
措置の適用により当該相手方の手続参加を妨げることになる場合や、（b）審査請
求人による原状回復のための再申請により当該相手方の手続参加を妨げることに
なる場合には、この限りではない（第7項）。審判所は、当該相手方がこの排除
措置により手続参加が禁止されており、かつ、その禁止が解除されていない場合
には、その相手方から提出された反論その他の提出物を考慮せずに、いかなる争
点もしくはあらゆる争点について当該相手方に不利に判断することができる（第
8項）。
規則第9条〔当事者の差換えおよび追加参加〕
審判所は、次の各号に掲げる場合には、当事者を差し換えるように指示できる。
（a）誤った者が当事者になっているとき、（b）手続開始の時とは状況が変化し、
差換えが必要なとき（第1項）。審判所は、この手続の相手方に追加参加を指示
できる（第2項）。手続の当事者でない者は、この規則に従って当事者として追
加参加をするための申請ができる（第3項）。審判所が、参加申請を認めない場
合には、審判所に対し物件または証拠を提出するための申請をした者として認め
るどうかを判断しなければならない（第4項）。審判所は、当事者の差換えまた
は追加参加について指示を出す場合には、適切と認められるかたちで指示するこ
とができる（第5項）。
規則第10条〔争訟費用負担命令〕
審判所は、次に掲げる場合に限り、争訟費用・costs（スコットランドでは
expenses）の負担を命じることができる。（a）2007年審判所実施法第29条第4
項に規定する「無駄な費用・wastedcosts」にあたること、（b）審判所が、当事
者またはその代理人が、手続の提起、防御または遂行において不合理な行為を行っ
たと認めるとき、または、（c）本規則第23条の規定により複雑事案・Complex
caseにクラス分けされた手続であり、かつ、納税者が複雑事案にクラス分けさ
れたことの通知を受け取ってから28日以内に審判所に対し、当該手続に関し生じ
るであろう費用負担の免除を求める申請書を送付または交付【以下、双方を一括
してr送達」と訳す。・訳注。】していないとき（第1項）。費用負担命令は、審
判所の職権または申立てによる（第2項）。費用負担命令を申し立てる者は、そ
の申立書を、審判所と、審判所からの命令で費用負担の応じることになる者の双
方に送達するものとし、かつ、申立書とともに審判所が賦課決定するために十分
に詳しい費用負担見積書を送達するものとする（第3項）。費用負担命令の申立
ては、手続中であればいつでもこれを行うことができる。この場合において、申
立ては、（a）審判所が手続におけるすべての争点についての最終処分が決り裁決
を記した裁決書、または、（b）本規則第17条〔取下げ〕の規定により手続を終了
する通知書、を送達した日から28以内に行わなければならない（第4項）。審判
所は、（a）負担者・payingpersonに陳述する機会を与え、かつ、（b）負担者が
個人の場合はその者の財政状態を考慮したうえでなければ、費用負担を命じるこ
とはできない（第5項）。【以下、邦訳・略】
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規則第11条〔代理人〕
当事者は、手続における当事者を代理する代理人・representative（争訟代理
人かどうかを問わない。）を選任することができる（第1項）。当事者が代理人を
選任した場合には、当該当事者（または代理人。ただし、争訟代理人である代理
人に限る。）は、審判所およびもう一方の当事者に対して、その代理人の住所お
よび氏名を記した通知書を送達しなければならない（第2項）。この規則等によ
り当事者が行為することを許可または要求された事項については、証言書への署
名を除き、当該当事者の代理人がこれを行うことができる（第3項）。代理人の
選任にかかる適式の通知書を受領した者は、いかなる書類も、代理を依頼した当
事者ではなく、その代理人に対して提供しなければならない。この場合において、
その代理人は、当該代理人またはその代理人を依頼した当事者から、代理人でな
い旨の解任通知書を受け取るまで正式に選任された状態にあると推定する（第4
項）。審理において、当事者は、審判所の許可を得て、その当事者の陳述を補佐
する代理人等【わが国でいう補佐人に匹敵・訳注】として行動する他の者に付き
添ってもらうことができる（第5項）。この場合において、当事者に付添をする
者（ただし、代理人として選任された者は除く。）には、選任通知書および解任
通知書に関する規定（第2項および第4項）は適用ないものとする（第6項）。【以
下、邦訳・略】
規則第12条〔期間の算定時期〕
【邦訳・略】
規則第13条〔文書の送達〕
【邦訳・略】
規則第14条〔文書および情報の利用〕
【邦訳・略】
規則第15条〔証拠および提出物件〕
【邦訳・略】
規則第16条〔証人の喚問または召喚および質問回答命令または物件提出命令〕
【邦訳・略】
規則第17条〔取下げ〕
【邦訳・略】
規則第18条〔事案の移送〕
【邦訳・略】
第3編審判所手続
第1章手続の開始およびクラス分け
規則第19条〔相手方に対する通知なしの手続〕
事案または事項について、相手方に対する通知または相手方の関与なしに議決
できるのは、（a）書類を相手方に対しもしくは相手方から提供されるように求め
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る本規則の規定および（b）その手続に相手方の参加を認めるその他の規定が当
該事案または事案に適用されない場合とする。
規則第20条〔審査請求手続の開始〕
法律は審判所にする審査請求またはその通知者について定めており、審査請求
人は、当該法律に定める期限内に審判所に対する審査請求通知書・noticeof
appealの送達することにより手続を開始しなければならない（第1項）。審査請
求通知書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。（a）審査請求人の氏
名および住所、（b）審査請求人の代理人（ただし、代理人がいる場合に限る。）
の氏名および住所、（c）審査請求人に対して資料を送達する住所、（d）審査請求
にかかる原処分の詳細、（e）審査請求人が主張する趣旨、ならびに、（f）審査請
求の理由（第2項）。審査請求人は、審査請求通知書に、当該審査請求人が保有
するまたは合理的に入手できる原処分にかかる通知書面および当該処分の理由記
載書の副本を添付しなければならない（第3項）。審査請求人は期限内に審査請
求通知書を審判所に提出しなければならない。審判所が期限を延長した場合には、
期限後提出が認められる（第4項）。審判所は、審査請求通知書を受理した場合、
相手方に対しても手続の通知をしなければならない（第5項）。
規則第21条〔申請書または事案付託書の提出による手続の開始〕
法律は審判所に対する申請書または事案付託書を提出できる者について定めて
おり、審査請求人は当該法律に定める期限までに審判所に申請書または事案付託
書の提出によって手続を開始することができる（第1項）。申請書または事案付
託書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。（a）審査請求人の氏名お
よび住所、（b）審査請求人の代理人（ただし、代理人がいる場合に限る。）の氏
名および住所、（c）審査請求人に対して文書を送達する住所、（d）各相手方（た
だし、相手方がいる場合に限る。）の氏名および住所、（e）申請書または事案付
託書の請求原因に関連する事実、（f）審査請求人が主張する趣旨（ただし、主張
がある場合に限る。）、ならびに、（g）申請書または事案付託書にかかる請求理由
（第2項）。審査請求人が、申請書または事案付託書を、第3項に規定する期限後
または本規則第5条第3項に規定する延長期限内に審判所に対して行う場合には、
（a）当該申請書または事案付託書には、期限の延長申請および期限内にそれを提
出できなかった理由を記載しなければならず、かつ、（b）審判所が本規則第5条
第3項第a号の規定による申請期限の延長をしない場合には、審判所は当該申
請書または事案付託書を受理してはならない（第3項）。審判所は、申請書また
は事案付託書を受理した場合、その副本と添付書類の副本とを相手方に送付しな
ければならない（第4項）。
規則第22条〔納付困難申請〕
規則第22条は、争点金額が未納である場合には、いかなる状況においても、歳
入関税庁・HMRCまたは審判所が審査請求手続に同意しない限り、当該審査請
求を行うことができないと法律で規定されているときにも適用される（第1項）。
審査請求人は、手続を開始した場合には、次に掲げる事項を、不服申立通知書の
なかに記載するかまたは添付しなければならない。（a）審査請求人が争点金額を
納付済みかどうかの記載、（b）審査請求人が争点金額を未納であるときには、歳
入関税庁・HMRCに対して審査請求手続に同意を求めて申請をしたかまたはそ
の結果に関する記載、および、（c）歳入関税庁・HMRCが申請を受理しなかった
ときには、審判所に対して審査請求手続に同意するように求めた申請（第2項）。
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審判所に審査請求手続に同意するように求める申請にあたっては、申請理由およ
び審査請求人がその申請を認めさせるために提出をしようとしている証拠となる
文書一覧を添付しなければならない（第3項）。審査請求人が、審査請求をする
に先だって歳入関税庁・HMRCまたは審判所に同意を求めている場合には、審
判所は、その点にかかる歳入関税庁・HMRCまたは審判所への申請が裁断され
るまで、審査請求手続を停止しなければならない（第4項）。
規則第23条〔事案のクラス分け〕
審判所は、不服申立通知書、申請通知または事案付託書を受領した場合には、
当該事案を、次項に掲げるクラス・categoriesの一つに振り分ける指示をしな
ければならない（第1項）。前項にいうクラスとは、次の各号に掲げる区分に応
じ当該各号に定めるところによる。（a）記載不備事案・DefaultPapercase原
則として、審理（口頭弁論）を経ることなしに判断する事案をいう。（b）基礎事
案・Basiccases原則として、審理を開催して必要な文書の交換を行い、かつ、
口頭弁論を経て判断する事案をいう。（c）標準事案・Standardcases原則とし
て、より詳細な事案管理を行い、口頭弁論を経て判断をする事案をいう。（d）複
雑事案・Complexcases第4項および第5項に掲げる事案をいう（第2項）。
審判所は、当事者の申立てまたは職権に基づき、いかなる時でも、あるクラスか
ら他のクラス再振分するためも指示をすることができる（第3項）。審判所は、
第1項または第3項の規定により、その事案が次に掲げるものにあたると認める
場合には、複雑事案に振り分けることができる。（a）長文にわたるもしくは複雑
な証拠または長期の審理を必要とするもの、（b）複雑かつ重要な原則もしくは争
点に関するもの、または、（c）金額的に多額なもの（第4項）。その事案が、複
雑事案に振り分けられた場合には、（a）規則第10条第1項第c号〔複雑事案にか
かる争訟費用負担〕の規定が当該事案に対して適用され、かつ、（b）規則第28条
〔複雑事案の上級審判所への移送〕の規定が当該事案に適用される（第5項）。
第2章事案のクラス分け後の手続一
規則第24条〔基礎事案〕
規則第24条は、基礎事案に適用する（第1項）。規則第25条〔事案にかかる相
手方の答弁書〕は適用されず、かつ、第3項の規定および審判所の指示に従って、
事案は直接審理に入るものとする（第2項）。相手方が、口頭弁論手続において、
審査請求人と事前に話し合っていない事項を争いの理由とする場合には、その理
由を当該審査請求人に対して通知しなければならない（第3項）。相手方は、前
3項に規定する理由を審査請求人に通知するように求められる場合には、次の各
号に掲げる方法においてそれをしなければならない。（a）その事案を知ってから
できるだけ速やかに、かつ、（b）口頭弁論において審査請求人が当該理由に反論
できるだけ十分に詳しく（第4項）。
規則第25条〔相手方の答弁書〕
相手方は、審判所、審査請求人その他相手方に対して答弁書・statementof
case【事案に関する自己の主張（反論）を記した書面・訳注】を、次の各号に
掲げる区分に応じ当該各号に定める期間内に送達しなければならない。（a）記載
不備事案の場合には、審判所が不服申立通知書または申請通知書もしくは事案付
託書の副本を送付後42日以内、または、（b）標準事案または複雑事案の場合には、
審判所が不服申立通知書または申請通知もしくは事案付託書の複本を送付後60日
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以内（第1項）。答弁書には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。
（a）審査請求にかかる処分が下された当該法律の規定、および（b）当該事案にか
かる相手方の主張（第2項）。答弁書には、当該事案の審理を経たうえで判断す
べきか、または、審理を経ずに判断すべきかを含め、記載できる（第3項）。相
手方が、審判所に対して答弁書を期限後または延長期限内に審判所に提出する場
合、当該答弁書には、期限の延長申請および期限内にそれを提出できなかった理
由も記載しなければならない（第4項）。
規則第26条〔記載不備事案にかかる手続の進行〕
規則第26条は、記載不備事案に適用する（第1項）。審査請求人は、相手方か
ら答弁書の送達を受けた日から30日以内に反論書を送達できる（第2項）。審査
請求人の反論書には、次の各号に掲げる事項を記載できる。（a）相手方の答弁書
に対する反論、（b）その他の情報（当該情報を記載した文書の副本を含む。）で、
いまだ審判所に提出しておらず、かつ、当該事案に関するもの、ならびに、（c）
当該事案は審理を経たうえで判断すべき旨の要求（第3項）。審査請求人は、反
論書の副本を審判所に提供するとともに、相手方に対しても送達しなければなら
ない（第4項）。審査請求人が、審判所に対して反論書を期限後または延長期限
内に審判所に提出する場合、当該反論書には、期限の延長申請および期限内にそ
れを提出できなかった理由も記載しなければならない（第5項）。審査請求人か
らの反論書の提出または審査請求人の反論書提出期限の経過を受けて、審判所は、
別段の指示により第7項の規定〔審理開催の議決〕するところにあたるとする場
合を除き、審理を経ないで当該事案について議決しなければならない（第6項）。
審判所は、当事者が審理・口頭弁論の開催を書面で申し立てた場合には、当該事
案の議決に先だって、口頭弁論を開かなければならない（第7項）。
規則第27条〔標準または複雑事案にかかる手続の進行〕
規則第27条は、標準事案と複雑事案とに適用する（第1項）。別段の指示があ
る場合を除き、相手方が事案に関する答弁書を送達した日（または、相手方が1
人以上いる場合には、最終の答弁書を送達した日）から42日以内に、各当事者は、
審判所および他方当事者に対して、次の各号に掲げる文書一覧を送付するものと
する。（a）当事者が所持するもの、その専有権または副本を作成する権利にかか
る一覧、および（b）当事者が手続において証拠とすることまたは提出を予定し
ている文書一覧（第2項）。前項に規定する文書一覧を提供する当事者は、もう
一方の当事者に対して、その一覧に記載された文書（ただし、特権を付与された
文書を除く。）の閲覧または副本の作成を認めなければならない（第3項）。
規則第28条〔複雑事案の上級審判所への移送〕
審判所は、事案が複雑事案に振り分けられた場合には、当事者の合意に基づき、
当該事案の上級審判所への移送を認めるように求めて、租税部の部長審判官に当
該事案を付託することができる（第1項）。前項の規定により事案が上級審判所
へ付託された場合には、租税部の部長審判官は、上級審判所金融租税部の部長審
判官の同意を得て、当該事案は上級審判所に移送したうえで議決するように指示
できる（第2項）。
第3章審理
規則第29条〔審理を経た議決および審理を経ない議決〕
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規則第26条第6項〔記載不備事案にかかる審理を経ない議決〕および次項に基
づき、審判所は、次の各号に掲げる場合を除き、手続の全部または一部の判断に
かかる裁決をするに先だって審理・口頭弁論を開催しなければならない。（a）各
当事者が、当該事項について審理を経ないで裁決することに同意しており、かつ、
（b）審判所が当該事案について審理を経ないで裁決できると認めていること（第
1項）。規則第29条は、第4編〔審判所裁決の訂正、破棄、レビュー〔再調査〕
再審査請求〕の規定による裁決に対しては適用しない（第2項）。審判所は、審
理を経ないで、本規則第8条〔手続からの当事者の排除〕の規定のよる手続の全
部または一部を判断することができる（第3項）。
規則第30条〔審理に参加する権利〕
規則第19条〔相手方に対する通知なしの手続〕および第32条第4項〔審理から
の退席〕に規定に基づき、各当事者は手続において審理に参加する権利を有する。
規則第31条〔審理の通知〕
審判所は、各当事者に対して、いかなる審理（審理の休止または延期を含む。）
に関しても、その審理・口頭弁論を開催する時問および場所ならびに変更された
審理・口頭弁論の開催時問および場所について合理的な通知を行い、審理に参加
する権利を与えなければならない（第1項）。手続にかかる判断をするための審
理に関し、前項の規定にかかる通知期間は、14日を超えなければならない。ただ
し、次の各号に掲げる理由があるときには、審判所は、14日以内の通知とする。
（a）当事者の同意がある、または、（b）緊急かつ例外的な状況にある（第2項）。
規則第32条〔公開審理および非公開審理〕
次項の規定により、すべての審理・口頭弁論は公開で開催されなければならな
い（第1項）。審判所は、次の各号に掲げる目的から、審理の全部またはその一
部の公聴を制限することを正当と認めるときには、非公開とする旨の指示を出す
ことができる。（a）公序もしくは国家の安全の利益のため、（b）私人や家族生活
に関する人権保護のため、（c）センシティブ情報の秘匿性維持のため、（d）公益
に対する著しい侵害を回避するため、または（e）正義の利益に対する偏見にあ
たらないようにするため（第2項）。審理の全部またはその一部を非公開とする
場合、審判所は、誰に当該審理の全部またはその一部の公聴を認めるかを決する
ものとする（第3項）。審判所は、次の各号の掲げる者を、審理、またはその一
部から退席・excludeさせるための指示を出すことができる。（a）審判所が審理
を妨害しているもしくは妨害するおそれがあると認められる行為をする者、（b）
審判所が他の者が自由に証言をするもしくは物件を提出するのを妨げるおそれが
あると認められる行為をする者、（c）その者の参加により審理の目的が達せられ
なくなると思われる当該者、または、（d）18歳未満の者（第4項）。審判所は、
証人が証拠を提出するときまで当該証人に退席の指示を出すことができる（第5
項）。審判所は、審理の全部または一部が非公開とされた口頭弁論から得られた
裁決を裁決集に掲載しようとする場合で、裁決集に当該裁決を掲載することは審
理を非公開で開催した目的に反することになるときには、裁決集にはできる限り
非公開とされなかった審理の一部のみを表記することにより、情報（審理の一部
が非公開で開催されたがためにその任務を遂行した者の本人確認ができる情報を
含む。）が開示されないようにするものとする（第6項）。
規則第33条〔当事者不参加での審理〕
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当事者が審理に参加しなかった場合で、次の各号に掲げる要件を満たすことが
できるときには、審判所は、口頭弁論をすすめることができる。（a）当事者が審
理の通知を受けているか、または、その審理にかかる当事者に対して通知をする
ための合理的な手段が取られていること、および、（b）その審理をすすめること
が正義にかなっていると認められるとき。
第4章裁決
規則第34条〔同意命令〕
審判所は、当事者の申立てがあり、かつ、その申立てが正当と認められる場合
に限り、当事者間で合意したように手続を処理し、かつ、その他適切な準備をす
るために同意命令を下すことができる（第1項）。これらの規則に別段の定めが
ある場合を除き、前項に規定により命令をするに先だって審理を開く必要はない
か、またはその命令に理由を付す必要もない（第2項）。
規則第35条〔裁決および理由の通知〕
審判所は、審理において口頭で裁決を伝えることができる（第1項）。審判所
は、手続においてあらゆる争点に関して最終的な裁断を表した裁決（ただし、第
4編に規定による裁決を除く。）をした日から28日以内に、または、その日後で
きるだけ速やかに、各当事者に対して、次の各号の掲げる事項を記載した裁決書・
decisionnoticeを交付するものとする。（a）審判所の裁決、（b）当事者が当該
裁決に対して再審査請求をする権利があること、その期間、様式、権利行使方法
を含めた告知（第2項）。当事者問で不要であると合意した場合を除いて、裁決
書には、次の文書を添付しなければならない。（a）事実認定および裁決理由の記
載書、または、（b）事実認定および裁決理由の全文（第3項）。審判所が、裁決
書の中に、認定事実および理由を記載していない、または、認定事実および理由
の概要のみを記載している場合には、その手続に関する当事者は、事実認定およ
び裁決理由の全文を求めることができ、かつ、本規則第39条〔再審査請求にかか
る許可申請〕の規定により再審査請求にかかる許可申請をするときにはそれに先
だって事実認定および裁決理由の全文を求めなければならない（第4項）。【以下、
邦訳・略】
第4編審判所裁決の訂正、破棄、レビュー〔再調査〕および再審査請求
規則第36条〔解釈〕
本編において、r再審査請求・appea1」とは、本審判所裁決に対する再審査請
求の権利行使をいい、また、「レビュー〔再調査・review〕」とは、2007年審判
所実施法第9条の規定による本審判所の裁決にかかるレビュー〔再調査〕をいう。
規則第37条〔事務的過誤および過失による脱漏または失念〕
審判所は、次の各号に掲げる手続を踏んだうえで、自らが出した裁決、指示ま
たは文書に関して、事務的過誤、過失による脱漏もしくは失念がある場合にはそ
れを補正することができる。（a）すべての当事者に対して訂正された裁決もしく
は指示にかかる通知をするか、または、訂正された文書の副本を送付し｝かつ、
（b）当該裁決、指示もしくは文書に関する公表情報に対する必要な訂正をするこ
と。
規則第38条〔手続に関する判断を表した裁決の取消〕
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審判所は、次の各号に掲げる場合には、手続に関する判断を表した裁決または
その裁決の一部を取り消したうえで、その裁決もしくはその一部を再決定するこ
とができる。（a）審判所が、そうすることが正義にかなうと認め、かつ、（b）次
項に定める1つ以上の要件を充足している（第1項）。その条件とは、次の各号
に定めるものをいう。（a）手続に関する文書が当事者もしくはその代理人に送達
されていなかったか、または、当事者もしくはその代理人が受け取っていなかっ
た、（b）手続の関する文書が、適切な日までに審判所に送達されていなかった、
（c）手続において、その他の手続違反があった、または、（d）当事者もしくはそ
の代理人がその手続にかかる審理に参加していなかった（第2項）。当事者は、
第1項の規定により裁決もしくはその裁決の一部の取消を求める場合には、審判
所がその当事者にその裁決通知書を送達した日から28日以内に審判所が申請を受
領できるかたちで、書面で申請をしなければならない（第3項）。審判所は、本
規則第38条の規定に基づき裁決の全部またはその一部を取り消した場合には、で
きるだけ速やかに、当事者に書面で通知しなければならない（第4項）。
規則第39条〔再審査請求にかかる許可申請〕
再審査請求にかかる許可を求めようとする者は、本審判所に対して許可申請を
しなければならない（第1項）。前項に規定する申請は、審判所が次の各号に掲
げる文書を、その申請人にその申請をした日から遅くとも56日を超えない日まで
に受領できるように、審判所に送達されなければならない。（a）裁決理由書の全
文、（b）レビュー〔再調査〕に伴う裁決の修正、修正理由にかかる通知、または、
（c）裁決の取消申請が受理されなかったことの通知（第2項）。【以下、略】
規則第40条1審判所による再審査請求の許可申請にかかる審査〕
審判所は、再審査請求の許可申請を受領した場合には、本規則第2条に規定す
る主要な目的に照らして、最初に、本規則第41条〔裁決のレビュー〕の規定する
裁決のレビューを行うかどうかについて、審査をしなければならない（第1項）。
審判所が、その裁決にかかるレビューを行わないと判断した場合、または、その
裁決のレビューを行いかつその裁決の全部もしくはその一部に関して変更はしな
いと判断した場合、当該裁決の全部もしくはその一部に関して再審査請求の許可
を与えるかどうかについて審査しなければならない（第2項）。審判所は、その
決定の記録をすみやかに当事者に送達しなければならない（第3項）。審判所は、
再審査請求を許可しないとした場合には、その決定の記録を、次の各号に掲げる
文書を添付したうえで送達しなければならない。（a）不許可の理由書、（b）再審
査請求の許可を上級審判所に申請する権利があること、申請期限、申請様式、権
利行使方法の告知（第4項）。審判所は、その裁決の一部または限られた理由が
ある場合に限り再審査請求にかかる許可を与えることができる。ただし、審判所
は、不許可とする場合にかかる裁決のいかなる部分または理由に関しては、前4
項の定めるところによらなければならない（第5項）。
規則第41条〔裁決のレビュー〕
審判所は、次の各号に掲げる場合に限り、裁決のレビュー〔再調査〕を行うこ
とができる。（a）本規則第40条第1項〔再審査請求の許可申請にかかるレビュー〕
の規定により、かつ、（b）裁決に違法性があると認められる（第1項）。審判所
は、レビューの結果を書面で当事者に通知しなければならない。ただし、審判所
がそのレビューを却下すると決定したときには、この限りではない（第2項）。
審判所は、裁決にかかるレビューを却下する場合には、最初に各当事者に意見を
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陳述する機会を与えたうえでなければこれをすることはできない（第3項）。
規則第42条〔申請書を異なる類型の申請として取扱う権限〕
審判所は、裁決の訂正、取消もしくはレビュー〔再調査〕を求める申請、また
は、裁決の再審査請求の許可を求める申請を、それぞれ異なる申請として取扱う
ことができる。
（3）上級審判所金融租税部での審理手続の骨子
上級審判所金融租税部は、これまであった旧特別コミッショナーを中核
に、他の租税審判所、ならびに金融サービス金融市場審判所・FINSMAT＝
FinancialServicesandMarketsAppealTribunal（43）および年金調整審
判所・PRTニPensionsRegulatorTribuna1（44）などの審判サービス業務を
引き継ぎ、発足した。上級審判所金融租税部は、第一段階審判所租税部か
らの再審査事案に加え、高等裁判所・HighCourtから移譲を受けた司法
審査管轄を含めて、担当する。すなわち、2009年4月1日から、執行行政
庁その他公的政策実施機関による処分等にかかる司法審査は、おおむね控
（43）金融サービス金融市場審判所・FINSMAT＝FinancialServicesandMarkets
Tribuna1は、2000年金融サービス市場法・FinancialServicesandMarketsAc
2000に基づいて設置された審判機関である。認可を受けて規制業務である金融サービ
スなどを提供している各種の金融機関その他の企業に対する当局の処分等について、
処分等を受けた当事者からの不服申立てに基づいて審理を開始する。
http：／／www．fsa．gov．uk／pages／doing／regulated／1aw／focus／tribuna1．shtm1〔筆者
HP最終閲覧2009年4月1日〕。
（44）年金調整審判所・PRTは、2004年年金法・PensionsAct2004第102条に基づいて
設置された審判機関である。2004年年金法・PensionsAct2004に基づき約300人の
職員を有する事務局を持つ年金調整官・PensionsRegulatorが設置されている。年
金調整官は、勤労者向けの各種年金スキーム・work－basedpensionschemesの加
入者の権利利益保護、年金スキームの管理運営およびリスク回避のための業務を遂行
する機関である。年金調整局は、各種年金スキームの評価、監視、苦情処理をはじめ
として年金基金と事業主、労働組合、加入員など利害関係人間の利害調整を行い、必
要に応じて、命令を出し、決定を下す権限を有している。年金調整審判所・PRTは、
年金調整官が出した命令書や決定書に不服な当事者の申立てに基づいて審理を開始する。
http：／／www∫inanceandtaxtribunals．go航uk／pensionsRegulatorTribuna1．htm〔筆
者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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訴裁判所が第一審になり、これまで高等裁判所で担当してきた事項にかか
る法的争点は、上級審判所で担当することになったからである。
このための人材確保や研修などは、利用者に対して迅速・公正・効率的
な審判サービスを提供するうえで重い課題になる。政府は、審理員人事に
ついて次のような方針をとった。①上級審判所金融租税部の部長審判官・
ChamberPresidentに第一段階審判所租税部の部長審判官を兼務させる。
②高等裁判所の管轄事項の大幅な移譲があったことを織り込んで、高等裁
判所大法官部出身の判事を上級審判所金融租税部の部長審判官に任命する。
③こうした人事交流をすすめることにより、審理員に金融と租税事案に関
する情報と経験を積んでもらう。④この人事案件は、審判所長・Senior
PresidentofTribunalsが高等裁判所主席裁判官・LordChiefJustice
と協議して決定する。
ちなみに、高等裁判所判事でもあるカーンワス・LordJustice
Camwath審判所長は、ステファン・オリバー卿・SirStephenOliver
を第一段階租税部の部長代行・ActingPresidentoftheFirst－tierTax
Chamberに任命した。任期は、2011年4月16日までである（45）。
上級審判所の審理手続は、担当部の違いを問わず、基本的には、2008審
判所手続（上級審判所）規則・TribunalProcedure（UpperTribuna1）
Rules2008に拠ることになっている。
上級審判所金融租税部は、基本的には、第一段階審判所租税部が出した
裁決の法律上の争点についての再審査請求事案を審理する。再審査請求を
望む人（申請人・applicant）は、まず上級審判所に対して再審査の許可
を申し立てなければならない。この場合で、第一段階審判所が再審査請求
を認める旨の許可を出しているときには、その旨を申し立てていなければ
ならない。また、2008年11月3日以前に旧租税審判所が出した裁決につい
（45）http：／／www．judiciar弘govuk／publications＿media／media＿releases／2009／0709。
htm〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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て再審査請求を行う場合も、上級審判所に対して再審査請求の許可を申し
立てなければならない。
再審査請求の許可申請にあたっては、まず、第一段階審判所に申請して、
上級審判所に対する再審査請求の許可を得なければならない。この際に、
第一段階審判所の裁決書に加え、裁決にかかる理由が附記された理由記載
書・statementofreasonsを提出するように求められる。第一段階審判
所の裁決の通知を受けてから原則として42日以内に再審査請求の許可を求
める必要がある。ただし、特段の理由がありそれば認められれば、期限後
も許可申請ができる。
許可が得られれば、再審査申立人・appellantとなることができる。逆
に、不許可・refusalofpermissionとなれば、再審査請求ができないこ
とから、再審査請求申立人・appellantになることはできない（2008年審
判所手続（上級審判所）規則第1条3項）。
再審査請求の許可が得られた場合、再審査請求申立人は、その許可通知
書を受け取った日から30日以内に再審査請求を申し立てなければならない。
（4）新r上級審判所手続規則」の抄訳紹介
2004年4月1日に発足した上級審判所手続に関しては、固有の規則・
rulesが定められている。「2008審判所手続（上級審判所）規則・Tribunal
Procedure（UpperTribuna1）Rules2008」〔2008Nα2698（L15）〕（以
下「上級審判所手続規則」という。）である。この規則は、2008年10月9
日に制定され、同年10月15日に議会の承認を得て公布、2008年11月3日に
施行されている（46）。
そこで、以下においては、上級審判所手続規則の主要な規定を抜粋し、
（46）http：／／www．opsi，go肱uk／si／si2008／uksi＿20082698＿en＿1〔筆者HP最終閲覧2009
年4月1日〕。なお、上級審判所の「金融租税部」に固有な手続規則が制定されるの
かどうかは、2009年4月現在では定かではない。
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仮訳・分析したうえで、その概要を図説する。
【図表H－8】上級審判所手続規則の概要
第1編序章
規則第1条〔弓1用、施行、適用および解釈〕
これらの規則を「2008年審判所手続（上級審判所）規則」として引用し、かつ、
2008年11月3日から施行する（第1項）。これらの規則は、上級審判所の手続に
適用する（第2項）。これらの規則において、次に掲げる用語の意義は、それぞ
れに定めるところによる（第3項）。
・r2007年審判所実施法・the2007Act」とは、2007年審判所、裁判所およ
び実施法・Tribunals，CourtsandEnforcementAct2007をいう。
r再審査請求人・appellant」とは、上級審判所に対して再審査請求をする
者もしくは再審査請求の許可申請をする者、または、規則第9条第1項〔当
事者の差換えおよび追加参加〕の規定により再審査請求人として差換えられ
た者をいう。
・「申請人・applicant」とは、上級審判所における司法審査手続に訴える許
可または提訴する者、および、裁判所から上級審判所に移送された司法審査
手続においてはその移送直前の手続において請求人・claimantまたは上訴
人・petitionerであった者を含む。
【邦訳・略】
「手続の処理・disposeofproceedings」とは、別段の定めがある場合を
除き、手続の各部分を処理することをいう。
r文書・documents」とは、いかなる様式において記録されているすべて
の情報をいい、かつ、本規則の規定または審判業務指示もしくは指示に基づ
いて文書もしくは文書の副本を提供または開示請求に応じる義務とは、上級
審判所が別段の指示をする場合を除き、読み易い様式または、既定の読み易
い様式で準備されている様式において当該文書もしくはその副本を提供また
は開示請求に応じる義務をいう。
「審理・hearing」とは、口頭での弁論をいい、かつ、審理の全部もしくは
一部につき、ビデオリンク、電話その他の同時双方向電子通信
（instantaneoustwo－waycommunication）手段を使って行われる場合を
含む。「利害当事者・interestedparty」とは、次の各号に掲げる者をいう。（a）
司法審査手続請求の結果について直接その効果がおよぶ者、および、本規則
第28条もしくは第29条〔司法審査〕の規定により利害当事者として指定され
る者、または、本規則第9条の規定〔当事者の差換えおよび追加参加〕によ
り利害当事者として差換えられたもしくは追加された者。（b）【以下、邦訳・
略】。
・「司法審査手続・judicialreviewproceedings」とは、2007年審判所実施
法第15条から第21条に掲げる規定により上級審判所の管轄内にある手続をい
う。「争訟代理人・legalrepresentative」とは、1990年裁判所およぶ法務サー
ビス法【イングランド、ウェールズ】第119条第1項の規定により定義され
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る弁護人・advocateもしくは争訟専門職・1itigatOrをいい、スコットラン
ドでは弁護人もしくは事務弁護士・solicitorをいい、または、北アイルラン
ドでは法廷弁護士・barristerもしくは事務弁護士・solicitorをいう。
・【邦訳・略】
「当事者・party」とは、上級審判所手続における再審査請求人、申請人、
相手方・respondentもしくは上級審判所へ問題を付託する者にあたる者、
または、手続が終了している場合には、審判所がその手続に関するすべての
争点を最終的に処理したときに、審査請求人、申請人、相手方もしくは利害
当事者であった者をいう。
「許可・pemission」とは、北アイルランド法の規定に基づき提起された
事案にかかる許可・1eaveを含む。
「相手方・respondent」とは、次の各号に掲げる者をいう。
（a）他の審判所の裁決に対する再審査請求または再審査請求の許可申請の場
合には、次に掲げる再審査請求人以外の者をいう。
（i）他の審判所で当事者であった者、（ii）他の審判所で（その手続にかか
る通知を受けたならば）当事者となることができた者、または、（iii）
他の審判所の裁決に対する審査請求権を有し、かつ、審査請求の当事
者になるための上級審判所の通知を与えられる者、
（b）審判所の裁決以外の処分に対する再審査請求においては、当該処分を行っ
た者、一
（c）司法審査手続において、
（i）上級審判所で開始した手続の場合には、申請人により相手方とされた
者、（ii）【邦訳・略】、
（iii）2007年審判所実施法第20条第1項の規定により上級審判所に移送さ
れた手続においては、手続が移送される前になした申請・petitionに
ついての通知を受けた者もしくは審判所が通知をするように求められ
た者、（d）【邦訳・略】または、
（e）本規則第9条〔当事者の差換えおよび追加参加〕の規定により相手方と
して差換えもしくは追加された者。
【邦訳・略】
・「業務日・workingday」とは、土曜日、日曜日、クリスマス日、聖金曜
日〔復活祭前日の金曜日〕または1971年銀行業および金融取引業法第1条に
規定する銀行休業日を除いた日をいう。
規則第2条〔主要な目的および当事者の上級審判所への協力義務〕
これらの規則は、上級審判所が、公正かつ正義にかなうように事案を処理でき
るようにすることを重要な目的とする（第1項）。公正かつ正義にかなうように
事案を処理することとは、（a）事案の重要性、争点の複雑度、ならびに当事者間
に予想される費用および人的資源に比例した方法で事案を処理すること、（b）手
続における不要な形式主義を回避し、かつ、柔軟性を求めること、（c）上級審判
所の特別の専門的知見を効果的に活用すること、ならびに、（d）争点に応じた適
切な審査を通じて遅延を回避することをいう（第2項）。審判所は、（a）本規則
に基づき付与された権限の行使や、（b）本規則および審判業務指示・practice
directionの解釈にあたり、この目的を実現できるようにしなければならない
（第3項）。当事者は、この目的を推進するために上級審判所を支援し、かつ、上
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級審判所に一般的に協力しなければならない（第4項）。
規則第3条〔争訟外紛争解決手続および仲裁〕
上級審判所は、適切と認める場合には、当事者間での争点について、（a）争訟
外紛争解決手続・ADRニAltemativedisputeresOlutionの利用について当事者
の注意を喚起し、かつ、（b）本規則の目的に照らして、当事者が望むときには、
ADR手続を利用するものとする（第1項）。この場合においては、上級審判所
が行う手続には、1996年伸裁法・ArbitrationAct1996第1章の規定は適用除外
とする（第2項）。
第2編一般的権限および総則
規則第4条〔職員に対する権限委任〕
【大法官・LordChancellorは、上級審判所の一般事務にかかる自己の権限を
代って行使する職員を任命できる。ただし、その職員に司法審査権限や司法上の
裁量の行使に関する権限を委任することはできない（審判所実施法第40条第1項）。
訳注】この場合においても、きわめて限定された範囲であれば、審判所長・
SeniOrPresidentofTribunalsが特別に許可するときには、これができる（第
1項、第2項）。ただし、こうした職員がかかわって下した司法判断を含む裁決
については、当事者が、裁決の日から14日以内に上級審判所に対して書面で申立
てを行い、ジャッジの資格を有する審理員に当該裁決の再調査を求めることがで
きる（第3項）。
規則第5条〔事案を指揮する権限〕
上級審判所は、2007年審判所実施法その他の法律に基づいて独自に手続に関す
る規則を制定することができる（第1項）。上級審判所は、事案の処理手続をす
すめるに必要な指示・directionsをすることができる。この場合の指示には、当
初の指示の修正、停止または保留を含む（第2項）。特に、上級審判所は、前2
項に規定する原則的な権限を制限することがなければ、次に掲げる事項について
指示を出すことができる。（a）法令のゆるされる範囲内で、規則、審判業務指示
または指示に定める各種受忍期問の延長または短縮をすること。（b）2つ以上の
手続もしくはそれらの手続の部分の併合審理、あわせ審理または事案の移送をす
ること。（c）当事者に書類の修正を許可または要請すること、（d）当事者その他
の者に対し、文書、情報もしくは物件を審判所または当事者へ提供するように求
めることまたは当事者が求めることを許可すること、（e）予備的に争点を処理す
ること、（f）事案の管理に関する審理を含むあらゆる事項を検討するための審査
をすること、（g）審理の形式を決めること、（h）審理を休止または延期すること、
（i）当事者に対して審理に必要な書類一式を提出するように求めること、（j）手続
を一時停止・stay（またはスコットランドではsist）すること、（k）他の裁判所
または審判所がその手続に関する管轄を有する場合にはそこへの事案付託、（1）
第一段階審判所または上級審判所の決定を記した裁決に暇疵あると思う場合に、
職権または当事者からの申立てに基づき、当該裁決をレビュー〔再調査〕するた
めに、当該裁決の効力を停止すること（第3項）。
規則第6条〔職権による指示および当事者による指示の申請手続〕
上級審判所は、職権または1人以上の当事者の申請に基づいて、指示をするこ
とができる（第1項）。指示にかかる申請は、（a）上級審判所への申請書の送達、
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または（b）審理中に口頭で、これを行うことができる（第2項）。指示申請書
には、その理由を記載しなければならない（第3項）。上級審判所は、指示を出
さないことに正当な理由があると思われる場合を除き、各当事者およびその指示
により影響を受けるその他の者に対してその指示について書面で通知しなければ
ならない（第4項）。前項の規定により上級審判所が出した指示の通知を受けた
当事者その他の者は、当初の指示の修正、停止または保留を含む他の指示を求め
て争うことができる（第5項）。
規則第7条〔規則等の遵守違反〕
本規則、審判業務指示もしくは指示【以下「規則等」という。・訳注】に定め
る要件が遵守されていないとしても、これをもって手続またはその手続にそって
決められたことが当然に無効となることはない（第1項）。しかし、不服申立て
の当事者が規則等に定める要件を遵守しない場合、審判所は、正義にかなうため
に、次に各号に掲げる決定をすることができる。（a）要件の免除、（b）棄却、（c）
本規則第8条に定める権限の行使（手続からの排除・strikingout）、または（d）
精神衛生事案を除き、手続への当事者の参加の制限（第2項）。第4項は、第一
段階審判所が課した要件を遵守しなかった者について、次の各号に掲げることを
上級審判所へ付託してきた場合に適用される。（a）証拠を提供するために指定さ
れた場所に出頭すること、（b）その他審判所自身で証拠を収集すること、（c）証
拠提出にあたり宣誓すること、（d）証人として証拠提出をすること、または（f）
文書その他の物件（事務所を含む。）の検査を実施すること（第3項）。上級裁判
所は、前項の非遵守に関しては当該要件が上級裁判所により課されたものとみな
して、2007年審判所実施法第25条〔上級裁判所の補完的権限〕の規定により付与
されている権限を行使することができる。
規則第8条〔手続からの当事者の排除〕
再審査請求人または申請人は、指示を遵守しない場合で、当該指示において再
審査請求人または申請人が指示に従わない場合には手続またはその一部から排除
すること・strikingoutを定めているときには、当該手続またはその該当する部
分から自動的に排除される（第1項）．上級審判所は、（a）その手続またはその
一部について管轄権を有しない場合と、（b）事案を本規則第5条第3項第k号（i）
の規定に基づき他の審判所もしくは裁判所へ移送した場合には、それに関係する
手続またはそれに該当する手続部分を排除しなければならない（第2項）。上級
審判所は、（a）再審査請求人または申請人が指示において再審査請求人または申
請人が指示に従わない場合には手続またはその一部から排除することを定めてい
るとき、（b）再審査請求人または申請人が、上級審判所が公正かつ正義にかなう
手続の処理をすることができない程度に非協力的であるとき、または、（c）他の
審判所または司法審査手続における裁決にかかる再審査請求ではない手続におい
て、上級審判所が当該再審査請求人または申請人の事案もしくはその一部につい
て合理的に成立しないと認められるときには、その手続の全部または一部を排除
するこ．とができる（第3項）。上級審判所は、第2項または第3項第b号もしく
は第c号に規定する手続の全部またはその一部にかかる排除案に関し当該再審査
請求人または申請人に対し意見陳述の機会を与えることなしに、手続またはその
一部から排除することはできない（第4項）。上級審判所が排除を決定した場合、
当該審査請求人または申請人は、その回復を求めて再申請ができる（第5項）。
この場合において、当該再申請は、上級審判所が排除にかかる通知を行った日か
ら1箇月以内にこれを書面で行うものとする（第6項）。指示を遵守しない審査
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請求人または申請人に対し適用になる排除措置は、もう一方の当事者である相手
方にも適用する。ただし、（a）その排除措置の適用により相手方の手続参加を妨
げることになる場合や、（b）審査請求人または申請人による原状回復のための再
申請により相手方の手続参加を妨げることになる場合には、この限りではない
（第7項）。上級審判所は、相手方がこの排除措置により本規則が定める手続への
参加が禁止されており、かつ、その禁止が解除されていない場合には、その被告
から提出された反論その他の提出物を考慮する必要はない（第8項）。
規則第9条〔当事者の差換えおよび追加参加〕
上級審判所は、次の場合に、当事者を差換えるように指示できる。（a）誤った
者が当事者になっているとき、（b）手続開始の時とは状況が変化し、差換えが必
要なとき（第1項）。上級審判所は、この手続に相手方として、または司法審査
手続きに利害当事者として、人の追加参加を指示できる（第2項）。上級審判所
は、前2項に規定する指示を与える場合には、適切と認められるかたちで指示す
ることができる（第3項）。
規則第10条〔争訟費用負担命令〕
上級審判所は、次の各号に掲げる場合を除き、争訟費用・costs（スコットラ
ンドではexpenses。以下同じ。）の負担を命じることができない。（a）他の審判
所から再審査請求を行う手続においては、当該他の審判所が争訟費用に関する命
令をする権限行使の要件および範囲内まで、または、（b）他の審判所からの再審
査請求以外もしくは1982年没収法第4条に規定の基づく手続において、（i）2007
年審判所実施法第29条第4項に規定するr無駄な費用・wastedcosts」にあた
ること、または、（ii）審判所が、当事者またはその代理人が、手続の提起、防御
または遂行において不合理な行為を行ったと認めるとき（第1項）。上級審判所
は、申立てまたは職権に基づいて、争訟費用負担命令を出すことができる（第2
項）。第1項に規定する命令の申立てをすることができる者は、（a）上級審判所
に対して申立書を送達するとともに、その命令が出たときに不利になると思われ
る者の対して送達し、かつ、（b）申立書とともに、費用負担見積書を送達しなけ
ればならない（第3項）。第1項に規定する命令の申立書は、手続中であればい
つでもこれを行うことができる。ただし、その申立ては、上級審判所が手続にお
けるすべての争点についての最終処分が決り裁決を記した書面の送付日から14日
以内までとする（第4項）。上級審判所は、第1項に規定する命令を発するに当
たっては、最初に、それにより不利になる者（以下r負担者・payingperson」
という。）に対し、（a）意見を陳述する機会を与え、かつ、（b）負担者が個人の場
合はその者の財政状態を考慮したうえでなければ、費用負担をさせることはでき
ない（第5項）。第1項の規定に基づく命令における費用負担の金額は、（a）上
級審判所による略式賦課・summaryassessment、（b）負担者とその費用を受
領する権利のある者（以下r受領者・receivingperson」という。）との間での
合意、または（c）合意が得られないときには、受領者に生じた費用負担の全部
もしくは特定部分の賦課、により確定することができる（第6項）。【邦訳・略】
（第7項）
規則第11条〔代理人〕
当事者は、手続における当事者を代理する代理人・representatives（争訟代
理人かどうかを問わない。）を選任することができる（第1項）。当事者が代理人
を選任した場合には、当該当事者（または代理人。ただし、争訟代理人である代
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理人に限る。）は、上級審判所およびもう一方の当事者に対して、その代理人の
住所および氏名を記した通知書を送達しなければならない（第2項）。本規則等
により当事者が行為することを許可または要求された事項については、証言書へ
の署名を除き、当該当事者の代理人がこれを行うことができる（第3項）。代理
人の選任にかかる適式の通知書を受領した者は、いかなる文書も、代理を依頼し
た当事者ではなく、その代理人に対して提供しなければならない。この場合にお
いて、その代理人は、当該代理人またはその代理人を依頼した当事者から、代理
人でない旨の解任通知書を受け取るまで正式に選任された状態にあると推定する
（第4項）。審理において、当事者は、審判所の許可を得て、その当事者の陳述を
補佐する代理人等【わが国でいう補佐人に匹敵・訳注】として行動する他の者に
付き添ってもらうことができる。この場合において、当事者に付添をする者（た
だし、代理人として選任された者は除く。）には、選任通知書および解任通知書
に関する規定（第2項および第4項）は適用しないものとする（第5項）。第2
項から第4項の規定は、第5項に規定する当事者の付添人には適用しない（第6
項）。【邦訳・略】（第7項）、（第8項）
規則第12条〔期間の算定時期〕
【邦訳・略】
規則第13条〔文書の送達〕
【邦訳・略】
規則第14条〔文書および情報の利用〕
【邦訳・略】
規則第15条〔証拠および提出物件〕
【邦訳・略】
規則第16条〔証人の喚問または召喚および質問回答命令または物件提出命令〕
【邦訳・略】
規則第17条〔取下げ〕
【邦訳・略】
規則第18条〔事案の移送〕
【邦訳・略】
規則第19条〔子ども支援または子ども信託基金事案のかかる守秘性〕
【邦訳・略】
規則第20条〔費用および手当の支払権限〕
【邦訳・略】
第3編上級審判所への再審査請求および付託
規則第21条〔上級審判所への再審査請求の許可申請〕
規則第21条は、裁決に不満な場合に上級審判所に対して再審査請求のための許
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可申請に適用する（第1項）。他の審判所の裁決に不満な場合の上級審判所に対
する再審査請求のための許可申請ができる者は、（a）再審査請求をする裁決を下
した審判所に対して再審査請求の許可申請をし、かつ、（b）当該申請が不受理ま
たは却下された場合に限る（第2項）。再審査請求のための許可申請は、書面で、
【邦訳・中略】法定期限までに上級審判所に受領されなければならない（第3項）。
申請書には、次の各号に掲げる事項が記載されていなければならない。（a）再審
査請求人の氏名および住所、（b）再審査請求人の代理人（ただし、その者がいる
場合に限る。）の氏名および住所、（c）再審査請求人に対して文書を送達する住
所、（d）再審査請求をする裁決（全付託事項を含む。）の細目、（e）再審査請求人
が依拠する理由（grounds）、および（f）再審査請求人が審理〔口頭弁論〕を経
たうえで当該申請の処理を望むかどうか（第4項）。再審査請求人は、申請にあ
たり、次の各号に掲げる文書の副本を添付しなければならない。（a）再審査請求
をする裁決記録文書、（b）当該裁決とは別個の理由記載書、（c）他の審判所の裁
決にかかる再審査請求のための許可申請の場合には、当該他の審判所からの再審
査請求不許可通知書もしくは許可申請の却下通知書（第5項）。再審査請求人が、
当該申請を、第3項に掲げる期限後または本規則第5条第3項に規定する延長期
限内に上級審判所に対して行う場合には、（a）当該申請書には、期限の延長申請
および期限内にそれを提出できなかった理由を記載しなければならず、かつ、
（b）上級審判所が本規則第5条第3項の規定による申請期限の延長をしない場合
には、上級審判所はその申請を受理してはならない（第6項）。再審査請求人が、
他の審判所の裁決に不満な場合の上級審判所に対する再審査請求のための許可申
請をし、かつ、当該他の審判所が許可申請または理由記載書の申請を期限内に行っ
ていなかったことを理由に受理しなかった場合には、（a）上級審判所に対する許
可申請には期限内にそれを提出できなかった理由を記載しなければならず、かつ、
（b）上級審判所はその許可を与えることが正義にかなうと認められるときに限り、
これを受理するものとする（第7項）。
規則第22条〔再審査請求の許可に関する決定〕
上級審判所は、再審査請求を許可しないとした場合には、再審査請求人に対し
て不許可およびその理由を通知しなければならない（第1項）。上級審判所は、
再審査請求を許可する場合には、（a）各当事者に対して、許可および当該許可に
かかる制限もしくは条件があればそれを付した理由を書面で通知し、（b）上級審
判所の指示に従い、再審査請求にかかる許可申請は再審査請求の通知としての効
力を有し、かつ、上級審判所は各相手方に対して再審査請求にかかる許可申請お
よび再審査請求人が上級審判所に提出した文書の副本を送付し、かつ、（c）上級
審判所は、再審査請求人および各相手方の同意を得て、これ以上の反論を得るこ
となしに当該再審査請求をする決定ができる（第2項）。次の各号に掲げる場合
には、第4項の規定の適用を条件に、上級審判所が、審理を経ないで決定する。
（a）第一段階審判所保健教育社会保護部・Health，EducationandCare
Chamber、ウェールズ精神衛生不服審判所・MentalHealthReviewTribunal
forWalesもしくはウェールズ特殊教育必要性審判所・SpecialEducational
NeedsTribunalforWalesの裁決に対する再審査請求の許可申請、または、（b）
弱者グループ保護のための介助就労適格者判定法・SafeguardingVulnerable
GroupsAct2006第4条の規定による再審査請求の許可申請。（第3項）。前項
に規定する状況において、再審査請求人は、上級審判所が、（a）再審査請求を許
可しないとき、または、（b）限定された理由もしくは条件付きで再審査請求を許
可するときには、その申請を審理を経たうえで決定するように申請をすることが
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できる（第4項）。前項の規定に基づく申請は、書面で、再審査請求人に対して
申請にかかる決定通知書の上級審判所からの送達日後14日以内に上級審判所が受
領できるように行われなければならない（第5項）。
規則第23条〔再審査請求通知〕
規定第23条は、次の場合に適用する。（a）他の審判所が、上級審判所に対する
審査請求ための当事者となる許可を与えた場合、または、（b）上級審判所の他の
指示により、上級審判所が再審査請求の許可を与え、かつ、再審査請求の許可申
請が再審査請求通知として有効ではないとの指示を出す場合（第1項）。再審査
請求人は、再審査請求の許可を出した審判所が当該再審査請求人に対して許可通
知を送達してから上級審判所が1箇月以内に再審査請求通知を受領できるように、
上級審判所に提出しなければならない（第2項）。【邦訳・略】（第3項～第6項）
規則第24条〔再審査請求通知に対する答弁〕
上級審判所が出した指示に従い、相手方は、再審査請求通知に対する答弁・
responseをする（第1項）。前項に規定により提出されるいかなる答弁も、書面
で、次の各号に掲げる期間内に上級審判所に送達されなければならない。（a）許
可申請が再審査請求通知として有効である場合には、相手方に対して再審査請求
をするための許可が得られているという通知を上級審判所に送付された日から1
箇月以内、または、（b）それ以外の事案については、相手方に対して再審査請求
通知の副本を上級審判所に送付した日から1箇月以内（第2項）。答弁書には、
次の各号に掲げる事項が記載されなければならない。（a）相手方の氏名及び住所、
（b）相手方の代理人（ただし、代理人がいる場合に限る。）の氏名および住所、（c）
相手方に対して文書を送達する住所、（d）相手方が再審査請求人の主張に反論・
opposeするかどうか、（e）相手方が依拠する理由（grounds）【邦訳・中略】
（f）相手方が審理を経たうえで当該申請の処理を望むかどうか（第3項）。相手
方が、当該答弁書を、第2項に掲げる期限後または本規則第5条第3項に規定す
る延長期限内に上級審判所に対して行う場合には、当該答弁書には、期限の延長
申請および期限内にそれを提出てきなかった理由を記載しなければならない（第
4項）。上級審判所は、答弁書を受領した場合、その答弁書と添付文書の副本を
再審査請求人その他の当事者に対して送付しなければならない（第5項）。
規則第25条〔再審査請求人の反論〕
上級審判所が出した指示に従い、再審査請求人は、規則第24条〔再審査請求通
知に対する答弁〕の規定に基づいて提出された答弁に対する反論を提出すること
ができる（第1項）。前項の規定により提出されるいかなる反論も、書面で、上
級審判所が再審査請求人に対して答弁の副本を送付した日から1箇月以内に上級
審判所が受領できるように上級審判所あてに送達されなければならない（第2項）。
上級審判所は、反論を受領した場合、その反論書と添付文書の副本を相手方その
他の当事者に対して送付しなければならない（第3項）。
規則第26条〔1982年資格剥奪法の規定による付託〕
【邦訳・略】
第4編上級審判所における司法審査手続
規則第27条〔本編における上級審判所へ移送された司法審査手続の申請〕
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上級審判所は、裁判所から司法審査手続の付託を受けた場合には、（a）その手
続が上級審判所に移送された旨を書面で各当事者に通知し、かつ、（b）その後の
手続の進行について指示をしなければならない（第1項）。前項b号の規定に基
づく指示においては、手続の目的に応じて、本編に定める後記の規則を修正また
は明示することができる（第2項）。【邦訳・略】（第3項）。
規則第28条〔司法審査手続に訴える許可申請〕
2007年審判所実施法第16条の規定により上級審判所において司法審査手続を提
起するための許可を求める者は、上級審判所に対して書面で許可申請をしなけれ
ばならない（第1項）。第3項に従い、前項に規定する申請は速やか、かつ、他
の法律に別段の短縮期間の定めがある場合を除き、当該申請にかかる裁決の日か
ら3箇月以内に上級審判所が受領できるように上級審判所あてに送達されなけれ
ばならない（第2項）。第一段階審判所の裁決を不服とする司法審査手続を提起
するための許可申請は、第一段階審判所から（a）裁決にかかる理由記載書、ま
たは（b）裁決の取消を求めた期限内にされた申請が棄却された旨の通知を送付
した日から1箇月以内になされている場合には、前項に規定する期問後にも、こ
れを行うことができる（第3項）。許可申請書には、次の各号に掲げる事項が記
載されていなければならない。（a）申請人の氏名および住所、（b）申請人の代理
人（ただし、代理人がいる場合に限る。）の氏名および住所、（c）申請人に対し
て文書を送達する住所、（d）不服とする裁決（日付、全付託事項、担当審判官名
を含む。）の細目、（e）申請が司法審査手続に訴える許可を求める申請であるこ
と、（f）申請人の申請の趣旨、ならびに、（g）申請人が依拠する事実および理由
（第4項）。許可申請が裁判所または審判所の手続に関係する場合には、当該申請
には、この手続における再審査請求人または相手方でない各当事者を利害当事者
として名前をあげなければならない（第5項）。申請人は、許可申請書に、（a）
自らの専有または支配する裁決記録文書の副本、および（b）その他申請人が依
拠しようとする文書で自らの専有または支配するものの副本、を添付しなければ
ならない（第6項）。申請人が、当該申請を、第2項もしくは第3項に掲げる期
限後または本規則第5条第3項に規定する延長期限内に上級審判所に対して行う
場合には、（a）当該申請書には、期限の延長申請および期限内にそれを提出でき
なかった理由を記載しなければならず、かつ、（b）上級審判所が本規則第5条第
3項の規定による申請期限の延長をしない場合には、上級審判所はその申請を受
理してはならない（第7項）。上級審判所は、申請書を受領した場合には、その
申請書および添付書類の副本を、申請書に記載された相手方または利害当事者に
送付しなければならない（第8項）。
規則第29条〔送達の確認〕
第28条第8項〔司法審査手続に訴える許可申請〕に規定する許可申請の副本の
送付を受け、かつ、手続に参加を望む者は、上級審判所がその副本を送付した日
から21日以内に当該副本を受領した旨についての送達の確認・acknowledgment
ofserviceを上級審判所に送付しなければならない（第1項）。前項に規定する
送達の確認は、書面で、次の事項が記載されていなければならない。（a）その者
が許可申請に反対する意思があるかどうか、（b）前号に規定するところの反対理
由その他上級審判所の参考となると認められる提出物または情報、ならびに、（c）
その他相手方またはその確認を行えば利害当事者にあたると認められるが、申請
に利害当事者として名前が挙げられていない者の氏名および住所（第2項）。第
28条第8項に規定する許可申請の副本の送付を受けたが、送達の確認を提出しな
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い者は、その許可申請に参加することができない。ただし、その申請が認められ
た場合には、その後の手続に参加することを妨げられない（第3項）。
規則第30条〔許可にかかる決定または略式棄却、および許可または略式棄却の再
調査にかかる審理〕
上級審判所は、次の各号に掲げる通知書を、送達の確認を提出した申請人、各
相手方および他の者、ならびにその手続に利害を有するその他の者に送付しなけ
ればならない。（a）許可申請に関する決定、および、（b）申請の不受理、許可に
制限または条件を付けた理由（第1項）。【邦訳・略】（第2項）。次の各号に掲げ
る場合には、第4項の規定の適用を条件に、上級審判所が、審理〔口頭弁論〕を
経ないで決定する（第3項）。前項に規定する状況において、申請人は、審理
〔口頭弁論〕を経たうえで決定するように申請をすることができる（第4項）。前
項の規定に基づく申請は、書面で、申請人に対して申請にかかる決定通知書の上
級審判所からの送達日後14日以内に上級審判所が受領できるようにこれを行われ
なければならない（第5項）。
規則第31条〔反論書（responses）〕
本規則第30条第1項〔許可にかかる決定通知書〕の規定に従い、上級審判所か
ら許可通知書・noticeofthegrantofpemissionの送付を受け、かつ、理由
を示してその許可申請を争いたいまたは支持したい者は、上級審判所に対してそ
の申請を争うまたは支持するための詳しい理由を提出しなければならない（第1
項）。いかなる詳細な理由も、書面で、上級審判所からの本規則第30条第1項に
規定する許可通知書の送達日後35日以内に上級審判所が受領できるように上級裁
判所へ送付しなければならない（第2項）。
規則第32条〔追加的理由に依拠することを求める申請人〕
申請人は、上級審判所の同意を得ることなしに、司法審査手続の許可を得ると
きに提出した理由以外のいかなる理由にも依拠することはできない。
規則第33条〔意見陳述権〕
各当事者および、上級審判所の許可があればその他の者は、次の各号に掲げる
ことをすることができる。（a）証拠を提出すること。ただし、許可申請にかかる
審理の場合を除く、（b）いかなる審理においてもそこに出席し意見陳述をするこ
と、および（c）審理を経ないで決定をする場合に関して書面で意見を提出する
こと。
第5編審理
規則第34条〔審理を経た裁決または審理を経ない裁決〕
審判所は、第2項の規定に従い審理を経ないで裁決をすることができる（第1
項）。上級審判所が、事案を判断する際に審理を経るかどうか、また、審理を経
るときにはどのような形式にするかについて決定をする場合には、当事者が提出
した意見に配慮しなければならない（第2項）。
規則第35条〔審理に参加する権利〕
各当事者は、本規則第37条第4項〔審理からの退席〕に規定する場合を除き、
審理に参加する権利を有する。
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規則第36条〔審理の通知〕
上級審判所は、各当事者に対して、いかなる審理（審理の休止または延期を含
む。）に関しても、その審理をする時間および場所ならびに変更された審理の開
催時間および場所について合理的な通知を行い、審理に参加する権利を与えなけ
ればならない（第1項）。手続の裁断をするための審理に関し、前項の規定にか
かる通知期間は、14日を超えなければならない。ただし、次の各号に掲げる理由
があるときには、上級審判所は、14日以内の通知とする。（a）当事者の同意があ
る、または、（b）緊急かつ例外的な状況にある（第2項）。
規則第37条〔公開審理および非公開審理〕
すべての審理は、次の各項に規定する場合を除き、公開で行わなければならな
い（第1項）。上級審判所は、審理の全部またはその一部の公聴を制限し非公開
で行う旨の指示を出すことができる（第2項）。上級審判所は、審理の全部また
はその一部の公聴を非公開とする場合においては、誰が審理の全部またはその一
部に参加できるのかについて決定する（第3項）。上級審判所は、次の各号に掲
げる者を、審理の全部またはその一部の公聴を制限する旨の指示を出すことがで
きる。（a）上級審判所が審理を妨害しているもしくは妨害するおそれがあると認
められる行為をする者、（b）上級審判所が他の者が自由に証言をするもしくは物
件を提出するのを妨げるおそれがあると認められる行為をする者、（c）上級審判
所が、本規則第14条第2項〔有害な情報開示の留保〕の規定に基づく指示の効力
を保つために退席させるべきと認める者、または、（d）上級審判所がその者の参
加により審理の目的が達せられなくなると思う当該者（第4項）。上級審判所は、
証人が証拠を提出するときまで当該証人に退席の指示を出すことができる（第5
項）。
規則第38条〔当事者不参加での審理〕
上級審判所は、当事者が審理に参加しなかった場合であっても、次の各号に掲
げる要件を満たすことができるときには、審理をすすめることができる。（a）当
事者が審理の通知を受けているか、または、その審理にかかる当事者に対して通
知をするための合理的な手段が取られていること、および、（b）その審理をすす
めることが正義にかなっていると認められるとき。
第6章裁決
規則第39条〔同意命令〕
上級審判所は、当事者の申立てがあり、かつ、その申立てが正当と認められる
場合に限り、当事者間で合意したように手続を処理し、かつ、その他適切な準備
をするために同意命令を下すことができる（第1項）。これらの規則に別段の定
めがある場合を除き、前項に規定により命令をするに先だって審理を行う必要は
ないか、またはその命令に理由を付す必要もない（第2項）。
規則第40条〔裁決〕
上級審判所は、審理において口頭で裁決を伝えることができる（第1項）。上
級審判所は、本規則第14条第2項〔有害な情報開示の留保〕の規定による場合を
除き、手続においてあらゆる争点に関して最終的な議決を表した裁決（ただし、
第7編に規定による裁決を除く。）をした日後できるだけ速やかに、各当事者に
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対して、次の各号の掲げる事項を記載した裁決書・decisionnoticeを交付する
ものとする。（a）審判所の裁決を記載した裁決書、（b）当事者が当該裁決に対し
て再審査請求をする権利があること、その期間、様式、権利行使方法を含めた告
知（第2項）。上級審判所は、前項a号の規定する裁決書と理由記載書を提供し
なければならない。ただし、（a）当該裁決が当事者の同意に従い下されている場
合、または、（b）当事者は上級審判所に対して理由記載書を提供しないことに同
意している場合は別である（第3項）。第一段階審判所は、第2項の規定の適用
がない裁決に対する理由記載書を提供できる（第4項）。
第7編上級審判所裁決の訂正、破棄、レビュー〔再調査〕および再審査請求
規則第41条〔解釈〕
本編において、r再審査請求・appea1」とは、2007年審判所実施法第13条の規
定に基づく本審判所裁決に対する再審査請求の権利行使をいい、また、rレビュー
〔再調査・review〕」とは、2007年審判所実施法第9条の規定による本審判所の
裁決にかかるレビュー〔再調査〕をいう。
規則第42条〔事務的過誤および過失による脱漏または失念〕
上級審判所は、次の各号に掲げることをしたうえで、自らが出した裁決、指示
または文書に関して、事務的過誤、過失による脱漏もしくは失念がある場合には
それを補正することができる。（a）すべての当事者に対して訂正された裁決もし
くは指示にかかる通知をするか、または、訂正された文書の副本を送付し、かつ、
（b）当該裁決、指示もしくは文書に関する公表情報に対する必要な訂正をするこ
と。
規則第43条〔手続に関する判断を表した裁決の取消〕
上級審判所は、次の各号に掲げる場合には、手続に関する判断を表した裁決の
全部またはその一部を取り消したうえで、その裁決もしくはその一部を再決定す
ることができる。（a）上級審判所が、そうすることが正義にかなうと認め、かつ、
（b）次項に定める1つ以上の要件を充足している（第1項）。その条件とは、次
の各号に定めるものをいう。（a）手続に関する文書が当事者もしくはその代理人
に送達されていなかったか、または、当事者もしくはその代理人が受け取ってい
なかった、（b）手続に関する文書が、適切な日までに審判所に送達されていなかっ
た、（c）当事者もしくはその代理人がその手続にかかる審理に参加していなかっ
た、または、（d）手続において、その他の手続違反があった（第2項）。当事者
は、第1項の規定により裁決の全部もしくはその一部の取消を求める場合には、
審判所がその当事者にその裁決通知書を送達した日から1箇月以内に上級審判所
が申請を受領できるかたちで、書面で申請をしなければならない（第3項）。
規則第44条〔再審査請求にかかる許可申請〕
再審査請求にかかる許可を求めようとする者は、本審判所に対して許可申請を
しなければならない（第1項）。前項の規定に基づく申請について、次の各号に
掲げる裁決を求める場合には、第3項を適用する。社会保障および子ども支援事
案〔2008年審判所手続（第一段階審判所）（社会保障部）規則・Tribunal
Procedure（First－tierTribuna1）〕（SocialEntitlementChamber）Rules2008
の定義による。〕にかかる裁決に対する再審査請求事案、（b）軍人，恩給傷疲軍人
補償部・WarPensionsandArmedForcesCompensationChamberにかか
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る裁決に対する再審査請求事案、（c）1982年資格剥奪法の規定に基づく手続（第
2項）。本項を適用する場合には、申請は、上級審判所がその申請を行う者に、
次の各号に掲げる文書を送達した日から3箇月以内に上級審判所が申請を受領で
きるかたちで、行われなければならない。（a）理由記載書の全文、（b）レビュー
〔再調査〕に伴う裁決の修正、修正理由にかかる通知、または、（c）裁決の取消
申請が受理されなかったことの通知（第3項）。前項を適用しない場合には、第
1項の規定に基づく申請は、上級審判所がその申請を行う者に、次の各号に掲げ
る文書を送達した日から1箇月以内に上級審判所が申請を受領できるかたちで、
行われなければならない。（a）理由記載書の全文、（b）レビュー〔再調査〕に伴
う裁決の修正、修正理由にかかる通知、または、（c）裁決の取消申請が受理され
なかったこ，との通知（第4項）。第3項第c号および第4項第c号に規定する期
日は、裁決取消を求める申請が本規則第43条〔手続に関する判断を表した裁決の
取消〕に規定する期日または上級審判所が当該期日の延長を認めた期日までに行
われた場合に限り、適用ある（第5項）。再審査請求の許可を求める者は、再審
査請求人が、当該申請を、第3項または第4項に掲げる期限後または本規則第5
条第3項に規定する延長期限内に上級審判所に対して行う場合には、（a）当該申
請書には、期限の延長申請および期限内にそれを提出できなかった理由を記載し
なければならず、かつ、（b）上級審判所が本規則第5条第3項の規定による申請
期限の延長をしない場合には、上級審判所はその申請を受理してはならない（第
6項）。第1項に規定する申請においては、次の各号に掲げる事項を確認しなけ
ればならない。（a）関係する審判所の裁決、（b）裁決に関し申し立てられた法的
誤判、および、（c）当事者がこの申請で求めている趣旨（第7項）。
規則第45条〔上級審判所による再審査請求の許可申請にかかる審査〕
上級審判所は、再審査請求の許可申請を受理した場合には、次の各号に掲げる
場合に限り、本規則第46条〔裁決のレビュー〕の規定する裁決のレビューを行う
ことができる。（a）裁決にあたり、上級審判所が、その裁決に重要な影響を及
ぼした法律上の規定もしくは拘束力のある典拠を検討した場合、または、（b）上
級審判所のその裁決を下してから、裁判所が上級審判所を拘束する判決を下すこ
とが見込まれ、かつ、裁判所がその判決を下したならば、その裁決に重大な影響
を及ぼすと見られる場合（第1項）。上級審判所が、その裁決にかかるレビュー
を行わないと判断した場合、または、その裁決のレビューを行いかつその裁決の
全部もしくはその一部に関して変更はしないと判断した場合には、当該裁決の全
部もしくはその一部に関して再審査請求の許可を与えるかどうかについて審査し
なければならない（第2項）。審判所は、その決定の記録をすみやかに当事者に
送達しなければならない（第3項）。審判所は、再審査請求を許可しないとした
場合には、その決定の記録を、次の各号に掲げる文書を添付したうえで送達しな
ければならない。（a）不許可の理由記載書、（b）再審査請求の許可を上級審判所
に申請する権利があること、申請期限、申請様式、権利行使方法の告知（第4項）。
審判所は、その裁決の一部または限られた理由がある場合に限り再審査請求にか
かる許可を与えることができる。ただし、審判所は、不許可とする場合にかかる
裁決のいかなる部分または理由に関しても、前4項の定めるところによらなけれ
ばならない（第5項）。
規則第46条〔裁決のレビュー〕
上級審判所は、次の各号に掲げる場合に限り、裁決のレビュー〔再調査〕を行
うことができる。（a）本規則第45条第1項〔再審査請求の許可申請にかかるレビュー〕
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の規定による、または、（b）本規則第47条〔1982年資格剥奪法の規定に基づく手
続にかかる裁決のレビュー〕による（第1項）。上級審判所は、レビューの結果
およびその結果にかかるレビューまたは不服申立権について、書面で当事者に通
知しなければならない（第2項）。上級審判所は、各当事者に意見陳述をする機
会を与えることなしに、レビュー後に裁決に関して何らかの行為をとると議決し
た場合には、第2項の規定に基づく通知には、意見陳述をする機会を有しないい
かなる当事者も、当該行為の取消および当該裁決の再レビューを申請できる旨を
記載しなければならない（第3項）。
規則第47条〔1982年資格剥奪法の規定による手続にかかる裁決のレビュー〕
【邦訳・略】
皿新たな租税不服申立手続確立に向けての紆余曲折
新たな租税不服申立手続確立に向けての作業には、新審判所への審査請
求手続の移行はもちろんのこと、新たに整備される歳入関税庁・HMRC
内部のレビュー・異議申立手続の確立も含まれた。
従来あった5種類の租税審判所は、一般に、歳入関税庁・HMRCの延
長線にある機関として把握されてきた。しかし、今回の審判所制度改革で
は、新たに租税審判事件を担当する第一段階審判所租税部や上級審判所金
融租税部は、省庁の縦割りラインから完全に切り離された。このため、歳
入関税庁・HMRCの処分等、当該処分等に関するHMRC内部でのレビュー
〔異議申立て・再調査〕手続と、第一段階審判所租税部への審査請求手続
や上級審判所金融・租税部への再審査請求手続とは、完全に別建てのもの
として整備するように求められる。
一連の作業においては、レビュー〔異議申立て・再調査〕手続を確固た
るものにし、租税不服申立ての領域において引き続き“力”を誇示したい
歳入関税庁・HMRCの先走りが目立った。しかし、不服申立サービスの
利用者・カスタマーである納税者に信頼される手続であることが要である。
課税庁の押しの強さに、サービス利用者・カスタマー（納税者）が久しく
享受してきた手続的な処遇を新制度へつなげる作業を公正に運ぶことの難
しさが目立った。
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ちなみに、イギリスにおいて、租税審判所が下した裁決に不満な場合に
は、納税者側のみならず、歳入関税庁・HRMC側も訴訟を提起できる仕
組みとなっている（47）。これまでの統計を見ても、第一審である高等裁判所
大法官部へ提訴された租税訴訟の数は、10～最大でも数十件といった数値
である（48）。この中には、歳入関税庁・HRMC側からの訴えもあるものと
推測される。実際に、イギリスにおける税務争訟における弁護士費用は考
えられないほど高額におよぶ。歳入関税庁・HRMC側は公金で訴訟継続
が可能である。これに対して、大企業や富裕層などの場合は別として、ふ
つうの庶民納税者が相当高額におよぶ訴訟費用負担には耐えられないのが
現実である。高額におよぶ訴訟費用負担が“租税訴訟提起への抑止力”と
して機能しているとの指摘もある。事実、歳入関税庁・HRMC側からの
訴訟提起をおそれて、納税者側が、不本意ながら処分庁職員とのr話し合
いによる合意解決・settlementofAppealsbyagreement」（または
「不服申立ての合意解決」）手続の中で妥協して合意形成にいたる事案も多
いようである。
1移行に伴うサービス利用者の目線での検討課題
新たな審判所制度の確立に向けた移行作業に関し、一般利用者の関心の
的は、久しく享受してきた審判サービスにおける手続的な処遇が今後どう
なるのかにあった。また、移行により具体的に納税者の権利利益につなが
る恩恵が見えにくいとの批判もあった。こうした一般利用者の関心は、租
税不服審査利害関係人協議団における検討事項と重なる点も少なくない。
いくつかをとりあげて、検証してみる。
（47）この点、わが国の場合には、原処分庁は、仮に裁決に不服があっても、提訴できな
い（国税通則法98条2項但書）。
（48）See，MinistryofJustice，JudicialandCourtStatistics2007（September，2008），
at37http：／／wwwρfficia1－documentsgo肱uk／document／cm74／7467／7467．pdf〔筆
者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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（1）争訟管轄の再編
今回の審判所制度改革により、課税処分等にかかる司法審査の第一審は、
おおむね控訴裁判所・COurtofAppea1となった。このため、これまで
第一審とされてきた高等裁判所・HighCourtが管轄してきた租税行政上
の法的争点に関する紛争処理は、おおむね上級審判所金融租税部が担当す
ることになった。ただ、従来から、高等裁判所は、租税訴訟における法律
上の争点に限り審査を行うこととされていた。こうしたことも手伝って、
高等裁判所は、旧特別コミッショナーなど租税審判所が審理し裁決を下し
た事実問題や法的争点について再度審査することには極めて消極的であっ
た。この高等裁判所の消極司法の伝統を上級審判所金融租税部がそのまま
引継ぐことになることに対し、税界から懸念が示された（49）。
また、2009年4月から第一段階審判所の裁決に不服な納税者は、上級審
判所金融租税部で再審査請求を行うことができることとされた。しかし、
ここでの再審査請求は、審判所からの許可が必要であり、かつ、原則とし
て法律上の争点に限られる。このことは、納税者が、第一段階審判所での
事実認定で歳入関税庁・HRMCに勝てない限り、実質的には争訟の途が
閉ざされることを意味する。これでは、紛争処理手続において納税者の置
かれた境遇は、以前とまったく変ってないのではないか、いや、むしろ悪
（49）伝統的に、イギリスの司法裁判所は、「違法性・illegality」の有無に力点を置いて
審査を行ってきた。このため、訴えが、執行行政庁その他公的政策実施機関の処分等
の「当・不当・merits」を問うものである場合、または、処分等が「正しい・right」
なものであるかどうかを問う場合には、審査を開始しない。言い換えると、裁判所は、
その処分等がr適法」か、さらには当該処分等についての審判所の裁決がr適法」で
あるかどうかのみを裁断する。この点、第一段階審判所では、法的争点（違法性）の
みならず、事実上の争点を含めて審理し、かつ、処分等の「当・不当」についても裁
断できる。司法裁判所とは対照的である。一方、新たに設けられた上級審判所は、法
的争点のみを裁断するとしている。ただ、これは、上級審判所が裁判所から移譲され
た司法審査権限の行使においては、従来の司法裁判所と同様に、「当・不当・merits」
などについては裁断しないということを意味するのか、現段階では定かではない。
（多分、消極に解されると思われるが。）
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化しているのではないか、との厳しい声も聞かれた。
この点については、従来、裁判所での司法審査には高額の訴訟（弁護）
費用がかかったため、庶民にとり“司法は高嶺の花”であった。しかし、
今後は上級審判所で、簡易・迅速かつ低廉な費用で“実質的な司法審査”
サービスを受けることができることになった。この点から見ると、サービ
ス利用者本位の制度再編である、との今回の争訟管轄再編に肯定的な意見
もある。
（2）口頭審理主義の功罪
わが国においては、各種執行行政庁その他公的政策実施機関の行った処
分等にかかる不服申立手続においては、「書面審理」を原則としている
（行政不服審査法25条）。この書面審理主義は、審理が簡易迅速であること
が最大に利点である。その一方で、執行行政庁その他公的政策実施機関の
系統から独立した行政委員会またはそれに準ずる行政機関が、裁判に近い
手続である準司法手続で行政審判を行う場合には、公開のr口頭審理」の
機会が法律上保障されている例が多い（例えば、独占禁止法61条、労働組
合法27条および労働委員会規則41条の7）。「書面審理」、「口頭審理」のい
ずれを採用するかは、すぐれて立法政策上の課題である。ただ、政策選択
の根拠、他の手続との整合性などは十分に精査される必要がある。
イギリスにおいては、執行行政庁その他公的政策実施機関の行った処分
等にかかる不服申立手続は、伝統的に公開の「口頭審理」を原則としてき
た。
一般に、イギリスをはじめとしてコモンロー諸国における審判所での審
理は、当事者主義あるいは対審制を基本に。裁判所類似の手続に従い、当
事者が文書で提出した事実上および法律上の主張や証拠、その主張につい
ての口頭での弁論といったかたちですすめられる。もっとも、オーストラ
リアのように職権主義に近い審理方式を採用するところもある。
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当事者主義ないし対審制を基調とした口頭審理では、審理員に裁判官に
近い資質や知見が求められる。法曹資格のない者を行政経験などに基づい
て大量に審理員に登用している場合には、口頭審理主義を採ることは、逆
に、審判所運営を難しくする。審理の遅延や偏頗的な手続を招き易い。も
ちろん、司法裁判所へ出訴する権利が確保されている限りでは、簡易迅速
な紛争処理をめざすというねらいから、不服申立制度に書面審理主義を広
く採用することも一つの選択といえる（50）。
イギリスにおける審判所制度改革においても、対審制の考え方・
adversarialapprOachを基調とした口頭審理主義に関するさまざまな功
罪があげられた（51）。
まず、対審制を基調とする口頭弁論中心の審理手続においては、審査請
求申立人にとり、法務や税務の専門職である代理人の関与が極めて重要に
なる。なぜならば、申立人の相手方（執行行政庁など）は専門的知見にた
けており、多くの場合、本人争訟ではほとんど太刀打ちできないからであ
る。事実、本人争訟で口頭審理に臨んだ請求人には、形式主義を押し付け
（50）今村成和『行政法入門〔第八版補訂版〕』（2007年、有斐閣）202頁参照。ちなみに、
わが国の国税不服審判所を取り上げて見ても、独立性に乏しく、財務省・国税庁の縦
割りの軌道を走り、r疑わしきは国庫の利益に」の思考に固執したような裁決が“常
識”化している。今の国税不服審判所は、国民・納税者の信頼を勝ち得ているとはい
えず、明らかに納税者の権利救済機関とは程遠い実像にある。にもかかわらず、わが
国における今次の行政不服審査法の見直しにおいては、相変わらず、縦割りの審判所
制度を維持し、かつ、引き続き法曹資格のない行政官を審理員（審判官）に登用する
政策を維持する方向である。しかし、稚拙な制度見直しは求められていない。もっと
国民・納税者が“見直しの成果”を実感できるような大胆な“改革”が求められてい
る。例えば、新たな法科大学院制度の誕生に伴う法曹人口は増加などを織り込んで考
えれば、行政官に換えて、法曹資格を有する者を、審判所の審理員として大量採用す
る政策を推進するのも一案である。今回イギリスで採用したような横断型の総合審判
所制度に向けた個別審判所の再編、審判手続における「書面審理」から「口頭審理」
への転換などを含め、“処分庁からの独立性の確保”に力点を置いた精緻な検討が求
められている。
（51）レゲット報告書PartIChapter7：Theconductoftribunalsat7．1～7．6、注（3）
参照。
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る審判所ないし審理員は、高飛車な役人ないし政府側の代弁人のように映
るようである。また、代理人関与の審理であっても、申立人は、自分の頭
上を飛び交う代理人と相手方との間での専門用語でのやり取りに、「審判
所は、素人である庶民からはまったく縁遠い存在である」ように映るとい
う。
審判所は、法律的知見にたけた者同士のバトルの場である裁判所ではな
いはずである。審判所の手続は、自然的正義・naturaljusticeの実現に
向けて、庶民が駆込み救済を求められるサービス利用者であるカスタマー
にやさしいものでなければならない。しかし、イギリスの対審制を基調と
する口頭弁論中心の裁判所類似の審理手続においては、簡素な手続による
迅速な救済は至難の技である。
現実的な対応としては、争訟代理人依頼権の保障、争訟（弁護）費用の
公的支援、審判所サービスの迅速化・効率化のための審理員の資質の向上
および審理員への多様な専門職の登用、さらには審査請求前の処分庁内レ
ビュー〔異議申立て・再調査〕手続の充実などで、具体策を探るより手立
てがないのかも知れない。
（3）争訟費用の負担
一般の審判所サービス利用者にとり関心の高い課題の一つは、争訟費用
（審判所へ納付する手数料のみならず、争訟代理人や証人等に対する給付）
分担についてである。とりわけ、イギリスにおける対審制を基調とする口
頭弁論中心の審理手続において、争訟代理人へ支払う弁護費用は、あまり
複雑でない事案でも巨額にのぼる。争訟における費用は、最終的には敗訴
者が負担するのが原則である。従来から、行政不服審判制度一般について
いえば、大方の場合、勝敗にかかわらず、各当事者が自己の争訟費用を負
担することになっているといえる。
しかし、イギリスの租税不服審判における争訟費用負担については、他
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の審判所とは若干異なる方針を貫いてきた。まず、租税審判所のうち、旧
一般コミッショナー・GCニGeneralCommissionersや旧706条審判所・
Section706Tribuna1は、争訟費用の負担を命じる権限を有していなかっ
た。これに対して、旧特別コミッショナー・SC＝SpecialCommissioners
は、若干異なる方針をとっていた。旧特別コミッショナーは、一方当事者
の一方的な争訟の取下げのように、いやがらせ争訟にあたるような、審理
において全体的に不合理に行動した当事者に対して、あるいは法的争点が
複雑であるため証拠固め多額の費用を使って勝った当事者などに対して、
負けた側に争訟費用を負担するように命じることが可能であった。また、
旧付加価値税関税審判所・VATandDutiesTribunalsは、負けた当事
者に対して争訟費用の負担を命じる広範な権限を有していた。，ただ、課税
庁は、自らが勝った場合でも、負けた当事者に対して争訟費用負担を求め
ることには消極的な方針をとってきた。この方針は一般に“シェルドン慣
行・Sheldonpractice”と呼ばれ、付加価値税の導入以降、課税庁が貫い
てきたルールである（52）。
今回の租税審判所の一体化で、こうした5つの租税審判所が統一され、
争訟費用負担の原則がどのように一本化されるかは、一元化された租税不
服審判制度の利害関係人にとっては大きな意味をもっていた。
この点について、改革された審判所制度の下、審判所には、いやがらせ
争訟ともいえるような審理において全体的にみて不合理に行動した当事者
に対し、あるいは法的争点が複雑で証拠固め多額の費用を使って勝った当
事者などに対し、争訟費用の負担を命じることができる権限・ordersfor
costsを付与されることになった（第一段階審判所租税部規則10条、上級
審判所手続規則10条）。
（52）http：／／www∫inanceandtaxtribunals．gov．uk／Documents／VATAddedTax．pdf
〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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（4）争訟代理人依頼権
従来から租税審判手続は、かなり複雑であり、かつ、専門的な知見を要
することから、本人争訟は難しいのが現実であった。こうした事情を勘案
して、審判所規則では、請求人が争訟代理人・representative（53）その他参
加人（弁護士か否かを問わない。（54））を依頼することを認める（第一段階
審判所租税部規則11条、上級審判所手続規則11条）。
とりわけ、上級審判所は、もっぱら法的争点を取り扱う「正式記録裁判
所・courtofrecord」とされている。この種の裁判所とされると、そこ
での審判記録は恒久的に保存されることになる。また、審判廷を侮辱した
者は、法廷侮辱・courtcontemptの罪を問われかねない。実質的に本人
争訟は難しい。したがって、審査請求人に対して審判廷での代理人を依頼
する権利を保障することは重い課題である。審判所での審理の公平を期す
る意味を含めて、争訟費用、とりわけ弁護費用、の扶助制度の運用のあり
方が問われてくる。
これまでも、例えば、闘病中のアジア系市民が所得補償（生活保護）に
関する当局との紛争を審判所へ審査請求をする際に、弁護士費用を捻出で
きず問題になった事案がある。この事案では、民間非営利公益団体（チャ
（53）この場合の「争訟代理人・representative」と、故人などに代わって審査請求を行
える「指定代理人・designatedperson」とは異なる。
（54）イギリスにおいては、「開放型の専門職・openprofession」制度を採用してきて
いる。医師のように人の生死にかかわる専門職領域は別としても、税務については、
わが国のように、その職域を無償独占（専門職以外は無償であっても規制業務に無資
格者は携わってはいけない。）とし、政府規制（税理士法）で厳しく囲い込むという、
「閉鎖型の専門職・closeprofession」制度を維持する政策はとっていない。税務書
類の作成や税務相談については、勅許税務相談人・CTA＝CharteredTaxAdviser
や税務専門士・TaxationTechnicianのような民間資格（認定制度）はある。しか
し、税務代理を含め、勅許会計士・CA＝CharteredAccountantや公認会計士・CPA
＝CertifiedPublicAccountantのような各種の公会計士・publicaccountants以外
の者であっても、能力があれば、こうした業務を行うことができる。拙論r税務支援
の拡充と税理士の業務独占のあり方」白鴎法学13巻2号57頁参照。
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リティ・NPO）が支援を行い、争訟扶助制度の利用が可能になり、結果
的には、弁護士に争訟代理を依頼することができた。今回の審判所制度改
革でも、「審判所へのアクセシビリティ・accessibility」と連鎖する争訟
扶助制度の充実が重い課題とされた。審判所サービス・TSは、今後の課
題として、引き続き真摯に検討する意向である。
歳入関税庁・HMRCの処分等については、租税訴訟段階はもちろんの
こと、内部レビュー〔異議申立て・再調査〕手続においてすら、税務の専
門職の支援なしには争訟をすすめることは難しいのが現実である。とりわ
け、第一審審判所租税部での審査請求手続では事実（税額算定など）にか
かる審査請求書、答弁書や意見書の作成や口頭弁論では税務の専門職など
に、さらに上級審判所金融租税部での法的争点にかかる再審査請求手続で
は弁護士に、代理を依頼することが必要不可欠となる。こうした場合、審
判所サービス・TSは、納税者に公的争訟扶助制度の利用の途があること
を示唆している。しかし、税務争訟では納税者に勝算の可能性が少なく、
また、多額に弁護費用がかかる。したがって、税務争訟手続に訴える場合
に、公的争訟扶助制度を利用することは、r悪魔の切り札」に依存するに
も等しいとの見方もある。
ちなみに、イギリスでは、従来から勤労世帯税額控除・WFTCを始め
とした、いわゆるr給付つき税額控除」をめぐる紛争が多い。この分野に
ついての執行行政は、社会保障の一環として実施されているということで、
課税庁・HMRCが直接担当していない。つまり、WFTCなどをめぐる納
税者と執行行政庁との間での紛争は、社会保障給付に関する紛争として取
扱われてきた。このことから、審査請求は、第一段階審判所の社会保障部・
SocialEntitlementChamberの管轄となる。ここでの手続をすすめるに
あたり、低所得者向けの公的争訟扶助制度の一つである「コミュニティ法
務サービス・CLS＝CommunityLegalService」を利用ことができる（55）。
CLSは、弁護費用の公的セーフティネットとして、財務省が予算措置を
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講じ、法務省の監督の下で活動をしている。無償で、WFTCなどにかか
る法律相談・1egaladviceや、争訟代理・representationの支援に応じ
ている。
（5）裁決にかかる理由附記
審査請求人の争訟権をしっかりと保障するためには、審判所が裁決を下
す場合には、裁決書に加え、判断の理由の附記した「理由記載書・
statementofreasons」の添付を審判所に義務づける必要がある。従来
の審判所では、裁決を下すにあたっての理由附記の程度については審理員，
の裁量に任されていた。法的要件とされていなかったために、附記された
理由の中身が不十分で、裁決に不満な不服申立人が、司法審査に訴えるに
も躊躇せざるを得ないことも少なくなかった。とりわけ、新たに誕生した
審判所の手続においては、事案を上級審判所、さらには司法裁判所（控訴
裁判所）へもっていくには、それぞれ各審判所の許可・permission，
1eaveが要る。不服申立人の争訟権の不当な抑制につながらないようにす
るためにも、裁決書に添付される理由記載書への詳細な理由附記を義務付
けることは重い課題である。
ひとくちに審判所での審査請求に関する「裁決」といっても、その内容
は多様である。また、審判所によっても、給付する審判サービスが異なる
ことから、裁決の内容も違ってくる。一般に、課税処分等については、原
処分等の「容認・uphold」、原処分等の「変更・vary」または原処分等の
「取消・cance1」のいずれかのかたちで裁決することができる。ここで、
変更の裁決とは、納税猶予処分の変更などが考えられる。また、取消の裁
決とは、課税処分の全部または一部の取消に加え、職権または当事者から
の申立てに基づき審判所が指示・directionsをし、あるいは一定の処分等
（55）http：／／www．1egalservices．gov．uk／civi垣sp〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
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を見直すように懲懸することも含む。この場合においては、指示をするに
先だって、審判所は、当事者に対して審理前レビュー・pre－hearing
review参加を命じることができる。このように、裁決の種類が多様なこ
とからして、裁決に附記された理由の“十分性”についても、事例により
異なってくる。
いずれにしろ、新たに制定された審判所規則では、当事者間で裁決書の
送達は必要ないと合意した場合を除き、審判所は、裁決書を当事者へ送達
しなければならないことになっている。この場合、審判所は、裁決書には
理由記載書を添付することとされた。また、審査請求当事者も、認定事実
＋裁決＋その理由の要約、または認定事実＋裁決＋その理由の全文を求め
ることができる（第一段階審判所租税部規則35条、上級審判所手続規則40
条）。
（6）審判所サービスの迅速化・効率化
今回の審判所制度の抜本改革の大きな目標の一つは、「審判所サービス
の迅速化・効率化」にあった。
租税審判所に限って見てみても、「審判所サービスの迅速化・効率化」
が容易でなかった理由はいくつもあげられている。
まず、旧租税審判所、とりわけ、旧一般コミッショナー・GCでは、さ
さいな事案が集中豪雨的に持ち込まれ、審理を正常に行うことが難しい常
態にあった。しかも、こうした常態が、受理された審査請求事案が審理の
日程簿にも載せられないまま、長期にわたり放置されることにもつながっ
ていた。
その後、所得課税にも申告納税制度が採用された。また、“福祉と課税”
を一元化するねらいから「負の所得税・negativeincometax」の考え方
を採り入れて制度化された。各種の給付つき税額控除にかかる審査請求事
案が旧社会保障子ども支援不服審判所・SocialSecurityan（iChild
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SupportAppealsTribma1（現第一段階審判所社会保障部・First－tier
TribunalSocialEntitlementChamber）の所轄とされた。こうしたこ
とが、旧一般コミッショナー・GCが管轄する不服審査件数を劇的に減少
させることにつながった。しかし、審理員の任命数も減少したことも手伝っ
てか、目に見える審判所サービスの迅速化・効率化にはつながらなかった。
また、旧一般コミッショナー・GC〔審判所〕では、最盛期では3，500人
を超える審理員（コミッショナー）を、各地域の選任委員会の推挙に基づ
き大法官が任命した。審理員は、無償（ボランティア）の任務であり、特
別の選任資格要件もなかったことから、その地域の名士などが推挙される
傾向が強かった。この古色蒼然とした不透明な推挙方法もさることながら、
審理員に法的知見を有する人材が推挙されてこなかったことが、致命傷で
あった。ますます複雑化し、法律や会計などの専門的な知見を要する租税
分野での紛争処理サービス需要に、審理員の素人の常識だけでは歯が立た
ない。政府は、審判所書記に事務弁護士・ソリスターを非常勤で登用する
などして対策を練ってはきた。しかし、その結果、審理員の任務は形骸化
し、書記と、審査請求人（納税者）の相手方（課税庁・HMRC）とが、
審理を主導するかたちを強めていった。主役であるはずの納税者は、代理
人の選任もままならず、完全に脇役になってしまうなど、弊害も少なくな
かった。
さらに、旧一般コミッショナー・GC〔審判所〕への審理請求付託事務
は、課税庁・HMRCが行っていた（原処分庁経由主義）。このことも手伝っ
てか、HMRCの調査官が、担当事案を話合いによる合意解決に導くため
の時間稼ぎに、審査請求期限ぎりぎりまで事案を審判所に付託しないよう
な実務も散見された。こうしたことも、審判所サービスの迅速化・効率化
にマイナスに作用したとされる。
一方、特別コミッショナー・SCや付加価値税関税審判所では、争訟代
理人関与の有無は、審理の迅速化・効率化を大きく左右する。事案にもよ
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るが、特別コミッショナー・SCが管轄する不服申立事案では、平均で受
理から11～12週で審理が開始されている。もっとも、複雑な事案では、3
箇月から、代理人関与事案でも、長いものは2年を要している。確かに、
審判所で慎重に審理をすすめることは重要である。ただ、長時間の集中審
理を行えば1日で結審できる事案もあり得る。それにもかかわらず、審判
所では、初回の審理では基本的な事項の確認で終り次回の審理日程を決め
て終結するという慣行が支配していた。審理員および不服申立代理人の間
に審理の迅速化に努力しようという姿勢が見られない非効率な事案処理が
目立っていた。また、鑑定証言なども、事前に審判所に文書で提出されて
いることの繰り返しで、出頭証言の必要性が疑わしいものも少なくなかっ
た。審判長が変わり、審理の指揮がしばしば変わることも、遅延の一因と
の意見もあった。また、審理がロンドン以外で開かれると、より大きな遅
延につながることも指摘されていた（56）。
今回の審判所制度改革は、こうした現実を踏まえて、審判所サービスの
迅速化・効率化の流れを一層加速させようというのが、一つの遠い目標で
ある。
（7）不服申立ての合意解決の意義
課税処分等に不満な納税者は、不服申立手続をとることになる。この場
合、従来から、いきなり租税関係審判所に対し審査請求を行うのではなく、
まず処分庁との話合いによる合意解決に努めるかたちになっている。こう
したルートが設定されていることから、納税者は、不服申立てを、はじめ
に原処分庁である歳入関税庁・HMRCに対して行うことになっている
（原処分庁経由主義）。この結果、不服申立てがあれば、課税庁の職員は、
まず、当該納税者あるいはその代理人との話合いをし「不服申立ての合意
（56）レゲット報告書PartIITaxTribunals：TheGeneralCommissionersof
IncomeTax1，at5～19、注（3）参照。
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解決・SettlementofAppealsbyAgreement」（「話合いによる合意解
決」ともいう。）に努めることになる。
この不服申立ての合意解決は、当事者間での話合いによる手続であるが、
イギリスにおける国税通則法ともいえる1970年租税管理法54条〔不服申立
ての合意解決・Settlingofappealsbyagreement〕を典拠とした法的
手続である。ただ、話合いによる合意解決手続の詳細は、課税庁・HMR
Cの事務運営指針・guidanceに規定されている。課税の現場では、不服
申立ての合意解決の手続は、事務運営指針をもとにHMRC職員向けに作
成された『不服申立ての手引・AppealsHandbook』を典拠としてい
る（57）。
話合いによる「不服申立ての合意解決」の概要を、図説すると、次のと
おりである。
【図表皿一1】不服申立ての合意解決の概要
・「不服申立ての合意解決」とは、歳入関税庁・HMRC職員と不服申立人（そ
の代理人を含む。以下同じ。）との間で合意により不服申立事案を解決するも
のである。
・HMRC職員と不服申立人との間での合意は、HMRC長官が当該不服申立てに
対する決定を下したものと同等の効力を有する（租税管理法54条1項）。
・合意による不服申立ての決定は、原処分等の容認ないし取消（一部または全部）
について、HMRC職員と不服申立人との間で既定の様式で合意に達し、かつ、
不服申立人がその合意の日から30日以内にその合意を破棄または翻意しないこ
となどの要件を充足する場合に、これをすることができる。
・不服申立ての合意解決は、HMRC職員と不服申立人が、原処分等の容認ない
し取消について、文書で確認しなれければならない。
・すでに文書で不服申立ての合意解決が図られた事項であっても、正当性のある
裁判の判決など後発的事由により変更ができる。
（57）See，AppealHandbook，AHO301etseq，
http：／／www．hmrc．go肌uk／manuals／ahmanua1／AHO300．htm
2009年4月1日〕
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2課税処分等に対する不服申立制度の再構築をめぐる課題
「不服申立て・appeals」の主な類型としては、①「レビュー・reviews
〔異議申立て・再調査〕」、②「審査請求・appeals」、③r再審査請求・
onwardappeals」の3つをあげることができる。①と、②・③との区別
は、不服申立てにあたる機関（主体）の違いによる分け方である。不服申
立制度にどのような類型のものを置くかは、すぐれて立法政策上の課題で
ある。
今回の審判所制度改革において、課税庁・HMRCは、審査請求前レビュー
・〔異議申立て・再調査〕手続・pre－appealintemalreviewproce－
d．uresの整備に積極的に動いた。確かに、レビュー手続は、簡素・迅速で
あり、実質無償、税額算定などの事実認定についても審判所よりも的確と
いえる。ただ、こうした手続のあり方については、実質的に処分庁による
再処分手続にあたるのではないかなど、議論のあるところであった。また、
レビュー手続を積極的に位置づけることは、独立性の不確かな不服申立手
続が大手を振って歩くことになるのではないかなど、課税庁の動きに対し
ては、今回の審判所制度改革の趣旨にも抵触しかねないとの批判もあった。
結果的には、レビュー〔異議申立て・再調査〕手続の制度化に奔走し、
租税不服申立ての領域において引き続き主導権の維持に布石を打った課税
庁・HMRCの意向が通り、実質的には“レビュー〔異議申立て・再調査〕
前置主義”に近いかたちの不服申立制度が構築された。
（1）租税確定手続と不服申立手続の基本
イギリスの租税は、大きく所得税や付加価値税のような申告納税・self－
assessment方式を採るものと、賦課課税・officialassessment方式を
採るものとに分けることができる。申告納税方式の租税については、申告
書の提出があり、その申告を是認し難い場合、歳入関税庁・HMRCは税
務調査を行い、そめ結果に基づいて更正処分・amendmentsを行う。無
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申告の場合や、賦課課税方式の租税については、課税庁は賦課決定・
officialassessmentsを行う（1970年租税管理法31条）。
不服申立ての対象となるのは、課税庁〔歳入関税庁〕が行う処分等、つ
まり「課税処分等・HMRCdecisionsetc」である。2008年財政法・
FinanceAct2008によると、次のようなものが「課税処分等」にあたる
（124条11項a号・b号）。
【図表皿一2】r課税処分等」、r歳入関税庁所管事項」の意味
・（a）歳入関税庁・HMRC所管事項にかかる長官が行った処分等、または（b）歳
入関税庁所管事項・HMRCmatterにかかる職員が行った処分等
・処分等の検討または処分等の決定した者のよる付託事項を含む、歳入関税庁の
処分等にかかる付託事項
「歳入関税庁所管事項」とは、歳入関税庁の長官または職員の権限に属する事
項をさす。
後に詳しくふれるように、今回のレビュー〔異議申立て・再審査〕制度
づくりにおいて、レビュー前置主義は、原則として採用しないこととされ
た。したがって、課税庁の処分等に不服な者は、直ちに第一段階審判所租
税部に対して審査請求・appealsを行うことができるかたちになっている。
審査請求は、原則として、更正処分ないし賦課決定の通知書が発行されて
から30日以内に文書で行うように求められる。ただし、相当な理由・
reasonableexcuseがあれば、期限後申立てが認められることがある。
不服申立書には、その理由を附記しなければならない（1970年租税管理法
49条）。
不服申立書は、これまでは課税庁・HMRCを通して審判所に提出して
いた（原処分庁経由主義）。これは、いきなり租税関係審判所に対し審査
請求をすすめるのではなく、まず処分庁との話合いによる合意解決に努め
る仕組みがあることも一因である。つまり、不服申立てがあれば、課税庁
の職員は、まず、当該納税者あるいはその代理人との話合いをし「不服申
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立ての合意解決」に努めることになっているためである。実際、ほとんど
の不服申立ては、この話合いにより合意で解決されてきた。したがって、
話合いによる不服申立ての合意解決にいたらなかった事案が、租税審判所
で審査請求に付されることになる。審判所への付託手続は、納税者が行う
ことができることになっているが、通例、歳入関税庁・HMRCが行って
きた。また、審判所での審理請求付託事務は、直接税を例にすると、旧一
般コミッショナー・GCの場合は歳入関税庁・HMRCが行っていた．こ
うした事務を審判所サービス・TSが行ってきた旧特別コミッショナー・
SCの場合とは異なる。原処分庁経由主義が原因かどうかは定かではない
が、HMRCの調査官が、担当事案を話合いによる合意解決に導くための
時間稼ぎに、審査請求期限ぎりぎりまで事案を旧一般コミッショナー・
GCへ付託しないような実務も散見されたようである。
旧一般コミッショナー・GCへの審理請求付託事務を歳入関税庁・
HMRCが行うことについては、従来から、審判機関の“独立性”の観点
から、疑問が呈されていた（58）。
2009年4月1日以降、租税にかかる審査請求事務はすべて、横断的に審
判所事務を担当している審判所サービス・TSの手に移った。実務的には、
課税処分等についての第一段階審判所租税部への審査請求は、納税者自身
が各地にある審判所サービス所管の紛争処理センターへ行うことになった。
もっとも、納税者は、不服申立てを、はじめに引き続き歳入関税庁・
HMRCに行うことになっている。これは、課税処分等について審査請求
手続においては歳入関税庁・HMRCも一方の当事者となること、また、
課税処分等の不服申立てはできるだけ話合いによるの合意解決ないし新た
（58）政府への審判所改革の勧告を行った2001年3月のレゲット報告書でも、この原処分
庁経由主義について、課税庁と審判所がr過剰に密接な関係・anover－close
relationship」であると指摘し、改善の必要性を説いている。レゲット報告書PartII
TaxTribunals：TheGeneralCommissionersofIncomeTax，at7、注（3）参照。
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なレビュー〔異議申立て・再審査〕を通じて当事者間での解決に努めるこ
ととされているためである。
（2）審査請求前レビュー手続利用の奨励
今回の審判所制度改革に導いた2007年審判所実施法では、不服申立ては、
第一段階審判所租税部への審査請求・appeals、上級審判所金融租税部へ
の再審査請求・onwardappealsを行うルートを定めている。
しかし、，今回の審判所改革のたたき台となった2001年3月のレゲット報
告では、新たに誕生する審判所がささいな事案の洪水で悩まされることを
懸念した。このため、処分庁と被処分者との間で紛争が起きれば直ちに審
判所での審理開始といった稚拙な条件反射に走らないように訴えた。予防
策として審判所の審理手続だけではなく、処分庁自身ができるだけ当事者
間の合意・agreementに基づく内部的な紛争処理・intemalreviewをす
すめるように推奨した。このため、各処分庁に対して内部のレビュー〔異
議申立て・再調査〕・objection、review手続を整備するように勧告した。
同時に、内部のレビューの仕組みが利用者・カスタマー本位であることの
証として、レビュー結果（決定）への十分な理由附記を行うように求める
とともに、レビューをする各処分庁は、標準レビュー時間の目標値設定や
実測値公表など実効性の確保を明確にするように勧告した（59）。つまり、執
行行政庁その他公的政策実施機関の処分等に関するレビューの仕組みづく
りにおいては、“行政評価”の手法を大胆に採り入れ、納税者の使い勝手、
効率性を第一にするように求めた。
このレゲット報告書は、やさしくいえば、司法裁判所の負担軽減のため
にはカスタマー・利用者本意の二進級（第一段階・上級）の審判所づくり
が必須としながらも、その一方で審判所の負担軽減には縦割りの省庁に置
（59）レゲット報告書PartIChapter9：RelationshipwithDepartments，at9．2～
9．10、注（3）参照。
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かれる内部のレビュー〔異議申立て・再調査〕手続の充実が要、という
“玉突き”のスタンスにある。
従来から、租税関係の審判所手続においては、対審制を採っていること
もあり、訴訟代理を担当する税務専門の訟務弁護士・taxbarrister、訟
務弁護士を書面の準備や証人喚問などを補佐するための公会計士・public
accountantsや事務弁護士・solicitorsなどの税務専門職のタイアップは
必要不可欠であった。言い換えると、納税者は無償で租税関係審判所に対
して審査請求を申し立てることができるが、実際には、納税者は争訟代理
人や保佐人を依頼するなど“専門的知見”に対する多額の費用負担を強い
られる構図にある。
これが司法審査となると、審査対象が法律問題に限られることに加え、
法廷での主張・陳述・立証などには法務専門職の存在が欠かせない。紛争
当事者である納税者にとり訴訟費用負担はかなりきついものとなる。この
点は、今日、イギリスにおける租税訴訟が、租税回避行為の是非など企業
納税者や高所得者に偏頗するかたちで提起され、裁判所が一般庶民・納税
者には手の届かないクラシーで縁遠い存在になっている主な原因の一つで
ある。
こうした実情を織り込んで考えると、形式優先の対審手続によらない、
もっと利用しやすいレビュー〔異議申立て・再調査〕手続を整備し、それ
を積極的に活用することは、現実的な対応のようにも見える。争訟費用も
かからず一般の納税者には好ましい。納税者は、レビュー手続を通じて課
税庁との話合いにより、統一的で、簡易・迅速かつより低廉な負担で実効
的に駆け込み救済が受けられるなどのメリットがあることは確かである。
実際、歳入関税庁・HMRCは、今回の審判所制度改革と並行するかた
ちで、審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続・pre－tribunal
reviewprocedures，pre－appealintemalreviewproceduresを検討・
整備してきた。納税者が歳入関税庁・HMRCに対してレビュー〔異議申
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立て・再調査〕を求めることができる仕組みは、2007年審判所実施法とは
別途に、1970年租税管理法や1994年付加価値税法などに定められている。
こうした法的構図の下、歳入関税庁・HMRCと紛争をかかえた納税者
は、税目にもよるが、実際の不服申立手続において、①処分庁である歳入
関税庁・HMRCでのレビュー〔異議申立て・再調査〕請求のルートか、
②審判所への審査請求のルートかを選択するかたちになっている。
ちなみに、法令では、歳入関税庁・HMRCへの不服申立てには
「review」〔レビュー・再調査請求〕という文言を使い、審判所への不服
申立てには「appea1」〔審査請求〕という文言を使っている。しかし、こ
の法的文言の使い方に対しては、rreview」が主役で、rappea1」が脇役・
第二次的な印象を与えるとの異論もある。課税庁への不服申立てには、
「review」ではなく、むしろ「objection」〔異議申立て〕という文言を当
てるべきであるとの指摘がある（60）。
（60）See，LowIncomesTaxReformGroup，TaxAppealsagainstdecisionsmade
byHMRC：LITRGresponse（July，2008）at5～6．
http：／／wwwユitrg．orguk／uploadedfiles／document／1581TribunalsandHMRC
Intema1＿Reviews（TechDoc）fina1280708pdf〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
確かに、イギリス法では、rreview」という文言は、伝統的に、コモンロー上、“裁
判過程・judicialproceedings”1こおいて、使われてきたものである。これに対して
rappea1」という文言は、議会制定法で使われてきた文言である。租税事案について
いえば、租税行政庁が行った処分等に不服で、執行行政レベルの救済を望む者に対し
て、議会制定法などで申立要件や審理手続等についての詳細を定めて、執行行政上の
救済を与える手続が「appeal」である。したがって、課税庁・HMRCが、庁内で行
われる異議申立手続にrレビュー・review」という文言を安易に用いることは混同
を招く、とする批判には一理ある。こうした批判を受けて、課税庁・HMRCは、混
乱を避けるねらいから、審判所への事案の移送実務では、「review・再調査」の文言
にかえて、「objection・異議申立て」の文言を使う旨を明らかにしている。See，
HMRC，HMRevenueandCustomsan⊂1theTaxpayer：AnAppealsagainst
decisionsmadebyHMRC（Technicaldocument，June2008）at10．
http：／／www。hmrc，go肱uk／finance－bill2008／tn－draft－tribunals－inquiriespdf〔筆者
HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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（3）審査請求前レビュー手続利用奨励への批判
従来から、納税者が歳入関税庁・HMRCが行った処分等についての不
服申立ての処理を、話合いによる合意解決・settlementbyagreement
委ねたとしても、実際には原処分等の変更・取消をした実績が極めて少な
いことが指摘されている。こうした現実を織り込んで考えると、審査請求
前レビュー制度の導入を直ちに肯定的にとらえられないとする見方もある。
むしろ、納税者の審査請求をする権利・taxpayer’srighttoproceed
withanappea1を抑制するおそれもあることが指摘されている。また、
課税の現場では、納税者が合意解決の話合いを打切り、租税審判所へ審査
請求をし、審理が開かれる直前に、歳入関税庁・HMRCが課税処分等の
一部見直しをちらつかせて、話合いによる合意解決に積極的に動き出す傾
向があるとの指摘もある。税務代理を務める専門家からは、新たに導入さ
れた歳入関税庁・HMRC内部でのレビュー手続が公正に運用されるため
に、原処分等を行った職員から独立した職員によるレビューを行う体勢の
整備を含め、徹底した紛争処理基準の透明化を求める声が強い（61）。この点
について、歳入関税庁・HMRCは、税務の専門家を含め各界から意見を
徴収した上で、しっかりした事務運営指針・guidanceを作成し、必要な
対応する旨の方針を言明している。
勅許租税協会・CIOTコCharteredInstituteofTaxationは、税務の専
門職団体である。協会・CIOTは、税制のあり方に関し低所得者の声を社
会へ発信するねらいでr低所得者のための税制改革協議団・LITRG＝Low
IncomesTaxRefOrmGroup」を組織している（62）。
協議団・LITRGは、歳入関税庁・HMRCによる審査請求前レビュー
〔異議申立て・再調査〕手続利用の奨励方針は、“レビュー前置”を原則
（61）See，JamesBullock，“PBR2007：TaxAppealReform，”TheTaxJouma1（29
0ctober2007）at12．
（62）http：／／www．1itrgorg．uk／〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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とすることにもつながりかねないと批判している（63）。こうした方針は、事
実上、歳入関税庁・HMRCが、更正処分ないし賦課決定処分等に不満な
納税者に対して、第一段階審判所租税部に対する審査請求よりも、歳入関
税庁・HMRC内でのレビュー手続を活用する途の選択を懇悪するような
ものである、と指摘する。原処分庁から独立性の薄いところでのレビュー
手続の勧奨は、今回の審判所制度改革の趣旨にも反すると見る。
とくに、協議団・LITRGは、低所得者向けの措置である給付つき税額
控除のアイディアを採り入れた勤労世帯税額控除・WFTC＝Working
FamiliesTaxCreditなどをめぐる紛争が第一段階審判所の租税部ではな
く、第一段階審判所の社会保障部の管轄とされたことを問題にしている。
歳入関税庁・HMRCに設けられる審査請求前レビューの対象とならない
からである。歳入関税庁・HMRCがいかに費用のかからないレビュー手
続を充実させたと宣伝しても、主に低所得者をねらいに設けられた税額控
除にかかる処分等がこのレビュー手続からこぼれ落ちてしまっているわけ
で、画餅に帰した手続であると批判している（64）。
（63）http：／／www．1itrg，org．uk／reports／submissionscfm？id＝581〔筆者HP最終閲覧
2009年4月1日〕。
（64）2003年4月からイギリスが導入している「給付（還付）つき税額控除・refundable
taxcredit」は、「勤労世帯税額控除・WFTC＝WorkingFamiliesTaxCredit」と呼
ばれる。一方、アメリカではr勤労所得税額控除・EITC＝EamedIncomeTax
Credit」と呼ばれる。“負の所得税・negativeincometax”の理論を実践したこの
種の税額控除につきまとう最大の課題は、納税者による“過大還付請求・overclaims，
overpayments”をめぐる紛争の多発である。働いても貧しい人たち・theworking
poorを対象とした給付（還付）つき税額控除の仕組みでは、現行の公的扶助と同じ
効果を、福祉・welfare単独ではなく税制・taxsystemも動員して実現しようとす
るところに特色がある。イギリスでは、従来から勤労世帯税額控除・WFTCにかか
る執行行政は、課税庁・HMRCが直接担当していない。WFTCをめぐる納税者と執
行行政庁との間での紛争は、社会保障給付にかかる紛争として取扱われてきた。この
ことから、第一段階審判所の社会保障部・SocialEntitlementChamberの管轄とし
ているわけである。なお、給付（還付）つき税額控除にかかる納税者サービス、自発
的納税協力などの面での課題について詳しくは、拙論r給付（還付）つき税額控除を
めぐる税財政法の課題」白鴎法学15巻1号参照。
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いずれにせよ、歳入関税庁・HMRC内に置かれた審査請求前レビュー
手続は、実質的に再処分手続にあたるのではないのか、と疑う声も強い。
また、レビュー手続が定着していくと、不服申立制度が実質的に「異議申
立て・再調査（課税庁）」、「審査請求（第一段階審判所租税部）」、「再審査
請求（上級審判所金融・租税部）」といった三段階の進級制、あるいは課
税庁職員との話合いによる「不服申立ての合意解決」という非公式手続
（70年租税管理法54条）も含めると、実質的に四段階の進級制に変容して
いくのではないかと見る向きもある。レビュー手続に固執する歳入関税庁・
HMRCの一連の動きを、“改革の原点”を見失っているのではないか、
と懸念する声も少なくない。
3歳入関税庁による審査請求前レビュー手続の再構築
レゲット報告の趣旨にそい（65）、今回の審判所改革の本陣である法務省・
MoJは、歳入関税庁・HMRC（課税庁）に対して、課税処分等にかかる
審査請求前レビュー手続見直しの青写真を提示するように要請した。
（1）歳入関税庁による審査請求前レビュー手続見直しのプロセス
歳入関税庁・HMRCは、この要請に応じて、一連の公開諮問手続を実
施した（66）。その後の審査請求前レビュー手続の再構築に向けて行われた作
（65）レゲット報告書PartIChapter9：RelationshipwithDepartments，at9．2～9．10、
注（3）参照。
（66）イギリスにおいては、政府の新政策、政府立法や行政立法をすすめるに先立ち、重
要な案件については、利害関係人・stakeholdersからの意見集約をねらいにパブリッ
クコンサルテーション・PC（＝PublicConsultation・意見公募／公開諮問）を求め
る仕組みが整備されてきている。意見公募／公開諮問は、政府各省庁が実施する場合
と、議会が実施する場合とがある。提出された意見は、あくまでも参考意見であり、
意見公募／公開諮問実施主体はこれに従う義務はない。しかし、提出された意見は、
一覧としてすべて報告書で公表される。また、同時にそれぞれの省庁ないし議会のホー
ムページ（HP）で公開される。ちなみに、アメリカでは、パブリックコメント・
PublicCommentと称される。なお、課税庁・HMRCのPC手続について詳しくは、
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業は、次のとおりである。
【図表皿一3】歳入関税庁・HMRCによる審査請求前レビュー手続見直しのプロセス
・鰯難欝㈱難翻鰯懸灘購灘纈灘欝灘欝鰯鑛騰雛鞭議灘購灘懸縷灘
灘鰯馨講灘灘難難鱗1：公開諮問資料・PublicConsultationDocumentとし
て、『歳入関税庁と納税者・関税歳入庁の処分等にかかる租税審査請求：諮問
資料（HMRevenueandCustomsandtheTaxpayer：TaxAppeals
againstdecisionsmadebyHRMC：ConsultationDocument）』を作成・公
表し、一般からの意見を求めた（67）。
【諮問内容骨子：納税者が選択的に課税庁内部に置かれた審査請求前レビュー
〔異議申立て・再調査〕手続を求められる制度導入の適否を問うもの。具体的
には、①不服申立てについて話合いによる合意解決手続で合意に達しない場合、
納税者は、歳入関税庁・HMRCから独立した審判所への審査請求を行うこと
ができるが、選択的に原処分を行った職員とは異なる職員の下でレビュー〔異
議申立て・再調査〕を求めるルートも使えるようにする。②レビュー手続にお
いて、歳入関税庁・HMRCは、課税処分等の見直しを、納税者がいわゆる
r後出し」のかたちで提供した情報を含め、積極的に行うものとする。③こう
した情報があっても課税処分等の見直しができない場合、歳入関税庁・HMRC
は、その理由を納税者に積極的に説明をするものとする。④レビュー〔異議申
立て・再調査〕を求めた場合で、決定に不満なときには、納税者は、審判所へ
審査請求ができる（1970年租税管理法54条）。】
・難難蕪灘難騰醸灘醸灘灘難灘雛醗講醗鰯鍵難：答申資料として、
『歳入関税庁と納税者・歳入関税庁の処分等にかかる租税審査請求：答申概要
と今後の方針（HMRevenueandCustomsandtheTaxpayer：Tax
AppealsagainstdecisionsmadebyHRMC：SummaryofResponsesand
FutureDirection）』を公表した（68）。
・鐡灘醗灘灘灘灘羅灘灘灘難蕪鰯灘灘鱗難勇繍一鑛繍灘獲
鱗灘獺欝：r歳入関税庁と納税者・歳入関税庁の処分等にかかる租
税審査請求：専門資料（HMRevenueandCustomsandtheTaxpayer：
TaxAppealsagainstdeci忌ionsmadebyHRMC：Technicaldocument）』
を公表（69〉。
http：／／www。hmrc．go紘uk／1arge－business／consultation－framework．pdf〔筆者HP
最終閲覧2009年4月1日〕。また、イギリスを含め、先進各国の意見公募手続の比較
については、See，MarcR．Gramberger（ed．）CitizensAsPartners：OECD
HandbookonInformation，ConsultationandPublicParticipationinPolicy－
Making（OECD，2001）．
（67）http：／／www・hmrc．go猛uk／budget2008／hmrc－and－taxpayer－appealspdf〔筆者
HP最終閲覧2009年4月1日〕。
（68）http：／／www．hmrc．go肱uk／budget2008／hmrc－and－taxpayer－appealspdf〔筆者
HP最終閲覧2009年4月1日〕
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者・歳入関税庁の処分等にかかる租税審査請求：応募意見・答申の概要（HM
RevenueandCustomsandtheTaxpayer：TaxAppealsagainst
decisionsmadebyHRMC：SummaryofTechnicalResponses）』を公
表（70）。
に入る審査請求の対象となる処分等について、納税者が歳入関税庁・HMRC
内部に置かれた審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続を求められる
制度を導入するための法制整備をすすめる旨を決定した。
（2）政府によるレビュー手続見直し案の法制化
政府は、次のようなプロセスを経て、歳入関税庁・HMRCが意見集約
した審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続を求められる制度を
導入するための法制整備をすすめる旨を決定した。
【図表皿一4】政府の課税庁・HMRC内レビュー見直し政策形成プロセス
①新たに設けられる審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続を経るかど
うかは、滞納処分の執行停止にかかる不服申立てなど従来どおり審査請求前レ
ビューが義務づけられる一部例外を除き、納税者の任意を原則とする。
②新たなレビュー手続は、（a）納税者自身から自主的な申立て・requireがあった
場合、あるいは、（b）課税庁が職権で納税者にレビューの申出・offerをし、納
税者がその申出を受諾・acceptした場合、のいずれかを条件に開始するもの
とする。
③新たなレビュー手続は、2009年4月1日に、旧租税審判所が第一段階審判所租
税部へ移行した後に開始するものとする。
④新たなレビュー手続の確立については、歳入関税庁・HMRCと法務省・MoJ
が、新審判所制度と歳入関税庁・HMRCの執行体勢の整備状況を勘案してす
すめる。
（69）http：／／customs．hmrc．gov．uk／channelsPorta1WebApp／channelsPorta1WebApp。
porta1？nfpb＝true＆pageLabe1＝pageVATShowContent＆propertyTypeニ
document＆columns＝1＆id＝HMCEPRODlO29035〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕
（70）http：／／customs．hmrc，gov．uk／chamelsPorta1WebApp／channelsPorta1WebApp．
porta1？＿nfpb＝true＆．pageLabe1＝pageLibrary＿ConsultationDocuments＆property
TypeニdOcument＆columns＝1＆id＝HMCE＿PRODl＿029035〔筆者HP最終閲覧2009年4
月1日〕
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⑤2008年財政法・FinanceAct2008第124条〔歳入関税庁の処分等：レビューお
よび審査請求・HMRCdecisionsetc：reviewsandappeals〕（71）に、レビュー
手続の骨子を定める。
⑥2009年審判所管轄および歳入関税庁に関する審査請求令・Transferof
TribunalFunctionsandRevenueandCustomsAppealsOrder2009（2009
Nα56）〔72）別表1第30、ならびに1970年租税管理法・TMAに49条のA～49条の
H、55条および56条等〔レビュー手続〕を挿入し、歳入関税庁・HMRCの審
査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続の典拠を明確化する。
4見直し後の課税庁によるレビュー手続の概要
政府は、税界からの意見を聴取するなどして、課税処分等に関する不服
申立制度の抜本的な見直しを行ってきた。その結果、2009年4月1日以降、
歳入関税庁・HMRCの処分等に不満な納税者は、基本的には、①歳入関
税庁・HMRC内部に設けられた審査請求前レビュー〔異議申立て・再調
査〕手続のルートを選択するか、または、②直接、第一段階審判所租税部
に対する審査請求ルートを通じて、紛争の解決をはかることになった（73）。
また、①審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続は、（a）納税者
自身の自主的な申立て・requireに加え、（b）課税庁・HMRCが職権で納
税者にレビューの申出・offerをし、納税者がその申出を受諾・acceptし
た場合に開始される。
（1）レビュー手続の性格と典拠
新たに導入された課税庁・HMRCの内部レビュー〔異議申立て・再調
査〕手続・pre－tribunalreviewproceduresは、法定の不服申立手続・
（71）http：／／www．opsi．gov．uk／acts／acts2008／pdf／ukpga＿20080009＿enpdf〔筆者HP
最終閲覧2009年4月1日〕。
（72）http：／／wwwDpsi．gov．uk／si／si2009／uksi20090056en1〔筆者HP最終閲覧2009
年4月1日〕。
（73）ただし、例外的に、1979年関税消費税管理法・CustomsandExciseManage－
mentAct1979などの法律の下でレビュー〔異議申立て・再調査〕前置主義が適用
になる場合を除く。
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statutoryappealproceduresである。したがって、課税処分等に不服な納
税者との紛争を非公式な「話合いによる合意解決」をめざす手続とは異なる。
審査請求前レビュー〔異議申立て・再調査〕手続は、主に、1970年租税
管理法・TMA＝TaxManagementAct1970第5章、1994年付加価値税
法・VATA＝ValueAddedTaxAct1994第5章、および1994年財政法・
FA＝FinanceAct1994第1章などを典拠としている。
（2）租税不服申立手続における新たなレビュー手続の位置
新たな租税不服申立ルートを、図説すると、次のとおりである。
【図表皿一5】新たな租税不服申立てルート
控訴裁判所
レビュー（再調査）レビュー（再調査）再審査請求First－tierTribunalUpperTribuna1＼＼、／ノー一灘》
’、、（a）課税庁からの申出・納税者が受諾11＼（b）納税者の自主的な申立て〆Il、’11、 ”、iノ’ノ、ヤヤ、＼、課税庁・HMRCの処分等ノ
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ここで、2009年4月に開通した新たな租税不服申立ルートにおけるレビュー
手続と改変された審査請求手続の位置を確かめるための簡略な説明を加え
ておきたい。
まず、直接税にかかる不服申立ルートについてである。従来は、課税処
分等について、課税庁に不服申立てをした納税者は、まず、歳入関税庁・
HMRCとの話合いによる合意を探ることになる。これがうまくいかず合
意に達することができず、納税者が審査請求を望む場合、課税庁が租税審
判機関である旧一般コミッショナー・GCへ審査請求名簿を送ることになっ
ていた。しかし、この手続は廃止された。
次に、間接税にかかる不服申立ルートについてである。従来は、付加価
値税・VATを例にすると、課税処分等に不服な納税者は歳入関税庁・
HMRCに対して不服申立てをすると、まず、歳入関税庁・HMRCとの話
合いによる合意解決を探ることになる。これがうまくいかず合意に達する
ことができず、納税者が審査請求を望む場合、課税庁が租税審判機関の一
つである旧付加価値税関税審判所・VATandDutiesTribunalsへ審査
請求名簿を送ることになっていた（74）。しかし、この課税庁経由で審査請求
名簿を送る手続は廃止された。
（74）ただし、環境税・environmentaltaxesを含む個別消費税・exciseや関税・
customsに関する処分等については、従前からレビュー（異議申立て・再調査）前
置主義が採られており、付加価値税に関する処分等とは異なっていた。したがって、
課税物品を保税地域から引き取る場合で、関税と付加価値税がかかるときには、それ
ぞれ別途の不服申立手続を踏むことになっていた。1994年財政法・FinanceAct
1994第14条1項関係別表5および同条の基づいて施行された関税レビュー及び不服申
立（関税及び原産地）規則・CustomsReviewsandAppeals（TariffandOrigin）
Regulations1997参照。
http：／／www．opsigov．uk／acts／acts1994／ukpga＿19940009＿en＿3＃pt1－ch2っb4－11916
およびhttp：／／customs．hmrc．govuk／channelsPorta1WebApp／channelsPorta1Web
App．porta1？＿nfpb＝true＆＿pageLabe1＝pageLibrary＿ShowContent＆idニHMCE＿CL＿
000167＆propertyType＝document＃downloadopt〔筆者HP最終閲覧2009年4月1
日〕。ちなみに、関税等に関するレビュー前置主義は、歳入関税庁・HMRCの新レビュー
制度の実施後も引き続き継続される。
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以上のような制度見直しに伴い、2009年4月1日からは、直接税または
間接税にかかる課税処分等に不服な納税者は、歳入関税庁・HMRCに対
して不服申立てをすることになることについては、従来どおりである。た
だ、これまでとは異なり、同時に、その納税者は、自身で第一段階審判所
租税部へ審査請求をすることができることになった。ただ、この場合であっ
ても、納税者が自主的に第一段階審判所租税部に審査請求をしない限り、
課税庁に行った不服申立ては審判所の管轄にはならない。
納税者が課税庁に対して不服申立てをした場合、歳入関税庁・HMRC
は職権でその納税者に対してレビューの申出ができる。また、その納税者
も、自主的に課税庁に対してレビューの申立てができる。納税者が歳入関
税庁・HMRCの申出を受諾した場合、あるいは、納税者が自主的に申立
てをした場合（ただし、審判所へ審査請求をしている場合を除く。）に、
歳入関税庁・HMRCはレビュー手続を開始する。
現実の実務では、歳入関税庁・HMRCは、課税処分等に不服な納税者
が不服申立てをした場合、まず担当職員と不服申立人との間での話合いに
よる合意解決を目指す。しかし、合意に達しないときには、課税庁の方か
ら法定手続であるレビューの申出をする。この申出を納税者が30日以内に
受け入れない場合、あるいは、納税者が第一段階審判所租税部へ審査請求
の申立てをした場合には、課税処分等かかる納税者からの歳入関税庁・
HMRCへの不服申立ては終結したものとして扱われ、その旨の通知書が
送付される。通知書を受け取った納税者は、直ちに通知された税額を納付
しなければならない原則になっている。
レビュー手続は、法定の手続であるために、レビュー申出受付期限は法
的期限である。したがって、納税者が歳入関税庁・HMRCからのレビュー
の申出を受諾しないまま期限経過後に後出ししてきた証拠等については、
歳入関税庁・HMRCはこれを受け付ける義務はない。ただ、課税の現場
では、非公式な話合い手続を通じて、できるだけこうした証拠等を勘案し
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て、合意に達する努力がなされている。不服申立ての合意解決のための話
合いは、審判所への審査請求中でも継続ないし開始することができる。
いずれにしろ、納税者がレビューの申立てをした場合には、歳入関税庁・
HMRCは45日以内にレビューを行い更正処分の通知をすることになって
いる。
ちなみに、ここでレビュー手続の対象となる「直接税・directtaxes」
とは、所得税・incometax、法人税・corporationtax、キャピタルゲイ
ン税・capitalgainstax、国民保健料・nationalinsurancecontribu－
tions、各種法的負担金・statutorypayments、相続税・inheritancetax、
石油収入税・petroleumrevenuetax、学生奨学借入金・students
loans、印紙税・stamptaxes、源泉徴収税・taxcollected．under
PAYE＝PayAsYouEamなどである。
5レビュー手続関連法の逐条解説
すでにふれたように、レビュー〔異議申立て・再調査〕手続は、議会制
定法を典拠とする手続である。以下においては、レビュー手続関連法につ
いて、逐条的に解説する。
（1）租税管理法上のレビュー手続の逐条解説
直接税に関するレビュー手続については、主に1970年租税管理法・
TMA＝TaxManagementAct1970第5章に定められている（49条のA～
49条のH、55条および56条等）。同法のレビューにかかる主な条項を逐条
的に図説すると、次のとおりである（75）。
（75）See，ExplanatoryMemorandumtOtheTransferofTribunalFmctionsand
RevenueandCustomsAppealsOrder2009（2009Nα56）
http：／／www．opsLgov．uk／si／si2009／em／uksiem＿20090056＿enpdf〔筆者HP最終閲
覧2009年4月1日〕。
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【図表皿一6】租税管理法49条のA～49条のH〔レビュー手続〕の逐条解説
本条の規定に基づき、不服申立人・appellantは、歳入関税庁・HMRCに対し
てレビューを行うように申し立てるか、または、歳入関税庁・HMRCに対して
審査請求をする旨の通知を行ったうえで審判所に対して審査請求を行う通知をす
ることができる。事前にレビューが申し立てられておらず、かつ、事前に審査請
求をする旨の通知が行われていない場合であっても、歳入関税庁・HMRCは、
レビューの申出をすることができる。
本条の規定に基づき、レビュー申立ての通知を受け取ってから30日（もしくは
延長が認められた相当な期間）以内に、歳入関税庁・HMRCは、レビューにか
かる事項の争点を不服申立人に通知しなければならない（第2項）。歳入関税庁・
HMRCは、期日までにその事項のレビューを終えなければならない（第3項）。
レビューに先だって、その事項に関するレビューを通知する要件は、当初の審査
請求の通知以降も話し合いによる合意解決をめざす可能性を探るためである。こ
うした場合、歳入関税庁・HMRCのレビューは、紛争解決にはどのような論点
を考慮すればよいのかなど、歳入関税庁・HMRCが現在の状況を理解し、その
概要を把握することにある。レビューに関し、何らの変更点も見出し得ないとす
る。この場合には、単にその旨を通知することになる。
不服申立人は、レビューを行うように求めることができる。一方、歳入関税庁・
HMRCは、不服申立人が行ったレビューを歳入関税庁・HMRCが受理した場合
または審判所に審査請求を行うように通知した場合には、レビューを行う義務を
負う（第4項第b号）。同一の事案について、レビューは一回に限りできるもの
とする。
歳入関税庁・HMRCがレビューの申出をした場合、不服申立人は30日以内で
あればその申し出を受けることができる（第8項）。不服申立人がその申出を放
置する場合、その事項にかかる争点にかかる歳入関税庁・HMRCの見解は、法
第54条第1項の下での不服申立ての合意解決に相当するものとみなされ、かつ、
不服申立てはこの基準に基づいて解決がはかられる。
本条の規定に基づき、歳入関税庁・HMRCは、レビューの申出の通知を行っ
た場合、不服申立人に対してレビューにかかる事項の争点についても通知をしな
ければならない（第2項）。
歳入関税庁・HMRCは、当該事項についてすでにレビューの申出を行ってい
る場合もしくはレビューの申立てを受けている場合、または審判所に審査請求が
通知されている場合には、レビューの申出を行ってはならない（第7項）。
本条の規定に基づき、不服申立人は、歳入関税庁・HMRCに審査請求を行う
旨の通知を行ったうえで、審判所へ審査請求の通知を行うことができる（第1項、
第2項）。
不服申立人が、審判所に審査請求の通知を行った場合、審判所は、その事項の
争点を決定するものとする。審判所へ通知する方法については、審判所手続規則・
TribunalPrOcedureRulesによる。
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不服申立人が歳入関税庁・HMRCからのレビューの申出を受け入れた場合ま
たは（不服申立人が歳入関税庁・HMRCに事項のレビューを申し立てた場合）
歳入関税庁・HMRCが第49条のBの下でレビューにかかる事項の争点を通知し
た場合、当該不服申立人は、レビュー期限が終了するまで審判所に審査請求をす
ることができない。
本条の規定に基づき、審査請求が行われている事案についてレビューが申し立
てられているとする。この場合、歳入関税庁・HMRCが行うレビューの意義や
範囲が適切になるように、その状況を勘案するものとする（第2項）。とりわけ、
歳入関税庁・HMRCは、争点事項について判断するため、または、合意にいたっ
ていない点を解決するため、レビューを開始するに先だってとるべき対応を検討
しなければならない（第3項）。
レビューにあたり、歳入関税庁・HMRCは、不服申立人が対して意見陳述を
するに必要な機会を与え、不服申立人が陳述した意見も検討しなければならない
（第4項）。
歳入関税庁・HMRCは、レビューにかかる事項の争点についての決定を、原
処分等の「容認・uphold」、原処分等の「変更・vary」または原処分等の「取消・
cance1」のいずれかのかたちですることができる（第5項）。歳入関税庁・HMR
Cは、当事者間で合意された別の期間がある場合を除き、45日以内にレビューの
決定を通知しなければならない（第6項、第7項）。
歳入関税庁・HMRCが、この期間内にレビューに関する決定を通知しないと
する。この場合、当該事項に関する歳入関税庁・HMRCの原処分等は容認され
たものとみなされ（第8項）、かつ、歳入関税庁・HMRCはこうした取扱がなさ
れる旨を不服申立人へ通知しておかなければならない（第9項）。これらの規定
により、当該事案に関するレビューは終了したものとする。これにより、納税者
は、既定の期間内に、審判所に対して審査請求の通知をすることができる。
本条の規定に基づき、決定が通知された場合には、第54条第1項に基づく事項
の争点にかかる文書による合意が行われたものとみなされる（第2項）。不服申
立人は、第54条第2項の規定に基づく話合いによる不服申立ての合意解決を拒否
あるいは回避することはできない（第4項）。
ただし、不服申立人は第49条のGもしくは第49条のHの規定に基づき審判所に
対して審査請求の通知をした場合には、本条第2項は適用されない（第4項）。
・灘灘灘曝麗鑛灘難羅灘灘難難羅
本条の規定に基づき、歳入関税庁・HMRCがレビューの決定通知を行った後
は、不服申立人は、審判所に対して審査請求の通知を行うかどうかを自由に決め
ることができる。審査請求の通知は、レビューの決定通知を発した日から30日以
内（レビュー後手続期間）にしなければならない。レビューにかかる決定通知の
ないままにレビュー期間が経過した場合、不服申立人は、当該レビュー期間終了
後、第49条のE第9項に定める通知があったものとみなされてから30日以内であ
ればいつでも審判所に対して審査請求の通知を行うことができる（第5項第b号）。
礫難翻灘難灘講難鍵難難灘穰羅懸灘鐵難講灘灘簸
本条の規定に基づき、歳入関税庁・HMRCからレビューの申出があり、不服
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申立人がその申出を受け入れない場合には、当該不服申立人は第49条のC第8項
に定めるレビューの申出受入期間内であっても、審判所に対して審査請求の通知
をすることができる。申出受入期間経過後に、不服申立人は審判所に対して期限
後通知の許可を求めることができる。
（2）付加価値税法上のレビュー手続の逐条解説
付加価値税・VATに関するレビュー手続については、主に、1994年付
加価値税法・VATA二ValueAddedTaxAct1994第5章に定められて
いる（83条のA～83条のG、84条、85条1項および85条のB等）。同法のレ
ビューに関する主な条項を逐条的に図説すると、次のとおりである（76）。
【図表皿一7】付加価値税法83条のA～83条のG〔レビュー手続〕の逐条解説
・懸灘灘講難灘難灘麟灘灘獺i麟駿鰯灘
本条の規定に基づき、不服申立人・appellantは、歳入関税庁・HMRCに対し
てレビューを行うように申し立てるか、または、歳入関税庁・HMRCに対して
審査請求をする旨の通知を行ったうえで審判所に対して審査請求を行う通知をす
ることができる。事前にレビューが申し立てられておらず、かつ、事前に審査請
求をする旨の通知が行われていない場合であっても、歳入関税庁・HMRCは、
レビューの申出をすることができる。
礫難鍵鑛難灘灘灘響難灘霧灘鰯灘鞭鍵雛纏
本条の規定に基づき、いかなる者（事業者以外の者を含む。）も、第83条に規
定する歳入関税庁・HMRCの処分等に対する不服申立てをする権利を有し、か
つ、その者が歳入関税庁・HMRCの処分等があったことを知った日から30日以
内に、レビューの申立てまたは審査請求の通知を送達することができる。判例法
によると、いかなる者（anyperson）とは、付加価値税にかかる処分等の通知
の名宛人以外の第三者で、当該処分等に相当の利害を有する者（例えば、仕入が
争点となっている事案でのその仕入先）をいう。それらの者は、自己の権利利益
に影響を受けた場合には、不服申立てをする権利を有する。本条は、これらの者
がレビューを申し立てる場合の手続の詳細について規定する。
（76）See，ExplanatoryMemorandumtotheTransferofTribunalFunctionsand
RevenueandCustomsAppealsOrder2009（2009No，56）
http：／／www．opsi．gov．uk／si／si2009／em／uksiem＿20090056＿en．pdf〔筆者HP最
終閲覧2009年4月1日〕。
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本条の規定に基づき、歳入関税庁・HMRCは、第83条のAに定めるレビュー
の申出をした場合はもちろんのこと、第83条のBに定めるレビューの申立てが行
われた場合にも、処分等のレビューをしなければならない。歳入関税庁・HMRC
は、事業者その他の者が第83条のGの規定により審判所に対して審査請求をした
場合には、処分等のレビューを行う必要がない。処分等を受けた者が歳入関税庁・
HMRCのレビューの申出を受諾した場合には、当該処分等を受けた者以外の者
が申し立てたレビューを行う必要がない。
本条は、歳入関税庁・HMRCは、第83条のC第1項第b号に定める課税庁か
らのレビュー申出受付期間もしくは第83条のBに定める不服申立期間について、
その延長が求められた場合に、その申請に応えて期間延長の通知ができる旨を規
定する。期間の延長が認められた場合には、原則として、30日期問は、再度、期
間延長通知が発せられた日からはじまるものとする。
・鑛麟籔灘難醗講鱗灘灘雛
本条の規定に基づき、歳入関税庁・HMRCは、レビュー申出受付期間もしく
は第83条のBに定める不服申立期間の経過後であっても、歳入関税庁・HMRC
への申請があり、第83条のBに定めるレビューの申立てをした事業者その他の者
が期間内に歳入関税庁・HMRCのレビューの申出を受け入れることができなかっ
たことについて相当の理由があり、かつ、事業者その他の者が申請の理由を失っ
てから不相応な遅滞もなく申請をしている場合には、処分等のレビューをしなけ
れば’ならない。
歳入関税庁・HMRCは、その処分等についてすでに審査請求がなされている
事項に関してはレビューを行うことはできない。
・灘灘難翻灘難鍵鑓灘
本条は、レビューの意義および範囲について定める。本条第1項から第6項に
ついては、租税管理法第49条のEの規定を準用する。歳入関税庁・HMRCが第
6項その他合意した期間内にレビューの決定通知をしなかったとする。この場合、
原処分等は容認・upholdされたものとみなされ（第8項）、かつ、歳入関税庁・
HMRCは決定通知がない場合には原処分等は容認されたとみなされる旨を、歳
入関税庁・HMRCのレビューの申出を受諾した当事者あるいは第83条のBに定
めるレビューを申し立てた当事者に通知しておかなければならない（第9項）。
これらの規定に基づき、当該事案に関するレビューは終了したものとする。これ
により、納税者は、既定の期間内に、審判所に対して審査請求の通知をすること
ができる。
審判所への審査請求期間については、第83条のG第5項を参照。
本条は、第83条の規定に基づき審査請求を行うことができる期問について規定
する。審査請求は、当該審査請求にかかる処分等の日から30日以内に、審判所へ
通知することにより、これを行うことができる。一方、処分等を受けた以外の者
が不服申立人である場合には、その処分等があったことを知った日から30日以内
に審判所へ通知することにより、これを行うことができる。第83条のDの定めに
より審査請求期間が延長された場合には、審査請求は当該条項に定める期間内に
行うことができる（第1項）。
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歳入関税庁・HMRC内レビューが行われた事案においては、レビューにかか
る決定通知があるまで、審査請求は行わなくともよい。この場合には、審査請求
は決定通知の日から30日以内までに行えばよい（第3項）。
歳入関税庁・HMRCが第83条のEに定める期間後レビューを求められた事案
においては、歳入関税庁・HMRCがレビューを実施するかどうかの決定をする
まで、審査請求を行うことはできない。歳入関税庁・HMRCがレビューを行う
とした場合には、そのレビューにかかる決定が出る日まで審査請求は行うことが
できない。この場合には、その決定通知の日から30日以内に審査請求をすること
になる。一方、歳入関税庁・HMRCがレビューを行わないとした場合には、審
査請求は歳入関税庁・HMRCがそう決定した日から行うことができる。ここで
いう決定日とは、歳入関税庁・HMRCが発する決定通知書に記載された日をさ
す（第7項）。
歳入関税庁・HMRCがレビュー決定期限までに決定通知を行わない場合、審
査請求期間はレビュー決定期限の終了時からはじまり、決定日から30日経過時で
終了する（第5項）。審査請求は、請求期間後であっても、審判所が許可すれば
認められる（第6項）。
旧付加価値税関税審判所の権利救済機関として役割について、事業者や
税務の専門家などから疑問が呈されていた。なぜならば、付加価値税にか
かる審査請求の2006－07年度統計を見ても、受理件数は3，508件、そのうち
審理に付され処理された件数は763件、積み残しの5，232件は未処理の実情
にあるからである。横断的な第一審審判所租税部の誕生は、これまでの状
況を大きく変える特効薬になると見る向きは少ない。
歳入関税庁・HMRCは、毎年20万件を超える不服申立てを受け付けて
いる。しかし、各種租税審判所における審査請求の処理の遅れは、ますま
す納税者が課税庁・HMRC内レビュー、話合いによる合意による紛争処
理への依存度を強める傾向を招いている。こうした傾向に呼応するように、
歳入関税庁・HMRCは、内部に設けられた審査請求前レビュー〔異議申
立て・再調査〕手続を整備し、「私どもHMRCは、引き続き話合い合意
による紛争処理に期待しています」との意向を明らかにしている（77）。
（77）HMRC，HowthechangeswillaffectHMRCdecisions
http：／／wwwhmrc．gov．uk／e－1eaming／tribunal－reform／Tribuna1＿Reform＿Ext／
HTML／Tribuna1＿Reform＿Ext＿20Lhtm1〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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（3）レビューまたは審査請求と執行停止・不停止
納税者が直接税の処分等に関する紛争事案について審判所へ審査請求を
行ったとする。この場合、執行不停止が原則である（1970年租税管理法55
条2項）。ただし、事案が解決するまで執行停止を申し立てることができ
る。原則として、紛争処理手続を開始してから30日以内に歳入関税庁・
HMRCに対して申請する必要がある。執行停止の申立てがあれば、歳入
関税庁・HMRCと不服申立人との間で協議を開始することになる。合意
に達することができない場合、不服申立人はこの事項に関する裁定・
deteminationを求めて審判所へ付託することになる。審判所への付託は、
執行停止を求めた税額にかかる歳入関税庁・HMRCの更正処分ないし再
更正処分の通知書に記載された日から30日以内に行わなければならない。
審判所の裁定は、執行停止事案については、終局的なものとなる。
執行停止の申立てが認められた場合、納税者は、その事項が終結する時
点まで増差税額を納付する必要はない。ただし、その紛争が歳入関税庁・
HMRCの処分等を容認（審査請求人の主張が認められなかった）、変更
（例えば、納税猶予に関する処分など）または取消（処分等の一部取消）
のかたちで終結した場合には、執行停止の対象となった全部または一部の
額の本税に加え、その事項が終結した時点までに発生したその本額にかか
る附帯税を納付するように求められる。
一方、不服申立事案が間接税（ただし関税を除く。）である場合で、そ
の不服申立てについて歳入関税庁・HMRCにレビューの申立てをしたと
きには、歳入関税庁・HMRCは執行を停止することになっている。一方、
この場合で、納税者が審判所に対して審査請求を求めたときには、原則と
して執行は停止せず、増差税額を納付するように求められる。
IV審判所と司法裁判所との接点上の課題
イギリスにおける今回の審判所制度の抜本的な改革により、執行行政庁
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その他公的政策実施機関が行った処分等にかかる紛争処理手続が大きく変
容した。とりわけ、これまで普通裁判所である高等裁判所が担当してきた
司法審査管轄事項を、上級審判所へ移譲したことについては、さまざまな
評価が交差する。この制度改革により、“行政争訟”を上級審判所へ移譲
することで、司法裁判所の“純化”をはかったとの見方がある。その一方
で、“簡便ざ’を看板とする審判所が、弁護士など専門職の手を借りない
と紛争解決が図れなくなり、逆に庶民から縁遠い存在になったのではない
か、と危惧する声も聞かれる。
1新審判所制度の下での租税争訟の流れ
ここで、新たな審判所制度の下で、租税争訟の流れがどう変ったのかに
ついて、少しおさらいをして見たい。
新たな審判所制度が発足する以前は、租税審判所から司法裁判所への租
税訴訟は、三審制がとられていた。第一審は、高等裁判所・HighCourt
であった。もう少し的確にいうと、同裁判所の大法官部・Chancery
Divisionへ提訴する途が拓かれていた（78）。また、高等裁判所の判決に不
服な者は、控訴裁判所へ審査を求めることができた（79）。さらに、控訴裁判
所の判決に不服な者は、議会上院上訴審委員会・AppellateCommittee
oftheHouseofLordsに上告できるかたちとなっていた。なお、イギ
リスの場合、租税審判所の裁決に不服な場合、納税者、課税庁・HMRC
の双方が司法審査を求めることができる。
（78）ただし、スコットランドの場合、直接税についてはスコットランド民事控訴裁判所・
CourtofSessionへ提訴する途が拓かれていた。また、北アイルランドの場合には、
北アイルランド控訴裁判所・CourtofAppea1へ提訴する途が拓かれていた。ちな
みに、イングランドおよびウェールズにおいて、かつては、直接税については、同裁
判所の大法官部・ChanceryDivision、問接税については、同裁判所の女王部・
Queen忌BenchDivisionへ提訴した時代もあった。
（79）事案によっては、高等裁判所をスキップして直接控訴裁判所・CourtofAppea1
へ控訴することも可能であった。
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今回の審判所制度の抜本的改革で、これまで高等裁判所が担当してきた
課税処分等に関する司法審査管轄事項は、上級審判所金融租税部に移譲さ
れた。つまり、上級審判所金融租税部は、第一段階審判所租税部からの再
審査請求事案に加え、高等裁判所・HighCourt大法官部から移譲を受け
た管轄事項を含めて、担当することになった。そして、上級審判所金融租
税部の裁決に不服な者は、高等裁判所ではなく、イングランドとウェール
ズでは控訴裁判所・CourtofAppea1、（ただし、スコットランドでは民
事上級裁判所・CourtofSession、北アイルランドでは控訴裁判所・
CourtofAppealofNorthemIreland．）へ提訴することになった。
したがって、2009年4月1日以降の租税争訟ルートは、次のとおりであ
る。①課税庁・HMRCの処分などに不満な納税者は、HMRCの内部審理
〔異議申立〕制度を通じて紛争の解決をはかることができる。②また、直
接、第一段階審判所租税部に対して処分等の審査請求を行うことができる。
③さらに、第一段階審判所の裁決・decisionsの不満な場合には（80）、争点
によっては、上級審判所金融租税部に対して再審査請求ができる。④上級
審判所の裁決・decisionsに不満な場合には（81）、司法裁判所へ提訴できる。
イングランドとウェールズでは控訴裁判所民事部・CivilDivisionofthe
CourtofAppea1（ただし、スコットランドでは民事上級裁判所・COurt
ofSession、北アイルランドでは控訴裁判所・CourtofAppea10f
NorthemIreland）へ提訴することになる。⑤控訴裁判所の判決・judg－
mentsに不満な納税者は、さらに、2009年10月以降は、連合王国最高裁
判所・SupremeCourtoftheU．Kの新設に伴い、租税事案は、同裁判
所へ上告することになる（82）。
（80）事案によっては、職権または請求人の申立てに基づき、第一段階審判所内でのレビュー
が求められる（2007年審判所実施法9条）。
（81）事案によっては、職権または請求人の申立てに基づき、上級審判所各部内でのレビュー
が求められる（2007年審判所実施法10条）。
（82）イギリスの統治機構は伝統的に三権分立が徹底された状態になく、したがって司法
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の独立性も弱かった。これは、議会・Parliamentの前身である「国王評議会・oα互a
rεgなKing’sCounci1」が立法・執行・司法などすべての統治権能を束ねていたこ
となど歴史的経緯による。また、国教会の内部統治〔裁治〕（立法・執行・司法）の
権能が伝統的に未分化のかたちにあることも影響している。こうした独立性が十分に
確保されていないイギリスの前近代的な司法に対する他のEU加盟国からの批判も
強かった。2003年3月、欧州評議会・CouncilofEuropeには、イギリスに対して
議会から独立した最高裁判所の設置、立法・司法行政に深く関与している大法官・
LoadCancellerが裁判官として訴訟に参加しないこと、司法貴族・LawLoadsが
上院議員を兼務できないようにすることなどの改革を求める決議案が出された。EU
加盟後、イギリス議会では、厳格な三権分立の徹底、司法権の独立の途を模索してい
た。曲折を経て、2005年3月24日に憲法改革法・ConstitutionalReformAct2005
が女王の裁可を得て発効した。この改革法では、立法府と司法府、執行府の三権分立
の徹底、2009年10月から新たにイギリス最高裁判所・SupremeCourtoftheUK
が最終上訴裁判所としての権能を発揮することになった。この改革法による重要な改
革ポイントは、次のとおりである。①最高裁判所の管轄：最高裁判所を新設し、これ
まで議会上院の上訴審委員会・AppellateCommitteeが担当していた（a）イングラン
ド・ウエールズ・スコットランド・北アイルランドの民事事件最終上訴審を管轄する。
（b）イングランド・ウエールズ・北アイルランドの刑事事件最終上訴審を管轄する。
一方、イギリス連邦諸国・Commonwealthcountriesからの最終上訴審は従来どお
り枢密院司法委員会・JudicialCommitteeofthePrivyCounci1が管轄する。②最
高裁判所の裁判官：最高裁裁判官・Justicesは12人で構成される。現在枢密院司法委
員会の司法貴族・LawLordsである者は、新設される最高裁の裁判官となる。また、
上院の議員資格も維持する。欠員が出た場合には、独立した司法職選任委員会・JAC＝
JudicialAppointmentsCommissionを新設し、最高最長官および長官代理、なら
びにイングランド・ウェールズ・北アイルランド・スコットランドの選任団体から選
ばれた委員が最高裁判所裁判官の選任にあたる。新任の最高裁判所裁判官は上院議員
資格を有しないものとする。司法職選任委員会・JACは、100人程度の職員を抱える
事務局をもち、これまで大法官が担当してきた高等裁判所裁判官の選任などの職務を
担当する。③最高裁判所の設置場所：議会から分離・独立して新設される最高裁判所
は、司法府にふさわしい品格と威厳のある場所と建造物のなかに設けるものとする。
また、枢密院司法委員会は、最高裁判所と同じ建物のなかに置くものとする。
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【図表IV－1】イギリス（イングランドとウェールズ）の争訟ルートの概要
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／行政庁その他公的政策実施機関の処分
（＊2009年10月からはr議会上院上訴審委員会」に代り連合王国最高裁判所が、イングランド、ウェールズ
および北アイルランドのすべての事件ならびにスコットランドの民事事件の最終審を担当。スコットランドの
刑事上級裁判所・HighCourtofJusticiaryは、スコットランドで引き続き刑事事件の最終審を担当。）
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連合王国最高裁判所・SupremeCourtoftheUnitedKingdom
となる予定の建造物ミドルセックス・ギルドホール・MiddlesexGuildha11
《PublicUse》
イギリスのEU加盟以降、イギリス国内の旧付加価値税関税審判所・
VATandDutiesTribunalsや旧特別コミッショナーなど租税審判所の
裁決、さらには高等裁判所や控訴裁判所の判決に不満な者は、審判所ない
し裁判所から事実概要や法的争点などを記した事案付託書・referenceが
出れば、ルクセンブルグにある欧州司法裁判所・ECJ＝EuropeanCourt
ofJustice（83）へ提訴することができた（84）。2009年4月の新審判所制度の誕
生後は、第一段階審判所、上級審判所、控訴裁判所などの裁決や判決に不
満な者は、事案付託書を得られれば、ECJへ提訴できる。ECJに対して
は、これまでもイギリス国内審判所の遅延や消極的司法を嫌っての提訴が
多い。上級審判所などでの裁断が硬直化するようであれば、租税訴訟の流
れはルクセンブルグに向かう可能性をはらんでいる。
2審判所と裁判所との相違をめぐる論点
今回の制度改革は、「審判所・tribunals」と「普通裁判所・ordinary
courts」との境界線をますます不明確にしたことは否定できない。確かに、
審判所行政一般、つまり審判所の業務や運営を支援するのは、2006年に設
（83）http：／／curiaeuropa．eu／en／transitpage．htm〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
（84）ただし、事案付託書が発行されない場合には、ECJへの提訴は難しい。
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置された法務省・MoJの執行工一ジェンシー・executiveagencyである
「審判所サービス・TSニTribunalsService」である（85）。これに対して、控
訴裁判所や高等裁判所はもちろんのこと、刑事裁判所・CrownCourt、
カウンティ裁判所・CountyCourts、治安判事裁判所・Magistrates’
Courtsおよび検認サービス・ProbateServiceなど裁判所行政一般、つ
まり裁判所の業務や運営を支援するのは、法務省の執行工一ジェンシーで
ある「裁判所サービス・HMCS・HerMajesty’sCourtsService」であ
る（86）。このように、事務方サービス面から見ると、審判所と裁判所との間
に境界が敷かれていることがわかる。
しかし、学問レベルでは、双方の仕組みの相違は何なのか、あるいは管
轄内容面から境界を設けて考える必要1生はないのかなど、投げかけられた
検討課題は決して容易なものではない。もともと、雇用審判所・
EmploymentTribuna1や不動産審判所・LandsTribuna1のように、行
政が一方当事者になるにではなく、双方の当事者が私人である紛争を処理
することから、これまでも裁判所に近い役割を演じてきた審判所もある。
その一方で、租税審判所のように、一方の当事者が必ず課税庁（行政）で
ある紛争を処理する審判所もある。したがって、今回の審判所制度改革に
ついては、こうした違いなども織り込んで検証・評価する必要がある（87）。
3上級審判所への司法審査管轄事項移譲の意義
従来、縦割りで設けられていたさまざまな行政審判機関の裁決に不満が
ある場合で、当事者が法律上の争点について司法審査を求めてきたときに
は、多くは高等裁判所の行政法廷・AdministrativeCourtが担当してき
（85）http：／／www．tribunals．go肌uk／〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
（86）http：／／www．hmcourts－service．gov．uk／〔筆者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
（87）See，HazelG．Genn＆GenevraRichardson（eds．）AdministrativeLawand
GovemmentAction：theCourtsandAltemativeMechanismsofReview（1995，
ClarendonPress）．
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た。この点について、高等裁判所判事でもあるカーンワス・Camwath審
判所長は、今回の審判所制度改革で、少なくともこれまで高等裁判所の行
政法廷が担ってきた司法管轄権限は、上級審判所の行政不服審査部・
AdministrativeAppealsChamberに移譲された、という。例えば、従
来は、精神衛生不服審判所・MentalHealthReviewTribuna1の裁決に
対する司法審査は、高等裁判所の行政法廷が担当してきた。しかし、2009
年4月以降は、第一段階審判所の保健教育社会保護部・Health，
Ed．ucationandCareChamberが裁決を下し、その裁決に不満な場合で、
法的な争点については上級審判所の行政不服審査部が司法審査を担当する
ことになった。上級審判所行政不服審査部の審理員は、高等裁判所の判事
に加え、保健介護専門職や心理カウンセラーのような専門的知見を有する
者なども陪席を務めることができることになっている。従来のように法曹
だけで司法審査を担当した行政法廷に比べると、上級審判所行政不服審査
部による司法審査の方が、より専門的な裁断を下し得る環境にあると、そ
の長所を力説する（88）。
確かに、保健や福祉その他さまざまな規制行政にかかる処分等について
は、法曹以外の専門職や専門家の陪席を求めることは、的確は裁決を下す
ためにも重要な意味を持っている。ただ、こうした専門的な識見は、むし
ろ、第一段階審判所レベルでより重い意味をもつのであって、上級審判所
でも法的争点についての司法審査で、どれくらい意味を持つのかは未知数
である。
一方、課税庁・HMRCの行った処分等にかかる審査請求事案は、第一
段階審判所租税部・TaxChamberが担当する。そして、租税部の裁決に
不満な当事者は、上級審判所金融租税部・FinanceandTaxChamber
が再審査請求（司法審査）を担当することになる。そもそも、旧制度下に
（88）See，LordJusticeCamwath，SiniorpresidentTribunals，“TribunalJustice：A
NewStart，”（18November2008）at5θ‘sθα
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おいてすら高等裁判所大法官部へ提訴される租税訴訟の件数自体が極めて
少なかった。こうした状況を勘案すれば、租税訴訟にかかる司法審査管轄
を上級審判所金融租税部に移譲したことが、一般納税者にとりどれくらい
の意味を持つのか現時点では定かではない。なぜならば、上級審判所金融
租税部で再審査審査（司法審査）は、原則として法律上の争点に限られる
からである。このことは、納税者が、第一段階審判所での事実認定で歳入
関税庁・HMRCに勝てない限り、実質的には争訟の途が閉ざされている
状態に置かれることを意味する。これでは、紛争処理手続において納税者
の置かれた境遇は、以前とまったく変ってないのではないか、との厳しい
声も聞かれる。
すでにふれたとおり、イギリスの場合、租税審判所の裁決に不満な場合
には、納税者側のみならず、歳入関税庁・HMRC側も訴訟を提起できる
仕組みとなっていた。これまでの統計を見ても、第一審である高等裁判所
大法官部へ提訴された租税訴訟の数は、2002年37件、2003年54件、2004年
4件、2005年16件、2006年0件、2007年12件といった数値である（89）。この
限られた租税訴訟の数には、歳入関税庁・HMRC側からの訴えもあるも
のと推測される。歳入関税庁・HMRC側は公金で訴訟継続が可能である。
これに対して、富裕層や企業納税者の場合を除き、庶民納税者は、相当高
額におよぶ訴訟（弁護）費用負担には耐えがたいのが現実である。今回の
審判所制度改革により、租税政策実施上の紛争処理にかかる司法審査管轄
は上級審判所租税金融部へ大幅に移譲された。しかし、庶民納税者が、
「手軽に駆け込み救済を受けられる場所が、裁判所に代る審判所ではない
のか」、といった質問には十分な回答を用意しえたとは言い難い。
多くの庶民納税者は、歳入関税庁・HMRC側からの“報復的な訴訟提
（89）See，MinistryofJustice，JudicialandCourtStatistics2007（September，2008），
at37http：／／wwwρfficia1－documents．go肌uk／document／cm74／7467／7467pdf〔筆
者HP最終閲覧2009年4月1日〕。
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起”をおそれて、課税庁内部に設けられているレビュー〔異議申立て・再
調査〕手続で妥協して、合意・agreementsの途を探るのでかないか。事
実、歳入関税庁・HMRCは、独自の異議申立て・レビュー〔異議申立て・
再調査〕手続の整備、広報に余念がない。
むすび
元来、審判所は、政府の執行行政部門に位置し、司法部ではなく、行政
部において紛争処理手続をすすめる機関とみなされてきた。イギリスでも
審判所による紛争処理手続の利用は、拡大の一途をたどっている。この背
景には、今日の司法裁判所が、高度な専門的な知見を要する現代的な執行
行政その他公的政策実施機関と民との問に生じた紛争を的確に処理するの
には限界があることもある。
課税処分のように、それを争うには専門的な知見を要することから、有
償の税務専門職に争訟代理を依頼せざるを得ない領域もある。現代の高度
な産業社会においては、裁く側のみならず争う側にも、専門的な知見をも
つさまざまな人材が求められている。
こうした二一ズがあるにもかかわらず、依然として司法裁判所はおおむ
ね法曹のみで構成されている。今回の審判所制度改革は、執行行政庁その
他公的政策実施機関の処分等に関する司法審査管轄事項を、法曹以外のさ
まざまな専門家で構成される上級審判所へ移譲した。これにより、司法裁
判所の負担を軽減・合理化とともに、専門的な知見をもつ審理員の参加を
得て裁断を下す体勢は整えることができたといえる。
今回のイギリスの審判所制度改革に対しては、行政と司法の境界線が一
層不透明になったことから、一部に“司法の執行行政追従ではないか”と
いう声も聞かれる。また、裁判所から、“行政争訟”に関する管轄を審判
所に移譲することで、裁判所の“純化”をはかったとする見方もある。そ
の一方で、この改革は、評論家的な思考から脱却して、現実的な対応を探っ
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た結果であると、評価する声もある。
今回の審判所制度改革は、直言すれば「破壊こそ建設なり」の勢いです
すめられた。これまでの縦割り思考で濫設され、“イギリス病・the
BritishDiseaseの牙城”の典型ともやゆされ、非効率で機能不全に陥っ
ていた各種審判所を解体し、新たに二進級の横断的な仕組みに再生した。
迷路のように入り組んだ各種審判ルートを二本建に整備し、かつ、処分を
する執行行政庁その他公的政策実施機関と、裁決をする審判機関とを線引
きを明瞭にし、審判所の独立性確保をねらった。これにより、審判所を、
そのサービスの利用者・カスタマーにわかり易い、使い易い効率的な仕組
みに磨き上げるためである。
確かに、今回の改革で、政府は、非効率かつ原処分等の再処分手続のよ
うな様相を呈しつつあった審判所手続を、真に庶民の権利救済に資する方
向に舵を切ったといえる。ただ、現実には、審査請求における原処分庁経
由主義を残した。また、各処分庁に内部レビュー〔再調査〕手続を整備す
ることを奨励した。審判所が審査請求の洪水で悩まされることになること
を未然に防ぐねらいからである。また、紛争事案を、第一段階審判所から
上級審判所へもって行く、さらに、上級審判所から司法裁判所へもって行
くには、それぞれr許可・pemission，1eave」を要することにした。こ
れには、濫訴防止の意味が込められている。現実的対応として、ある程度
の理解は得られるとしても、庶民納税者の争訟権の消極的な認知につなが
るものであり、批判もある。ちなみに、似たような行政争訟の仕組みをも
つニュージーランドやカナダなどでは、こうした許可を前提としない制度
を導入しており、参考になる。
とりわけ、課税処分等に関する不服申立てについては、これまでの話合
いによる合意解決に加え、新たに歳入関税庁・HMRC内レビュー〔異議
申立て・再調査〕手続を整備した点については、大きく評価が分かれる。
レビューを懲態することで実質的に“前置”に導く歳入関税庁・HMRC
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の実務は、第一段階審判所租税部への審査請求の抑制につながり、納税者
の不服申立てをする権利を奪うものであるとの批判がある。その一方で、
イギリスの口頭審理を基本とする審査請求手続においては専門的知見を要
することから、有償の争訟代理人の存在が欠かせない。いかに審判所の手
続を使い勝手のいいものにしても、所詮、資力のない者には高嶺の花であ
る。しかし、レビュー手続は、資力の有無を問わないρしたがって、レビュー
手続については、税務代理人を擁することのできない納税者の権利利益の
保護と課税庁の権限行使の効果的な制御とのバランスを考量した上で、そ
の真価を問うべきであるとの声もある。
レビュー手続といえば、第一段階審判所および上級審判所の裁決に綴疵
があると思われる場合に、審判所に職権ないし当事者の申立てにより、裁
決のレビュー〔再調査〕ができる制度も、今ひとつ分かりにくい。折角、
納税者の請求が認められても、もう一方の当事者である課税庁がささいな
キズを口実に見直しを迫ることも予想される。運用にあり方次第では、納
税者の争訟権に消極的に作用することになりかねない。
いずれにしろ、当面、税務争訟に訴えるにあたり、イギリスの納税者に
は、今般の審判所制度改革で出仕上げられた不服申立てのメカニズムと向
き合い、使いこなしていく以外の選択肢は残されていない。審判所制度改
革の基本法である2007年審判所実施法では、審判所での審理の簡素化や遅
延防止、さらには紛争処理の迅速化・効率化をはかる観点から、各処分庁
での審査請求前レビュー手続を大いに活用するように奨励している。今後、
詰められる処分庁内レビュー手続の細目は、歳入関税庁・HMRCの処分
に関しては、事務運営指針・Guidanceなどを通して公表されることにな
る。どれくらい透明で納税者本位のレビュー手続をつくれるかが、今回の
制度改革の真価を測る上での鍵となる。
（本学法学部教授）
